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1 
第 1 章 序論 
 
1-1 本研究の社会的背景 
 
2011 年 3 月の東北地方太平洋沖地震では，日本の観測史上最大となるマグニチュード
9.0 の巨大地震が発生し，想定をはるかに超える大津波の襲来により 1)，日本の沿岸各地で
約 2 万 9 千隻に及ぶ漁船が被災し，特に岩手県と宮城県では，ほぼ壊滅的な被害を受けた
2)．このような津波による漁船被害は，過去の津波災害においても多数確認されている．
その際の漁船被害をみると，1983 年 5 月の日本海中部地震などの数メートルを超える大
津波に限らず，2010 年 2 月のチリ中部沿岸の地震などの数 10cm から 1m 程度の津波にお
いても被災した事例が報告されている 3)-6)．このような背景の下，我が国の沿岸地域には
約 6,300 に及ぶ漁業集落が存在しており，海岸線約 5.6km に一つの漁業集落が立地してい
る 7)．このように，襲来する津波の大きさによらず漁船が被災する恐れがあり，我が国の
沿岸地域においてこれほどまでに多くの漁業集落が存在していることから，今後の津波襲
来時においても，甚大な漁船被害が生じる可能性があるといえる． 
このような漁船被害を回避するために，津波襲来危険時に多くの漁民が漁船を沖合へ避
難させる“漁船の沖出し”が行われている 3)．その際の沖出し状況をみると，迅速に港外
へ沖出しした事例がある一方で，津波襲来中に港外へ沖出ししたり，沖出しの最中に津波
に遭遇した事例や被災し犠牲となった事例が報告されている 3)4)8)-10)．また，漁船の沖出し
後に，安全な海域まで沖出ししていなかった事例 11)や安全な海域まで沖出していたにもか
かわらず，津波警報解除前に帰港していた事例 12)も確認されている．このように，過去の
津波襲来時において，危険な状況下における漁船の沖出しが行われていることから，津波
襲来危険時の漁船の沖出しに対する抜本的な対策が必要不可欠といえる． 
現状における国の施策をみると，水産庁では，漁業地域における過去の津波経験を踏ま
えて，「津波災害に強い漁業地域づくりガイドライン」13)（以下，ガイドライン）を作成し，
2006 年 3 月に公表している．このガイドラインでは，津波による漁民の犠牲者ゼロの実
現を目的として，漁民の滞在場所に応じた避難行動のルールづくりを推奨している．ガイ
ドラインの基本ルールでは，人命を第一に考え，港内に係留中の漁船の沖出しを禁止して
いる．しかし，実際の漁民の対応をみると，2011 年の東北地方太平洋沖地震など，最近の
津波襲来時においても，ガイドラインを無視するかのように，依然として多くの漁民が漁
船の沖出しを行っていることが確認されている 9)10)．また，津波襲来危険時の漁船の沖出
し行動について，様々な研究が行われている．早瀬ら 14)は，漁船の避難行動について，漁
民個人が持つ知識や経験，環境が影響することを指摘し，津波や情報の認知から避難安全
地点へ到着するまでの意思決定と対応行動の手順を提案している．この中で，早瀬らは，
日本海中部地震を事例に手順を検証し，港内の攪乱程度や漁船の規模が沖出し可否や避難
2 
時間に影響することを指摘している．川真ら 15)は，津波襲来時の被災シナリオを想定し，
港外避難と港内に留まる場合について，情報伝達，意思決定，避難行動の 3 段階を踏まえ
た避難の手順を提案している．この中で，川真らは，モデル港を対象に避難時間の定量的
な検証を行い，手順の妥当性を示すとともに，港内の航行について，水流力による偏位・
偏針，複雑な水流の方向や大きさにより，その危険性と避難への影響を指摘している．風
間ら 16)は，津波による漁船等の小型船舶被害の軽減を目的として，簡易的な避難海域の設
定手法と人命を第一とした場合の船舶の避難行動の考え方を提案している．この中で，風
間らは，船舶の避難行動について，滞在場所に応じた行動を提案し，港内停泊中の場合は
港へ漁船を見に行かず港外避難を行わないことを提案している．このように，既往の研究
では，情報入手から安全海域へ至るまでの意思決定や避難行動の手順について様々な提案
が行われている．また，避難行動に影響する要因として，漁民個人の知識や経験，置かれ
ている環境，漁船の規模や港内の水流力などが指摘されている．しかし，漁船の沖出し行
動の実態から，明らかに危険と思われる状況下において沖出しした事例が確認されており，
漁船の沖出し可否の判断において漁民の心理的要因が影響していることが推察される． 
以上のことから，漁民の津波沖出し行動の適正化を図ることが重要といえるが，漁民が
命の危険を冒してまでも漁船を沖出ししようとする背景や心理的要因を整理した上で，適
切な津波沖出し行動を実現するための方策を検討することが必要不可欠といえる． 
漁民が漁船を沖出ししようとする背景として，現行の漁業保険制度が挙げられる．津波
災害などにより漁船が被災した場合に備えて，多くの漁民が漁船保険に加入しているが，
その加入率が約 9 割と非常に高い割合であることが確認されている 11)．漁船保険に加入し
ていれば，命の危険を冒してまでも漁船を沖出しする必要はないように思われるが，それ
でもなお，漁船を沖出ししようとする理由として，現行の漁業保険制度 17)18)では，漁船が
損壊した場合，十分に保障されないことが挙げられる．現行の保険制度では，漁船の仕様
や船齢により 100%は保障されず，漁船修理中の休業期間に収入が得られない場合の生活
を保障する保険も存在しないため，少なからず漁民は経済的な負担を強いられることにな
る．そのため，多くの漁民は，自分の財産であり生活の糧である漁船を守るために沖出し
しようとする傾向にある．このように，現行の漁業保険制度は，津波から漁民の命を守る
ような仕組みになっていないことが指摘できる． 
また，ガイドラインを遵守せず，漁船を沖出ししようとする漁民の心理特性について，
様々な要因が考えられる．一つ目として，津波現象の不確実性と津波に対する理解の欠如
が挙げられる．津波は，海底地形や沿岸条件など，様々な要因によって複雑に挙動する極
めて不確実性の高い現象である 19)-21)．しかし，漁船の沖出し行動の実態をみると，適切な
タイミングで沖出しを開始していないこと 4)や安全な海域まで避難していないこと 11)，津
波警報解除前に帰港していること 12)など，津波に対する理解が不十分である故の対応が確
認されている．津波襲来危険時における漁船の沖出しは，漁民の命に係わる極めて危険な
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行動であり，明らかに安全である場合を除いては，漁船の沖出しを思いとどまらせる必要
がある．そのためには，漁民に対して，不確実性の高い津波現象に対する深い理解を与え，
それ故に，正確な津波予報も困難であることを理解させる必要がある．二つ目として，高
度化する津波情報とその限界が挙げられる．気象庁が 1999 年から導入している量的津波
予報 22)では，津波予報区が 18 区から 66 区へ細分化され，詳細情報として｢0.5m｣から「10m
以上」の 8段階に細分化された数値で発表されるようになった 23)．この量的津波予報では，
迅速な発表のため，計算結果を事前にデータベース化しており，現在では最短で 2 分以内
の発表が可能となっている．このように津波情報は高度化され，限界にまで迅速化された
といえるが，一方で，津波現象自体が不確実性を有し，数値計算においても様々な不確実
性が存在するため，津波情報は不確実性を有し，その予測精度に限界があることが指摘さ
れている 24)25)．三つ目として，津波情報に対する受容特性が挙げられる．一般に，災害時
における住民の適切な対応を促すためには，適切で確実な災害情報の伝達・提供が必要と
いわれてきた．その後，災害情報の伝達・提供システムが整備され始め，災害情報は高度
化・迅速化され，住民に確実に伝達・提供されるようになったが，適切と思われる対応を
とらなかった事例が多く報告されている 26)-28)．災害情報が住民の対応行動に結びつかない
理由として，「正常化の偏見 29)」や「オオカミ少年効果 30)」，「災害イメージの固定化 31)」
といった心理的要因が大きいと考えられる．現状のままでは，津波襲来危険時における漁
船の沖出し行動において，このような災害情報に対する受容特性によって，命の危険性を
過小評価し，命の危険を冒してまでも漁船の沖出しを行い被災する可能性がある．そのた
め，漁民の津波現象や津波情報に対する正しい理解を促すとともに，このような災害時に
おける心理的要因を払拭し，漁民の津波沖出し行動の適正化を促す取り組みが必要不可欠
といえる． 
このような漁民の津波沖出し行動の適正化を促す取り組みにおいて，その実施に向けた
課題がいくつか挙げられる．津波襲来危険時の漁船の沖出しにおいて，漁民が営む漁業や
所有する漁船の種類 32)33)によって，求められる対応が異なることが想定される．また，各
漁業地域によって漁業の特徴が異なり，海底地形や沿岸地形も異なることから，それぞれ
の漁業地域の特徴を踏まえた地域単位での避難ルールの作成が必要不可欠といえる．この
ような地域単位での避難ルールの作成にあたっては，地域が主体となって実施する防災に
関するワークショップ等の取り組みが有効と考えられる．近年，災害時の対応行動の適正
化を目的として，地域の避難計画を策定する取り組みが多数行われており，それぞれの地
域の課題や特性を踏まえた様々な手法が提案されている 34)．しかし，このような取り組み
を通じて，具体的な避難ルールが作成されたとしても，漁民自身が防災対策を実行するこ
とに対する主体的な態度を有していなければ，その実行には結びつかないことが指摘され
ている 35)．そのため，漁民が自らの意思で津波災害に備えようとする“主体的な態度”の
形成を促すことが必要である．そのような態度変容を促すためには，地域単位での防災に
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関する取り組みにおいて，漁民とのリスク・コミュニケーションが重要である．このリス
ク・コミュニケーションでは，ガイドラインを遵守しない漁民の心理的要因を払拭し，津
波情報リテラシー36)を醸成するとともに，行政依存からの脱却と主体的な態度の形成を促
すための効果的かつ具体的なコミュニケーション・プロセスの構築が必要不可欠である． 
また，近年，防災に関する様々な取り組みが行われているが，希望者参加型の形式で実
施されているため，参加者の多くは既に防災に対して高い関心を有しているものと推察さ
れる．すなわち，現状の防災に関する取り組みでは，本来対象としたい防災に対して関心
が低い住民とコンタクトすることすら困難な状況にあることが指摘されている 37)．そのた
め，地域全体の防災力向上のためには，取り組みに参加していない住民とのコミュニケー
ション・チャンネルの開拓が必要である．これに対して，漁民の津波沖出し行動の適正化
に関する取り組みは，直接コミュニケーションをとることが可能な漁民を通じて，（直接コ
ミュニケーションをとらないために，防災無関心層と位置付けた）取り組みに直接参加し
ない漁民やその家族に対して，何らかの防災上の効果を期待するという，新たなコミュニ
ケーション・チャンネルの開拓を試みた取り組みといえる． 
 
1-2 本研究の目的 
 
このような認識のもと，本研究では，実際の漁民とのリスク・コミュニケーションを踏
まえて，漁民の津波沖出し行動の適正化について，漁民の主体的態度の形成を促し，具体
的な対策の実行と継続を促すコミュニケーション・プロセスを検討する．その上で，この
コミュニケーション・プロセスに基づき，具体的な対策として“漁船の避難ルール”を検
討するとともに，実際の津波襲来時における漁民とその家族の対応行動から，本研究にお
ける取り組みの実施効果を検証することを目的とする． 
 
1-3 本論文の構成 
 
本論文は，図 1-1 に示す 6 章で構成されている．  
本研究の社会的背景や目的，構成を示す本章に続き，第 2 章では，津波による漁船被害
や漁船の沖出し行動の実態を示した上で，現状における国の施策や既往の研究内容を示し，
漁民の津波沖出し行動の適正化の必要性について述べる．また，国の施策を遵守せずに，
漁民が漁船を沖出ししようとする社会制度的背景や心理的要因を示した上で，漁民の津波
沖出し行動の適正化に向けた課題をまとめ，本研究の位置付けと枠組みを述べる． 
第 3 章では，実際の漁民とのリスク・コミュニケーションを踏まえて，津波襲来危険時
の漁船の沖出しに対して，漁民の主体的態度の形成を促し，具体的な対策の実行と継続を
促すコミュニケーション・プロセスを検討する． 
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第 4 章では，第 3 章で検討したコミュニケーション・プロセスに基づき，具体的な対策
として，津波襲来危険時における漁船の沖出し可否を適切に判断し行動できる“漁船の避
難ルール”を検討する． 
第 5 章では，第 4 章で検討した“漁船の避難ルール”について，実際の津波襲来時にお
ける漁民の対応行動からルール策定効果を検証し，取り組みの実施効果を示す．また，漁
民を防災に対して興味・関心のない住民とのコミュニケーション・チャンネルと位置付け
た場合の地域への波及効果について，漁民とその家族の対応行動から確認する． 
第 6 章では，本研究のとりまとめと今後の展開について述べる． 
 
第２章
本研究の必要性
第６章
本研究のまとめと今後の展開
第３章
漁民の津波沖出し行動の適正化に関する
コミュニケーション・プロセスの検討
－北海道根室市落石地区における取り組みを事例に－
第４章
漁民の津波沖出し行動の適正化を実現するための
避難ルールの検討
－北海道根室市落石地区における取り組みを事例に－
第５章
漁民の津波沖出し行動に関するルール策定効果の検証
－2010年チリ地震津波時・ 2011年東北地方太平洋沖地震津波時
における北海道根室市落石地区の対応を事例に－
第１章
序論
 
 
図 1-1 本論文の構成 
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第 2章 本研究の必要性 
 
2-1 津波による漁船被害の実態 
 
2011 年 3 月の東北地方太平洋沖地震では，日本の観測史上最大となるマグニチュード
9.0 の巨大地震が発生し，想定をはるかに超える大津波が襲来した 1)．この津波では，日本
の沿岸各地で約 2 万 9 千隻に及ぶ漁船が被災し，特に岩手県と宮城県では，ほぼ壊滅的な
被害を受けたことが報告されている 2)．このような津波による漁船被害は，過去の津波災
害においても多数確認されている 3)．例えば，1983 年 5 月の日本海中部地震では，津波の
第 1 波が早いところで地震発生から約 7～8 分後に到達し，最大約 6m の津波を観測した．
震源が近い青森県や秋田県では，津波到達までの時間が短く甚大な漁船被害が発生し，震
源から遠い島根県では，津波到達までに時間があったにもかかわらず，揺れを伴わなかっ
たため沖出しせず，多くの漁船が被災した事例が報告されている 4)．また，1993 年 7 月の
北海道南西沖地震では，地震発生の数分後に大津波が襲来し，奥尻島で最大約 30m の津波
を観測した．この津波は夜間に襲来し，到達までの時間が短かったことから，港外へ避難
できず港内で多くの漁船が沈没したことが確認されている 1)．さらに，前述のような大津
波ではなく，2010 年 2 月のチリ中部沿岸の地震のように津波高さが数 10cm から 1m 程度
の津波 5)においても，漁船が転覆する被害が報告されている 6)． 
このような背景の下，我が国の沿岸地域には約 6,300 に及ぶ漁業集落が存在しており，
海岸線総延長約 3 万 5 千 km に対して，海岸線約 5.6km に一つの漁業集落が立地している
ことになる 7)．このように，襲来する津波の大きさによらず漁船が被災する恐れがあり，
我が国の沿岸地域においてこれほどまでに多くの漁業集落が存在していることから，今後
の津波襲来時においても，甚大な漁船被害が生じる可能性があるといえる． 
 
2-2 津波襲来危険時における漁船の沖出し行動の実態 
 
前節のような漁船被害を避けるために，津波襲来危険時において，漁民が漁船を沖合に
避難させる“漁船の沖出し”が行われている 1)．例えば，1983 年 5 月の日本海中部地震で
は，津波到達までに 30 分以上の時間があった山形県や新潟県において，ほとんどの漁船
が津波襲来前に沖出しを完了していた．その一方で，津波襲来中に港外へ沖出しした事例
や全速力で沖合へ避難し何とか津波を乗り切った事例 2)，漁船の転覆によって漁民が犠牲
となった事例 8)が報告されている．また，2003 年 9 月の十勝沖地震では，多くの漁民が漁
船の沖出しを行い沖合に待機していたが，津波が砕波し被災する恐れがある水深 30m 未満
の海域に待機していた事例が確認されている 9)．そして，想定をはるかに超える大津波が
襲来し，約 2 万 9 千隻に及ぶ漁船被害をもたらした 2011 年 3 月の東北地方太平洋沖地震
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においてでさえも，各地の漁港で漁船の沖出しが行われ，津波を乗り切った漁船がいた一
方で，沖出しの途中で被害に遭った漁船も確認されている 10)11)．さらに，震源が遠地のた
め，津波警報発表から津波到達までに時間的余裕があった 2010 年のチリ中部沿岸の地震
に伴う津波においても，漁船の沖出しを行った事例が確認されているが，安全な海域まで
沖出ししたものの，津波警報解除前に帰港していた事例が報告されている 12)． 
このように，過去の津波災害をみると，漁船を沖出しした事例が多数確認されている．
しかし，その際の沖出し状況をみると，迅速に港外へ沖出しした事例がある一方で，津波
襲来中に港外へ沖出ししたり，沖出しの途中で津波に遭遇した事例や被災し犠牲となった
事例が確認されている．また，安全な海域まで沖出ししなかった事例や安全な海域まで沖
出ししたにもかかわらず，津波警報解除前に帰港した事例も確認されている．このように，
過去の津波襲来時において，危険な状況下における漁船の沖出しが行われていることから，
津波襲来危険時の漁船の沖出しに対する抜本的な対策が必要不可欠といえる． 
 
2-3 漁民の津波沖出し行動の適正化の必要性 
 
2-3-1 現状における国の施策 
前節のような漁船の沖出し行動の実態を踏まえて，水産庁や海上保安庁では，以下のよ
うな対策を実施している． 
水産庁では，漁業地域における過去の津波経験を踏まえ，今後どのような対策を図るべ
きかについて提示した「災害に強い漁業地域づくりガイドライン」13)（以下，ガイドライ
ン）を作成し，2006 年 3 月に公表している．このガイドラインでは，津波による漁民の
犠牲者ゼロの実現を目的として，津波襲来危険時の漁民の滞在場所に応じた避難行動のル
ールづくりを推奨している．ガイドラインの基本ルールでは，人命を第一に考え，津波襲
来危険時に陸上にいる漁民は，漁船を沖出しせずに，直ちに安全な避難場所へ避難するこ
とを原則としており，港内に係留している漁船の沖出しを禁止している（図 2-1）．  
一方，海上保安庁では，津波予報が発表された場合の迅速な人命や財産の保護と船舶交
通の安全を図るため，港内の船舶津波対策を策定している．この津波対策では，個々の船
舶が取るべき対策を具体的に策定し，「津波に対する船舶対応表」14)（以下，船舶対応表）
を作成している．この船舶対応表では，津波予報の種類や津波到達までの時間的余裕，漁
船の状況（港内着岸船，錨泊船・浮標係留船，航行船）に応じた津波対応が整理されてい
る．このうち，漁船を含む港内着岸船について，一般船舶は，時間がない場合は陸上避難
で，時間がある場合は港外退避，小型船は，時間がない場合は陸上避難で，時間がある場
合は陸揚げ固定等の対応を行うことになっている． 
このように，水産庁のガイドライン等では，人命を第一に考え，津波襲来危険時の漁船
の沖出しを原則禁止ししている．しかし，前節の通り，2010 年のチリ中部沿岸の地震や
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2011 年の東北地方太平洋沖地震など，最近の津波襲来時においても，ガイドライン等を無
視するかのように，依然として多くの漁民が漁船の沖出しを行っていることが確認されて
いる 9)10)． 
 
図 2-1 地域住民や就労者・来訪者の安全確保のイメージ 1) 
 
2-3-2 漁民の津波沖出し行動に関する既往研究 
このような漁船の沖出し行動の実態を踏まえて，津波襲来危険時の漁船の沖出し行動に
ついて，様々な研究が行われている．早瀬ら 15)は，漁船の避難行動について，漁民は個人
の持つ知識や経験，環境に照らして危険度を判断し行動に移ると考え，津波や情報の認知
から避難安全地点へ到着するまでの意思決定と対応行動の手順を提案している．この中で，
早瀬らは，1983 年の日本海中部地震を事例に，提案した手順を検証し，港内の攪乱の程度
や漁船の規模が漁船の沖出し可否や避難時間に影響することを指摘している．また，川真
ら 16)は，津波襲来時に発生し得る被災シナリオを想定し，港外へ避難する場合と港内に留
まる場合について，情報伝達，意思決定，避難行動の 3段階に区分し，津波襲来時の避難
手順を提案している．この中で，川真らは，モデル港を対象に避難所要時間の定量的な検
証を行い，提案した避難手順の妥当性を示しているが，津波襲来時の港内航行について，
水流力により偏位・偏針し，水流の方向や大きさも複雑であるため，その危険性と避難へ
の影響を指摘している．さらに，風間ら 17)は，漁業者にとって漁船は貴重な財産であるが，
人命を第一に考えた場合，速やかに安全な陸上や避難海域に避難することが極めて重要で
あることを指摘した上で，津波による漁船等の小型船舶被害の軽減を目的として，簡易的
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な避難海域の設定手法と人命を第一に考えた船舶の避難行動の考え方を提案している．こ
の中で，風間らは，船舶の避難行動について，港周辺または沖合航行中は避難海域への移
動した方が早い場合は避難海域へ避難すること，沖合へ避難した船舶は警報解除まで待機
すること，港内停泊中の場合は港へ漁船を見に行かず港外避難を行わないことを提案して
いる．このように，既往の研究では，情報入手から安全海域へ至るまでの意思決定や避難
手順について，様々な提案が行われている．また，避難行動に影響する要因として，個人
の持つ知識や経験，個人の置かれている環境，漁船の規模や港内における津波の水流力な
どが指摘されている．しかし，近年の沖出し行動の実態から，明らかに危険と思われる状
況において沖出しした事例 9)が確認されており，漁船の沖出し可否の判断において，漁民
の心理的要因が影響していることが推察される． 
以上のことから，漁民の津波沖出し行動の適正化を図ることが重要といえるが，漁民が
命の危険を冒してまでも漁船を沖出ししようとする背景や心理的要因を整理した上で，適
切な漁民の津波沖出し行動を実現するための方策の検討が必要不可欠といえる． 
 
2-4 ガイドラインを遵守しない社会制度的背景 
 
前節の通り，ガイドラインを無視するかのように，依然として漁船の沖出しが行われて
いる．漁民にとって漁船は生活の糧であり貴重な財産であることから，津波から漁船を守
るために沖出ししようと考えることは当然のことである．これに対して，津波などにより
漁船が被災した場合に備えて，多くの漁民が漁船保険に加入しているが，その加入率が約
9 割と非常に高い割合であることが確認されている 9)．それならば，津波襲来時に命の危
険を冒してまでも漁船を沖出しする必要はないと思われるが，それでもなお，漁船を沖出
ししようとする理由として，現行の漁業保険制度において，漁船が損壊した場合，十分に
保障されないことが挙げられる．現行の漁業保険制度 18)19)では，漁船の船質（木船・鋼船）
や船齢などに応じて保険料率を決定し，保険料が支払われている．すなわち，漁船の仕様
や船齢により，漁船の修理費用等に対して 100%は保障されず，少なからず漁民は経済的
な負担を強いられることになる．さらに，漁船修理中の休業期間に収入が得られない場合
の生活を保障する保険が存在しないため 18)19)，津波により漁船が損壊した場合，漁船の修
理費用だけでなく，修理期間中における日常の生活費も負担せざるを得ない状況となる．
このような社会制度的な背景から，多くの漁民は自分の財産であり生活の糧である漁船を
守るため，漁船を沖出ししようとするのである．このように，現行の漁業保険制度は，津
波から漁民を守るような仕組みになっていないことが指摘できる． 
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2-5 ガイドラインを遵守しない心理的要因 
 
前述の通り，津波襲来時に漁船を沖出ししなかった場合，津波により漁船が被災し，漁
民は経済的に大きな損失を被ることになる．そのため，漁民は漁船を沖出ししなかった場
合の“漁船損壊に伴う経済的な損失”と，漁船を沖出しした場合の“命の危険性”の両者
を考えながら，漁船を沖出しするか否かを判断するものと推察される．この両者のうち，
津波襲来危険時に，漁船損壊に伴う経済的な損失を受け入れず，命の危険を冒してまでも
漁船を沖出ししようとする漁民の心理特性として，次のような要因が考えられる． 
 
2-5-1 津波現象の不確実性と津波に対する理解の欠如 
津波は，湾奥や岬の先端，島影で波高が局所的に高くなる，数時間から一日以上繰返し
襲来する可能性がある，強い揺れを感じないまま押し寄せる可能性があるなど，海底地形
や沿岸地形など様々な要因によって複雑に挙動する極めて不確実性の高い現象である
20)-22)．しかし，前述の通り，最近の津波災害をみると，適切なタイミングで沖出しを開始
していないこと 2)や安全な海域まで避難していないこと 9)，津波警報解除前に帰港してい
ること 12)など，津波に対する理解が不十分であるが故の課題が散見されている．津波襲来
時における漁船の沖出しは，漁民の命に係わる極めて危険な行動であり，明らかに安全で
ある場合を除いては，漁民に漁船の沖出しを思いとどまらせる必要がある．そのためには，
本間ら 23)が指摘しているように，漁民に対して，不確実性の高い津波現象に対する深い理
解を与え，津波が不確実性の高い複雑な現象であるが故に，正確な津波予報が困難である
ことを理解させることが不可欠といえる． 
 
2-5-2 高度化する津波情報とその限界 
我が国では 1952 年から気象庁による津波予報体制が構築され，1999 年より数値シミュ
レーションを活用した量的津波予報が導入された 24)．この導入に伴い，津波予報区が従前
の全国 18 区から都道府県単位の 66 区へと細分化されるとともに，津波情報は「津波注意
報」「津波警報」「大津波警報」の 3 段階から，｢0.5m｣「1m」「2m」「3m」「4m」「6m」「8m」
「10m 以上」の 8 段階に細分化された具体的な数値で発表されるようになった 25)．気象庁
の量的津波予報では，発表の迅速性が求められることから，計算結果を事前にデータベー
ス化し，津波予報を行っている．このデータベース化により，津波予報に要する時間も，
津波予報制度が導入された当初は 20 分程度であったが，現在は最短 2 分以内での発表が
可能となっており，限界にまで迅速化されたといえる．しかし，データベースの構築に当
たって，種々の仮定をおいていることから，数値計算結果には様々な不確実性が含まれて
いる．諸星ら 26)は，津波浸水予測に影響を及ぼす不確実要素について，地震断層モデル，
地形の格子間隔，標高データ，河川の地形条件，構造物の条件などの項目を整理し，実際
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には想定と全く異なる津波襲来も考えられることを指摘している．また，本間ら 27)は，初
期水位，外洋伝播及び沿岸地形の 3 つ効果を示す「Source Effect」，「Propagating Effect」，
「Near-shore Effect」において，実際の地震が事前に仮定した条件と異なり，津波の最大
値を過小評価したり，津波警報の解除を早めたりする危険性があることを指摘している． 
このように，津波情報は高度化され，限界にまで迅速化されたといえるが，一方で，津
波現象自体が不確実性を有し，数値計算においても様々な不確実性が含まれていることか
ら，発表される津波情報は不確実性を有し，その予測精度にも限界があるといえる．その
ため，津波襲来危険時には，津波情報の不確実性とその限界を十分に認識した上で，漁民
が漁船や自分の命を守るために津波情報を活用し，適切に行動できるように，漁民の｢津波
情報リテラシー｣を醸成する必要があると考えられる． 
 
2-5-3 津波情報に対する受容特性  
一般に，災害時における住民の適切な対応行動を促すためには，適切で確実な災害情報
の伝達・提供が必要といわれてきた．その後，前項に示すように，災害情報の伝達・提供
システムが整備され始め，災害情報は高度化・迅速化され，住民に確実に伝達・提供され
るようになった．しかし，このような災害情報が確実に伝達・提供されたとしても，それ
だけでは被害軽減には繋がらないことが指摘されている．牛山ら 28)は，防潮堤等の防災施
設によるハード対策は，施設の完成後すぐに効果を発揮できるのに対して，災害情報の提
供やハザードマップの作成等の情報によるソフト対策は，それだけでは効果を発揮できず，
それらの情報が受け手に理解され，利用されてはじめて効果を発揮すると指摘している．
近年の災害において，災害情報に対する様々な人間特有の心理特性によって，災害発生危
険時に住民が適切と思われる対応を取らなかった事例が，これまでの調査・研究により数
多く報告されている 29)-31)．このように，津波情報等の災害情報が住民の適切な対応行動に
結びつかない要因として，災害情報に対する受容特性が挙げられる．そこで，津波情報に
対する受容特性について，既往調査・研究における知見を踏まえて，以下に考察する． 
 
(1)正常化の偏見 
「正常化の偏見」とは，災害時のリスクに対する人間の心理特性であり，災害による危
険性を低く歪めて捉えることで，危険の認知から心理的均衡を脅かされるのを防ごうとす
る心理作用と定義されている 32)．また，廣井 33)は“危機や脅威を無視したり，認めようと
しない信念”と「正常化の偏見」を定義している．さらに，Fritz ら 34)は，「人々の危険の
認知はよく遅れる．その理由の 1 つは，災害のサインを普通あるいは正常な事象と結び付
けて考えるという，よくみられる人間の傾向にある」ことを指摘している．その他にも，
「事態が明白である場合を除いて，人間は危機が身近に存在することを否定したがる傾向
にある」ことが指摘されている 35)．例えば，津波警報の第 1 報で「津波の高さ 3m」と予
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想されると，正当な根拠もなく「3m よりも高い津波は来ない」と思い込み，状況を楽観
視してしまうことがこれに当たる．これは，2011 年 3 月の東北地方太平洋沖地震において
実際にあった事例であり，「3m よりも高い津波は来ない」と思い込み，自宅の 2 階にとど
まったことにより，甚大な人的被害に繋がったことが確認されている 36)．また，万が一，
津波が襲来しても自分の命に危険が及ばないと考えることも「正常化の偏見」であり，災
害時に自分が置かれている状況を正しく理解できない心理特性がある．この事例として，
津波襲来危険時の漁船の沖出し行動において，漁民が「港内に漁船を残したまま津波が襲
来した場合，漁船は必ず被害を受けてしまうが，沖出しの途中で，自分は被災することは
ない」と判断し，命の危険を冒してまでも漁船の沖出しを行っていることが挙げられる． 
 
(2)オオカミ少年効果 
「オオカミ少年効果」とは，津波情報等の災害情報が発表されても，予告された災害が
実際に発生しない事態が繰り返されると，次に発表されたときに，災害情報が信頼されな
くなることである 37)．この事例として，2006 年 11 月の千島列島の地震と 2007 年の千島
列島東方沖の地震における住民の避難行動が挙げられる．2006 年の千島列島の地震では，
津波高さ 2m の津波警報発表にもかかわらず，実際に襲来した津波が最大数 10cm から 1m
程度にとどまった．このような津波に対して，筆者ら 29)38)が実施した住民の意識調査によ
ると，仮想状況下における住民の避難意向において，「もし地震の揺れが大きかったら」避
難しようと思うかという問いに対して，多くの住民が避難しようと思うと回答している．
これに対して，「今回の地震と同様に震源が遠く揺れの小さい地震がきたら」避難しようと
思うかという問いについて，この地震で避難しなかった住民の約 92%が避難しようと思わ
ないと回答している．この結果は，たった一度の津波情報の空振りだけで，これほどまで
に住民の避難意向を低下させてしまうことを意味している．このような状況の中，2007
年 1月に 2006年 11 月と同様に震源が遠く地震の揺れが小さい千島列島東方沖を震源とす
る地震が発生し再び津波警報が発表されたが，住民の避難率が著しく低下していることが
確認された．筆者らは，この結果は仮想状況下における住民の避難意向をそのまま反映し
ており，たった一度の津波情報の空振りが避難率の低下に繋がったことを指摘している．
このように，そもそも警報は重大な災害の起こる恐れがある旨を警告して行う予報である
ため，もし災害にならなければ，誤報とみなされる可能性がある．また，地震発生時には
津波警報や避難勧告等が発令されるが，個々の住民から見れば，発生頻度に比べて実際に
被害が生じることは少ない．仮に地域に被害が生じたとしても，その被害が一部にとどま
れば，情報の送り手にとっては適切な発表だとしても，情報の受け手である多くの住民に
とっては空振りと同じ状況となる．漁民の津波沖出し行動においても，津波警報の空振り
を繰り返し経験することにより，津波情報を軽視する傾向が生じ，津波警報発表時に適切
な対応を取れない状況が生じる可能性がある． 
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(3)災害イメージの固定化 
「災害イメージの固定化」とは，過去の災害経験に基づき，災害の規模や被害の程度を
予測してしまうことである．中村ら 39)は，過去の災害経験が避難行動を阻害してしまうこ
とを「経験の逆機能」と定義している．過去の災害経験は，住民の災害イメージを固定化
する傾向にあり，災害発生時の対応行動に大きな影響を与える．津波情報等の災害情報や
避難情報を取得しても，過去の災害で避難せず被害に遭わなかった実績に基づき避難しな
いという判断に至る住民が存在するのはそのためである．例えば，1993 年の北海道南西沖
地震では，1983 年の日本海中部地震のときに，地震発生から津波到達までに時間があった
ことから，ゆっくり避難したり，物を取りに戻って津波の被害に遭った事例が確認されて
いる 40)41)．また，災害イメージの固定化は，過去の災害経験のみならず，ハザードマップ
においても生じ得る 31) ．例えば，津波のハザードマップに示されている浸水予測は想定
地震が発生した際の予測である．そのため，想定地震より大きな地震が発生した場合，ハ
ザードマップに示されている浸水予測より被害が大きくなることも有り得る．実際に，東
北地方太平洋沖地震では，浸水想定区域外の避難場所へ避難し多くの住民が犠牲となった
り，自宅の 2 階にとどまり犠牲となった事例等が報告されている 42)．そのため，ハザード
マップは必ずしも実際に起こり得る災害を予測するものではなく，あくまでも，仮定の条
件下における 1 つのシナリオに過ぎないことを明示する必要がある． 
 
このように，津波情報等の災害情報に対する様々な受容特性によって，住民が適切な対
応行動を取れない状況が生じている．津波襲来危険時における漁船の沖出し行動において
も同様に，これらの受容特性によって，襲来する津波の高さを低く見積もり，命の危険性
を過小評価してしまうことが想定される．その結果として，漁船損壊による経済的な損失
を受け入れずに，命の危険を冒してまでも漁船の沖出しを行い，犠牲となる恐れがある．
そのため，漁民の津波現象や津波情報に対する正しい理解を促すとともに，このような災
害時における心理的要因を払拭し，漁民の津波沖出し行動の適正化を促す取り組みが必要
不可欠といえる． 
 
2-6 漁民の津波沖出し行動の適正化に向けた課題 
 
このような漁民の津波沖出し行動の適正化を促す取り組みにおいて，その実施に向けた
課題がいくつか挙げられる．  
 
2-6-1 漁業や漁船の種類を踏まえた避難ルールの作成 
津波襲来危険時の漁船の沖出しは，漁民が営む漁業や所有する漁船の種類によって，求
められる対応が異なることが想定される．漁業の種類をみると，底びき網漁業，さけ・ま
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す・かじき等の刺網漁業，さんま棒受網漁業，さけ等の定置網漁業，まぐろはえ縄漁業，
かつお一本釣漁業，ほっき・こんぶ等の採貝・採藻漁業，海面養殖など，多岐に及んでい
る 43)．また，漁船の種類をみると，無動力船，船外機船，動力船の 3 種類に大別される．
無動力船は推進機関を持たない漁船，船外機船は無動力漁船に船外機（取り外し可能な推
進機関）を付けた漁船，動力船は推進機関を船体に固定した漁船を示している 43)．2008
年の漁業センサス 44)によると，動力船が約 9 万 9 千隻と最も多く全体の約 53%を占めて
いる．また，船外機船は全体の約 44%を占める一方で，無動力船は全体の約 3%にとどま
っている．さらに，動力船のトン数別隻数をみると，5 トン未満が約 7 万 5 千隻で約 75%
を占め，5～10 トン未満が約 15%，10 トン以上が約 10%の割合となっている． 
以上の通り，漁業や漁船の種類が多岐にわたり，操業する海域や時間帯，漁業の方法な
ども異なることから，各漁民が自分の営む漁業の種類や所有する漁船の種類に応じて，漁
船の沖出し可否を適切に判断し行動できる避難ルールの作成が必要不可欠といえる．また，
漁業無線の保有状況が漁船の種類や大きさによって異なることから，各漁民の利用可能な
情報取得・伝達手段を踏まえて，避難ルールを検討する必要がある． 
 
2-6-2 心理特性を踏まえた避難ルールの作成 
前節の通り，漁民の津波沖出し行動は，漁民が営む漁業や所有する漁船の種類によって，
求められる対応が異なることが想定される．同様に，各漁業地域によって漁業の特徴が異
なり，海底地形や沿岸地形も異なることから，それぞれの漁業地域の特徴を踏まえた地域
単位での避難ルールの作成が必要不可欠といえる．このような地域単位での避難ルールの
作成においては，地域が主体となって実施する防災に関するワークショップ等の取り組み
が有効と考えられる．近年，住民の災害に対する危機意識を醸成し，災害時における対応
行動の適正化を目的として，地域単位で実施する防災ワークショップを通じて，地域の避
難計画を策定する取り組みが数多く行われている 45)．例えば，安部ら 46)は，沿岸に海水浴
場を有する岩手県釜石市根浜地区を対象として，住民参加のワークショップ手法により地
図上の作業やまち歩きによる地域理解と津波対応の議論を通じて，沿岸住民の津波避難計
画を策定し，ライフセーバと連携して観光客の避難誘導を検討している．また，片田・金
井 47)は，土砂災害危険地域において，地域住民との懇談会を複数回開催し，地域住民全員
で予兆現象に注意し，予兆現象が発見された場合には地域の判断で自主避難を開始すると
いう地域独自の避難体制を確立する取り組みを実施している．さらに，片田・金井ら 48)
は，荒川破堤時に全域の浸水が想定されている埼玉県戸田市を対象に，緊急一次避難場所
を検討し施設所有者から利用許可をもらうことを目的として，住民やコミュニティ単位で
ワークショップを実施し，地域住民による主体的な検討を通じて，洪水時における独自の
避難計画を策定している．そして，山田ら 49)は，熊本市壺川校区を対象として，住民との
ワークショップや想定水害シナリオを用いた避難行動実験などを水害リスク・コミュニケ
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ーションの一環として実施し，水害避難経路マップや防災・減災計画の作成から報告会と
マップの変更・修正に至るまでの具体的内容とプロセスを提案している．このように，地
域単位の防災ワークショップを通じて，それぞれの地域の課題や特性を踏まえた様々な手
法が提案されている．このような取り組みによって，地域の防災力が向上するためには，
地域住民とそれを支援する行政や研究者などの専門家との連携が必要不可欠といえる．し
かし，片田・金井 47)は，様々なステークホルダー50)が関与し，具体的な対策案が提示され
たとしても，住民自身が防災対策を実行することに対する主体的態度を有していなければ，
その実行に結びつかないことを指摘している．そのためには，地域住民と行政や研究者な
どの専門家との間に良好な信頼関係を築き，災害対応に関する共通理解を得ることが重要
になってくる．近年，多くの防災に関する実践研究においても，情報の送り手である行政
や専門家とその受け手である住民との間のリスク・コミュニケーションの重要性が指摘さ
れている 51)．そのため，我が国では，自らの意思で主体的に災害に備える意識を持つこと
を促すための効果的かつ具体的なコミュニケーション・プロセスの構築が求められている．
以上のことから，地域単位で避難ルールを作成する際には，このようなコミュニケーショ
ン・プロセスを通じて，前節の「正常化の偏見」「オオカミ少年効果」「災害イメージの固
定化」といった心理的要因を払拭し，津波情報リテラシーを醸成するとともに，行政依存
からの脱却と主体的な態度の形成を促すことが必要といえる． 
 
2-6-3 津波情報リテラシーの向上 
前述の通り，津波情報が住民に確実に伝達されたとしても，災害時における心理特性等
の要因により，住民の適切な対応行動に結びつかないことが指摘されている．住民に対し
て高度化・迅速化された津波情報を提供することは重要であるが，津波現象の不確実性や
それ故の津波情報の不確実性により，その精度は不十分と言わざるを得ない．そのため，
住民が津波情報の有する不確実性や災害時における人間特有の心理特性を正しく理解し，
自分の主体的な判断に基づき行動をとることが求められている．片田 52)は，災害情報の特
性を理解し，自らの生命，財産を守るために賢く使いこなす能力のことを「災害情報リテ
ラシー」と定義し，災害時の犠牲者ゼロを実現するためには，災害情報リテラシーの向上
が必要不可欠であり，防災を他人に任せず，自らの責任によって行うべきであるという“防
災に対する主体的な態度”の形成が必要不可欠であると指摘している 53)．また，吉井 54)
は，行政や研究者などが発する災害の発生予測や被害の想定，平常時の防災対策や緊急時
の対応呼びかけなどの災害情報あるいは地震の揺れや降雨の状況などの五官を通じて得ら
れる情報を正確に理解するとともに，それを災害による被害軽減のための的確な行動に結
びつける能力のことを「災害情報リテラシー」と定義し，住民各人で身につけることが重
要であることを指摘している．しかし，専門家ではない住民が複雑な災害特性や不確実性
を有する災害情報を理解し，適切な対応行動を判断することは極めて困難であると考えら
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れる．したがって，災害時における住民の自主的な対応行動を実現するためには，地域の
災害特性や情報特性に関する情報を提供し，住民が適切な対応行動を判断できるようにす
るための防災教育が重要となってくる．ここで，津波襲来危険時における漁船の沖出し行
動に着目すると，漁民の津波情報リテラシーを向上させるためには，前節で述べた地域単
位の避難ルールの作成において，漁民とのリスク・コミュニケーションを通じて，情報理
解のあり方を改善する必要がある．また，現状の津波情報が有する不確実性の要因や限界
を正しく理解した上で，その情報を自らの命や漁船の保全にどのように役立てるべきかに
ついて主体的な態度で考えてもらうことができる防災教育が重要といえる． 
 
2-6-4 行政依存からの脱却 
近年の災害において，防災対応における行政依存が住民の主体的な対応行動を阻害して
いることが指摘されている 31)55)56)．近年の情報技術の高度化・迅速化により，津波警報等
の災害情報が行政から地域住民に対して提供されている．しかし，2003 年の宮城県沖の地
震では，津波常襲地域である気仙沼市の住民が震度 5 強の強い揺れがあったにもかかわら
ず，避難の準備をしながら「津波被害なしの情報」が発表されるまでの 12 分間，津波情
報を待ち続けていたことが報告されている．片田・児玉ら 31)は，この住民行動の背景につ
いて，「津波警報の襲来が予想される場合は必ず津波警報が発表される」，「避難が必要なと
きであれば避難勧告が発令される」といった，津波襲来の判断や避難の意思決定における
行政の災害情報に対する過剰な依存意識が影響していると指摘している．また，片田・木
下ら 55)は，住民の意識調査を行い，行政依存意識の高い住民は防災対応に関する様々な役
割を行政が担うべきと考え，ハザードマップの閲覧や非常持ち出し品の準備などの行動を
行っていないことを確認している．また，その結果より，住民の防災対応に関する行政依
存意識が形成されてきた社会的背景について，我が国における行政主導の防災対策の推進
に伴う弊害として顕在化した問題であることを指摘している．さらに，2000 年の東海豪雨
や 2004 年の新潟豪雨では，浸水が始まっているにもかかわらず，避難勧告が発令される
まで避難しない住民が多数存在していたことが報告されている 57)-59)．特に，2004 年の新
潟豪雨では，自分の胸の当たりまで浸水した住民が「こんな浸水になっても避難勧告が出
なかったから避難しなかった」という顕著な事例が報告されており 60)，自分の命までも行
政に委ねてしまっているほどの過剰な行政依存体質が伺える．この現状について，矢守 61)
は，行政や専門家から発信される災害情報において「避難せよ」とのメッセージが何度も
反復される間に，「避難は災害情報を受け取ってから実施せよ」，さらには「災害情報を受
け取らなければ避難を控えよ」というメタ・メッセージが生じていると指摘している．こ
のように「避難を控えよ」というメタ・メッセージが，メッセージ本体よりも強力に住民
に届け続けられることによって，結果として住民が避難しないと考えられる．ここで，津
波襲来危険時における漁船の沖出し行動に着目すると，漁民の財産であり生活の糧である
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漁船と命に関わる漁民自身の極めて重大な問題であり，行政など他者に委ねられるべき問
題ではない．一方，津波現象が不確実性を有するが故に，津波情報等の災害情報や避難情
報の送り手である行政は，津波襲来危険時の漁船の沖出しに対して責任を負えない側面も
ある．このような観点から，前述したような防災対応における過剰な行政依存は，適切な
漁船の津波沖出し判断を行う上で障害となることが懸念される．そのため，漁民の津波沖
出し行動の適正化においては，防災対応における過剰な行政依存の払拭を念頭においた漁
民とのリスク・コミュニケーションが重要といえる． 
 
2-6-5 防災に対する主体的な態度の欠如 
前述の通り，行政から提供される災害情報が精緻化・高度化しても，住民に災害情報を
読み解くための知識や理解力がなければ，災害時における適切な対応行動は期待できない
ことが指摘されている．2011 年 3 月の東北地方太平洋沖地震では，「第一波襲来後に自宅
に物を取りに行ったり，自宅に残された家族を助けに行ったり，津波警報解除前に帰宅し
た」住民が多く存在するなど，津波に対する知識が不十分であるが故の対応が確認されて
いる 62)．一方，浅田ら 63)は，災害情報や避難情報に関する知識が多いほど情報の内容を理
解する傾向にあり，その理解が避難意向に影響することを示している．このような現状を
踏まえ，災害に対する危機意識を醸成し，災害現象や災害情報への理解を促すための方法
として，防災に関するワークショップを通じて専門家や行政と住民がリスク・コミュニケ
ーションを行う手法があり，これまでに数多くの取り組みが報告されている 45)-49)64)．この
ような地域の防災力向上を目的としたワークショップでは，災害現象や災害情報に対する
正しい理解を促すだけでなく，具体的な対応方法への理解や防災への取り組み姿勢の向上
を促すことが重要である．片田・金井 47)は，土砂災害危険地域を対象として，リスク・コ
ミュニケーションの目標を段階的にまとめた CAUSE Model65)を参考に，住民が主体的に
地域の土砂災害対策を検討し，そのコミュニケーション・プロセスを実行することで住民
主導型の自主避難体制を地域に確立し，土砂災害による人的被害の最小化を目指す取り組
みを実施している．この中で，片田・金井は，地域の災害リスクや行政に依存した対応だ
けでは地域の課題は解決できないことを理解させ，行政に依存しない対応方法の実行を通
じて行政依存を解消し，地域の災いをやり過ごすための具体的な対策（知恵）の習得を促
すことが重要であることを指摘している．このように，ワークショップ等の防災教育にお
いて「災害情報リテラシー」を向上させるためには，災害現象や災害情報の不確実性を理
解させるだけでなく，住民の行政依存意識の存在や行政対応の限界，自ら主体的に対策を
実行することの重要性を理解させ，「自分の命は自分で守る」という姿勢を住民に根付かせ
ていくためのリスク・コミュニケーションが重要である．前節の通り，津波襲来危険時の
漁船の沖出しは，漁民の財産であり生活の糧である漁船と漁民の命に関わる漁民自身の極
めて重大な問題であり，そもそも行政など他者に委ねられるべき問題ではない．それ故，
21 
漁民の津波沖出し行動の適正化に関する取り組みでは，漁民の主体的な態度の形成を促す
リスク・コミュニケーションが必要不可欠といえる． 
 
2-7 防災無関心層とのコミュニケーション・チャンネル 
 
前述の通り，近年，災害時における対応行動の適正化を目的として，防災に関する様々
な取り組みが行われている 45)．しかし，これらの取り組みの多くは，希望者参加型の形式
で実施されているため，参加者の多くは既に防災に対して高い関心を有しているものと推
察される．すなわち，現状の防災に関する取り組みでは，本来対象としたい防災に対して
関心が低い住民とコンタクトすることすら困難な状況にあることが指摘されている 66)．そ
のため，地域全体の防災力向上のためには，取り組みに参加しない住民（防災無関心層）
に対して，如何に情報を提供するかについて検討する必要がある．すなわち，防災無関心
層とのコミュニケーション・チャンネルの開拓が重要といえる．このような防災無関心層
を取り込んだ地域の活動として，金井・片田 67)が岩手県釜石市における児童の防災教育を
通じて，その保護者の危機意識を高める取り組みが実施されているが，このような視点に
立った取り組み事例はほとんどないのが現状である． 
 
漁師
防災教育
津波の知識を有した漁師
講演会・漁民WGなど
漁業地域における
津波防災リーダー
保全対象
漁船
保全対象
家族・地域
漁民を通じた
津波災害に強い安全・安心な漁業地域の構築
※津波情報リテラシーの醸成
リスク・
コミュニケーション
 
 
図 2-2 漁民を防災無関心層とのコミュニケーション・チャンネルとした取り組み 
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これに対して，漁民の津波沖出し行動の適正化に関する取り組みは，津波襲来危険時に
おける漁船の沖出し問題が漁民にとって関心のある重要な問題であるため，希望者参加型
の形式で実施したとしても，多くの漁民が参加すると推察される．この取り組みは，図 2-2
に示す通り，直接コミュニケーションをとることが可能な漁民を通じて，（ここでは直接コ
ミュニケーションをとらないために，漁民よりも意識が低いと考え，防災無関心層と位置
付けた）取り組みに直接参加しない漁民やその家族に対して，何らかの防災上の効果を期
待するという，新たなコミュニケーション・チャンネルの開拓を試みた取り組みといえる． 
 
2-8 本研究の位置付けと枠組み 
 
前節までの通り，過去の津波災害をみると，津波による漁船被害を避けるために，津波
襲来危険時の漁船の沖出しが行われている．しかし，その際の沖出し状況をみると，社会
制度的背景や漁民の心理的要因により，ガイドラインを遵守せずに，明らかに危険と思わ
れる状況でも沖出しを行っている事例が確認されている．そのため，漁民の津波沖出し行
動の適正化を促す取り組みが重要といえるが，各漁民の漁業や漁船の種類が異なり，各漁
業地域で漁業の特徴や海底地形や沿岸地形も異なることから，地域単位での避難ルールの
作成が必要不可欠である．その作成に当たっては，防災に関するワークショップ等の取り
組みが有効と考えられるが，具体的な避難ルールが作成されたとしても，漁民自身が対策
を実行することに対する主体的な態度を有していなければ，その実行には結びつかない．
このような態度変容を促すためには，防災に関する取り組みにおいて，漁民とのリスク・
コミュニケーションが重要であり，漁民の心理的要因の払拭を促し，津波情報リテラシー
を醸成するとともに，行政依存からの脱却と主体的な態度の形成を促すための効果的かつ
具体的なコミュニケーション・プロセスの構築が必要不可欠である． 
このような認識の下，筆者らは，漁民の津波沖出し行動の適正化を目的として，2008 年
1 月より，北海道根室市の落石漁業協同組合に所属する漁民を対象に，漁民代表から構成
される漁民ワーキンググループ（以下，漁民 WG）におけるリスク・コミュニケーション
を通じて，津波襲来危険時における漁船の避難ルールの検討を行ってきた．漁民WGでは，
津波現象や津波情報に対する正しい知識を付与し，行政に依存せず主体的な態度に基づき
検討する必要性を促した．また，具体的な対策として，避難海域までの所要時間と課題把
握のための漁船の沖出し訓練を実施し，漁船の避難ルールを作成するとともに，今後の継
続的な実施に向けて，避難ルールのリーフレットを作成・配布し，漁民全体への周知と今
後の運用に向けた漁民全体の総意確認を促してきた． 
本研究は，実際の漁民とのリスク・コミュニケーションを踏まえて，漁民の津波沖出し
行動の適正化について，漁民の主体的な態度の形成を促し，具体的な対策の実行と継続を
促すコミュニケーション・プロセスを検討する．その上で，そのコミュニケーション・プ
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ロセスに基づき，具体的な対策として漁船の避難ルールを検討し，実際の津波襲来時にお
けるルール策定効果の検証を行うことを目的とする． 
本研究の枠組みを図 2-3に示す． 
本論文の第 3 章では，根室市落石地区の漁民 WG におけるリスク・コミュニケーション
を踏まえて，漁民の津波沖出し行動の適正化について，漁民の主体的態度を促し対策の実
行と継続を促すコミュニケーション・プロセスの検討を行う 68)．具体的には，漁民の意識
調査結果に基づき，漁民の対応行動や心理特性の現状を把握し，漁船を沖出ししなかった
場合の“漁船損壊の危険性”と沖出しした場合の“命の危険性”の意識構造を明らかにす
る．その上で，漁船の沖出し判断における意思決定プロセスと漁民の津波沖出し行動によ
る犠牲者ゼロを実現するための方策を検討し 69)，具体的なコミュニケーション・プロセス
を検討する． 
次の第 4 章では，第 3 章で検討したコミュニケーション・プロセスに基づき，漁民の津
波沖出し行動の適正化に関する具体的な対策として，漁船の避難ルールを検討する．具体
的には，漁船避難の実態調査結果を踏まえて，漁船沖出し時の所要時間や課題を整理した
上で，気象庁の津波警報区分に応じた避難海域や津波到達までの残り時間に応じた漁船の
沖出し可否を検討し，漁民の滞在場所や漁船の種類に応じた具体的な“漁船の避難ルール”
の検討を行う 70)． 
次の第 5 章では，第 4 章で検討した漁船の避難ルールについて，根室市落石地区の漁民
やその家族を対象に実施した調査結果に基づき，遠地津波の 2010 年チリ地震津波時と近
地津波の 2011 年東北地方太平洋沖地震津波時に漁船を沖出しした漁民とその家族の対応
行動からルール策定効果を検証し，取り組みの実施効果を示す 68)71)．また，漁民を防災に
対して興味・関心のない住民とのコミュニケーション・チャンネルと位置付けた場合の地
域への波及効果について，漁民とその家族の対応行動から確認する 68)． 
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第3章
危険な状況下における漁船の沖出しを回避するための漁船の避難ルールの検討
第4章
■漁民の津波沖出し行動の適正化を実現するための避難ルール検討
■漁民の津波沖出し行動の適正化に向けたコミュニケーション・プロセスの検討
遠地津波と近地津波における漁民の対応行動にみるルール策定効果
第5章
■漁民の津波沖出し行動の適正化に関するルール策定効果の検証
津波襲来危険時における漁船損壊と命の危険性の関係構造
漁民の津波沖出し行動の意思決定プロセス
漁民の津波沖出し行動による人的被害軽減を実現するための方策
災害リスクへの理解，主体的な態度，対策の実行・継続を促すコミュニケーション・プロセス
漁民とその家族の対応行動にみる地域への波及効果
 
 
図 2-3 本研究の枠組み 
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第 3 章  漁民の津波沖出し行動の適正化に関する 
コミュニケーション・プロセスの検討 
～北海道根室市落石地区における取り組みを事例に～ 
 
3-1 概説 
 
津波襲来危険時において，漁民が津波による被害を避けるために港内の漁船を沖合
へ避難させる“漁船の沖出し”は，現在のところ原則禁止されている 1)．しかし，最
近の津波警報発表時の対応をみると，多くの漁民が沖出しを行っている．そのため，
漁民が受け入れ可能な現実的な対応策の検討が必要であると考えられる．そのために
は，漁民に津波は極めて不確実性の高い現象であるため，津波襲来危険時の漁船の沖
出しは非常に危険な行動であるとの認識を持つことを促すことが必要不可欠である．
すなわち，防災教育に関する取り組みが重要であるが，防災に関する取り組みの参加
者の多くは既に防災意識が高い住民であり，防災意識が低い住民の参加は期待できな
い状況にあることが指摘されている 2)．また，防災に関する取り組みにおいて，具体
的な対策が検討されても，住民が対策を実行することに対する主体的な態度を有して
いなければ，その実行には結びつかないことが指摘されている 3)4)．住民に対応行動の
実行を促すためには，防災に関する取り組みを通じて，自ら災害に備えようとする“主
体的な自助意識”の形成を促すことが必要である．そのためには，住民と行政や研究
者などの専門家との間に良好な信頼関係を築き，災害対応に関する共通理解を得るた
めのリスク・コミュニケーションが重要となってくる．近年の防災に関する取り組み
においては，自らの意思で主体的に災害に備える意識を持つことを促すための効果的
かつ具体的なコミュニケーション手法の構築が求められている． 
本章では，漁船の沖出しを巡る現状や防災教育の対象者における課題を示すととも
に，防災に関する取り組みにおいて主体的態度の形成を促すリスク・コミュニケーシ
ョンの必要性を示す．その上で，実際の漁民とのリスク・コミュニケーションを踏ま
えて，漁民の津波沖出し行動の適正化に対して，漁民の主体的態度の形成を促し，具
体的な対策の実行と継続を促すコミュニケーション・プロセスの検討を行う． 
 
3-1-1 漁船の沖出しを巡る現状の課題 
我が国における過去の津波災害をみると，甚大な漁船被害が発生している．その際
の漁船被害について，1983 年の日本海中部地震や 1993 年の北海道南西沖地震などの
数メートルを超える大津波に限らず，2010 年のチリ中部沿岸の地震などの数 10cm か
ら 1m 程度の津波においても被災した事例が報告されている 5)-9)．このような漁船被害
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を回避するために，津波襲来危険時に多くの漁民が漁船を沖合へ避難させる“漁船の
沖出し”が行われている 5)．その際の沖出し状況をみると，迅速に港外へ沖出しした
事例がある一方で，津波襲来中に港外へ沖出ししたり，沖出しの最中に津波に遭遇し
た事例や被災し漁民が犠牲となった事例が報告されている 5)6)10)-12)．また，漁船の沖
出し後に，安全な海域まで沖出ししていなかった事例 13)や津波警報解除前に帰港して
いた事例 14)も確認されている．このように，過去の津波襲来時において，危険な状況
下における漁船の沖出しが行われ，犠牲となった事例も確認されていることから，漁
船の沖出しに対する抜本的な対策が必要不可欠といえる． 
このような背景を踏まえ，水産庁では，津波警報発表時における漁船の避難対応に
ついてガイドラインを作成している 1)．これによると，津波警報発表時における港内
漁船の沖出しは禁止されている．しかし，最近の津波警報発表時における対応をみる
と，依然として多くの漁民が漁船を沖出ししており，ガイドラインが遵守されている
とはいえない現状にある．この理由としては，大きく二つあると考えられる． 
一つ目の理由は，漁船が津波によって被害を受けた場合の損失を保障する仕組みが
未整備であることに起因するものである．田中ら 14)が指摘している通り，現行の漁業
保険制度では，津波により漁船が被災した場合，残存価値に対する保障しかされない
こと，修理期間中の休業保障がないことなどによって，漁民が経済的に大きな損失を
被ることになる．そのため，多くの漁民は自分の財産であり生活の糧である漁船を守
るため，命の危険を冒してまでも沖出ししようとするものと考えられる． 
二つ目の理由は，災害に直面した際の人間の心理特性に起因するものである．前述
の通り，津波襲来時に港内から漁船を沖出ししなかった場合，津波により漁船が損壊
し，漁民は経済的に大きな損害を被ることになる．そのため，津波警報が発表される
と，漁民は漁船を沖出ししなかった場合の“漁船損壊に伴う経済的な損失”と，沖出
しした場合の“命の危険性”の両者を考えながら，漁船を沖出しするか否かを判断す
るものと推察される．この際，漁民は，「港内に漁船を残したまま津波が襲来した場合，
漁船は必ず被害を受けてしまうが，沖出し途中で，自分が被災することはないだろう」
と判断していると思われる．これは，「正常化の偏見」と呼ばれる“危機や脅威を無視
したり，認めようとしない信念 15)”によって，「何があっても自分は大丈夫だろう」
という意識を持ってしまい，その結果，適切でないと思われる対応をとってしまって
いるものと推察できる．正常化の偏見だけでなく，様々な心理特性によって，災害発
生危険時において住民が適切と思われる対応行動をとらなかった事例が多く報告され
ている 16)-18)．沖出しを巡る漁民の意思決定においても，これらの影響により，命の危
険性を過少評価し，漁船を守るため沖出しを行っているものと考えられる． 
このように，漁船の沖出し問題については，行政の定めた（漁民の安全を第一に考
えた正論とでもいうべき）基準と，漁民が抱える（漁船が被災したら生活していけな
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いという）現実的な問題の間で，その是非を見直すことが必要と考えられる．その一
方で，今後の人的被害最小化の観点から，津波警報発表時における漁船の沖出し行動
の是非のみを議論するのではなく，今後の実行可能でかつ具体的な対応策の有無も踏
まえて検討する必要があると思われる．すなわち，水産庁がガイドラインで定めてい
るように“沖出し禁止”を前提とするならば，それを漁民に受け入れてもらうために，
どのような施策を展開していくべきなのか，また，沖出しを巡る漁民の心理に寄り添
い，漁民の安全が担保される限りにおいて，可能な限り沖出しを是とするならば，ど
のような基準やルールを作成していくべきなのか，などといった対応方針の検討であ
る．筆者らは後者の立場をとって，後述の取り組みを実践している．その理由は以下
の通りである． 
津波は海底地形や沿岸地形など様々な要因によって，波高が局所的に高くなる極め
て不確実性の高い現象である．それ故，津波警報発表時の漁船の沖出しは非常に危険
な行動であることは事実である．実際，これまでに行われた沖出しの詳細をみると，
安全な海域まで沖出ししていないことや，津波警報解除前に帰港していることなど，
漁船の被害を避けるために沖出ししたにもかかわらず，その危険を適切に回避するた
めの行動がとられていないことも指摘できる．これは，漁民の津波に対する知識が不
十分であるが故の行動であるといえる． 
その一方で，震源の位置や地震の規模によっては，漁船の沖出しが可能と思われる
津波もある．その最たる事例として，2010 年のチリ地震津波が挙げられる．この地震
津波のように，震源が遠地の場合，津波到達までの時間に余裕があるため，適切な沖
出しを行うことが可能であると思われる．また，このような津波に対しては，港内漁
船の沖出しによって，漁船自体の被害だけではなく，漁船が漂流物として後背地を襲
うことによる被害も回避できるという観点においても，可能な限り，漁船が沖出しさ
れることが望ましいといえよう． 
以上のような認識のもと，今後，漁民の安全が担保される限りにおいて，可能な限
り沖出しを是とした場合に必要となるのは，具体的な沖出し基準やルールの作成，す
なわち漁民の津波沖出し行動の適正化と，その検討を可能とするために，漁民の津波
情報リテラシーを醸成することであると考えられる．ここで，漁民の津波沖出し行動
の適正化に当たっては，どのような地震であっても漁船を沖出しする漁民の現状に対
して，津波の予想高さが大きく短時間で襲来するなど，明らかに命に危険が及ぶ恐れ
がある津波の場合は，漁民に漁船の沖出しを思いとどまるように促し，津波到達まで
の時間に余裕がある場合は，適切なタイミングで安全な海域まで漁船を沖出しするよ
うに促す必要がある．そのためには，漁民に対して津波現象やそのメカニズムに対す
る正しい理解を促し，津波現象が不確実性を有するが故に発表される津波情報も不確
実性を有することへの理解を促す必要がある． 
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これらの理解を促進し，津波情報を自らの命や漁船の保全に活かす能力，すなわち，
漁民の津波情報リテラシーを醸成することが必要不可欠といえる．そのためには，漁
民に必要な情報を提供し，それによって知識の習得や意識の変容を促すという観点に
おいて，防災教育に関する取り組みが重要となってくる． 
 
3-1-2 防災教育の対象者に関する課題 
近年，住民の災害に対する危機意識を醸成し，災害時における対応行動の適正化を
目的として，住民参加型のワークショップや避難訓練など，様々な取り組みが行われ
ている 19)．しかし，これらの取り組みの多くは，希望者参加型の形式で実施されてい
るため，参加者の多くは既に防災に対して高い関心を有しているものと推察される．
すなわち，現状の防災に関する取り組みでは，本来対象としたい防災に対して関心が
低い住民とコンタクトすることすら困難な状況にあることが指摘されている 2)． 
そのため，地域全体の防災力向上のためには，防災教育に関する取り組みを実施し
たとしても，それに参加しないような住民（防災無関心層）に対して，如何にして情
報を提供するかを検討する必要がある．すなわち，防災無関心層とのコミュニケーシ
ョン・チャンネルの開拓が必要といえる．このように防災無関心層を取り込んだ地域
単位の活動として，金井・片田 20)が岩手県釜石市において児童の防災教育を通じて，
その保護者の危機意識を高める取り組みが実施されている．しかし，このような視点
に立った取り組み事例はほとんどなく，今後様々な手法が検討されることが望まれる． 
 
3-1-3 主体的な態度の形成を促すリスク・コミュニケーションの必要性 
災害による人的被害を軽減するためには，発災時の状況や行政から発表される情報
をもとに，災害発生前に迅速に避難することが住民には求められる．しかし，現状に
おいて，多くの住民は，発災時の状況をもとに自ら判断することよりも，行政から発
表される情報に依存している傾向にある 16)．これに対して，近年，科学技術の進展に
伴い，行政から発表される災害情報は高度化・充実化され，様々な情報が住民に提供
されるようになった．しかし，行政から住民に災害情報や避難情報が伝達されたとし
ても，全ての住民が適切な避難行動をとっていないことが，これまでの調査・研究に
より多数確認されている 16)21)22)．このように，我が国の災害時における住民避難は，
多くの住民が行政からの情報に依存しているにもかかわらず，住民が情報を取得した
としても，適切な行動をとっていないという問題を有している． 
このような現状に対して，近年，行政による公助に依存せず，地域住民の自助力・
共助力の向上を目的とした，防災に関する取り組みが数多く行われている．これらの
取り組みによって，地域の防災対応が向上するためには，地域住民とそれを支援する
行政や研究者などの専門家との連携が必要不可欠である．片田・金井 4)は，様々なス
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テークホルダー23)が関与し，具体的な対策案が提示されたとしても，住民自身が防災
対策を実行することに対する主体的な態度を有していなければ，その実行に結びつか
ないため，住民に対応行動の実行を促すためには，防災に関する取り組みを通じて，
行政対応に限界があるため自助・共助を行うという“受け身の自助意識”ではなく，
自ら災害に備えようとする”主体的な自助意識“の形成を促すことが必要であること
を指摘している．そのためには，地域住民と行政や研究者などの専門家との間に良好
な信頼関係を築くとともに，災害対応に関する共通理解を得ることが重要になってく
る．吉川 24)は，リスク・コミュニケーションについて，情報の送り手と受け手との間
で様々な情報のやりとりを通じて，リスクに対する相互理解を深め，より良い行動を
引き出すことを目的としたコミュニケーションであることを指摘している．近年，多
くの防災に関する実践研究においても，情報の送り手である行政や専門家とその受け
手である住民との間のリスク・コミュニケーションの重要性が指摘されている．この
ように，我が国では，行政に依存した住民に，自らの意思で主体的に災害に備える意
識を持つことを促すための効果的かつ具体的なコミュニケーョン手法の構築が必要不
可欠であるといえる， 
 
3-1-4 本章の目的 
以上のような認識のもと，筆者らは，北海道根室市落石地区を対象に，漁民が津波
襲来危険時に行う漁船の沖出し行動を適正化する取り組みを通じて，図 3-1 に示すよ
うに，取り組みに直接参加していない漁民やその家族を巻き込んだ地域全体の防災力
向上を目的とした「津波災害に強い漁業地域の安全・安心プロジェクト」を実施して
いる．これは，直接コミュニケーションをとることが可能な漁民を通じて，（ここでは
直接コミュニケーションをとらないために，漁民よりも意識が低いと考え，防災無関
心層と位置付けた）それ以外の住民に対して，何らかの防災上の効果を期待するとい
う，新たなコミュニケーション・チャンネルの開拓を試みた取り組みである． 
本章は，漁民の防災に対する主体的態度の形成を促し，漁民の津波沖出し行動を適
正化するためのコミュニケーション手法を構築することを目的とする．具体的には，
北海道根室市落石漁業協同組合（以下，落石漁協）に所属する漁民の津波沖出し行動
の適正化を目的として実施している取り組みについて，漁民の意識調査結果に基づき，
津波襲来危険時の漁民の対応行動や心理特性の現状を把握し，漁船の沖出し判断にお
ける意思決定プロセスを整理する．その上で，漁民の津波沖出し行動による犠牲者ゼ
ロを実現するための方策について検討する．そして，リスク・コミュニケーションに
関する既往研究を踏まえて，漁民の主体的な態度の形成を促し，漁民の津波沖出し行
動を適正化するためのコミュニケーションの段階的な目的を整理し，筆者らが実践し
た漁民とのリスク・コミュニケーションを踏まえて，そのプロセスを詳述する． 
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図 3-1 津波災害に強い漁業地域の安全・安心プロジェクトのイメージ 
 
3-2 対象地域の概要と漁民の意識調査の概要 
 
3-2-1 対象地域の概要 
筆者らは，2008年より落石漁協に所属する漁民を対象として，津波襲来危険時にお
ける漁民の津波沖出し行動の適正化に向けた取り組みを実施している． 
落石漁協が位置する根室市落石地区は，北海道の太平洋沿岸東部に位置し，世帯数
355 世帯，人口 1,087 人の漁業地域である（2010 年 1 月末時点）．当該地域の沿岸に
は，落石・浜松・昆布盛・長節・初田牛の 5 地区があり，落石港，浜松港，昆布盛港
の 3 港が存在する（図 3-2）．当該地域は，1960 年のチリ沖地震津波や 1973 年の根室
半島沖地震津波など 25)，過去に多くの津波が襲来し被害を受けてきた津波の常襲地域
であり，2005 年 9 月施行の『日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る地震防災対策
の推進に関する特別措置法』（以下，特措法）の推進地域 26)に指定されている．当該
地域では，根室沖・十勝沖を震源とする「500 年間隔地震」の発生に伴い 6m を超え
る津波の襲来が想定されており 27)28)，漁船の沖出しや住民の津波避難に伴う人的被害
の発生が懸念されている． 
このような背景のもと，2006年11月に千島列島の地震が発生し，北海道太平洋沿岸
とオホーツク海沿岸に津波警報が発表された．この地震では，根室市落石地区におい
ても漁船の沖出しが行われていたが，その際の漁民の対応行動をみると，安全な海域
36 
まで沖出ししていないことや津波警報解除前に帰港していることなど，漁民の津波に
対する知識が不十分であるが故の対応が散見された．そこで，津波の常襲地域であり，
特措法の推進地域に指定されている根室市落石地区をモデルケースとして，漁民の津
波沖出し行動の適正化に向けた取り組みを行うこととした． 
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図 3-2 取り組み対象地域（根室市落石地区） 
3-2-2 津波や漁船の沖出しに関する意識調査の概要 
本調査は，過去の地震における漁船の沖出し状況や，津波や漁船の沖出しに関する
知識や意識の現状を把握するため，漁民を対象に実施した．調査対象は，落石漁協に
所属する漁民のうち，本取り組み開始時の津波防災講演会に参加した 40 名とし，その
講演会の前後に実施した．有効回答は 30 票であった．本調査では，漁船の沖出し判断
における漁船損壊と命の危険性に対する意識構造を明らかにするため，調査票は，個
人属性や漁船特性，過去の地震における漁船の沖出し経験，津波や津波予報に関する
知識や意識，漁船の沖出しに関する知識や意識，漁船の沖出しに必要な時間と避難海
域に対する意識などの項目により構成されている． 
 
3-3 漁民の津波や漁船の沖出しに対する現状認識 
 
3-3-1 過去の地震における漁船の沖出し状況 
漁民への意識調査結果に基づき，漁民の津波や漁船の沖出しに関する知識や意識の
現状を把握する．図 3-3 より，過去の地震における漁船の沖出し状況をみると，各地
震において約 64%～71%の漁民が漁船の沖出しを行い，約 82%の漁民がいずれかの地
震で漁船を沖出ししていることが確認された．また，図 3-4 より，過去の地震におい
て漁船を沖出しした海域の水深をみると，20m 以浅までしか沖出ししていない漁民が
約 38%～56%，30m 以浅となると約 94％～95%に及んでいる．さらに，図 3-5 より，
過去の地震において漁船を沖出しした海域をみると，津波高さが局所的に大きくなる
恐れのある狭窄部や島影などに多くの漁民が避難していることがわかる．このように，
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地震の度に多くの漁民が漁船の沖出しを行っていることに加えて，津波に対して安全
な海域まで沖出ししていない現状をみると，津波や漁船の沖出しに関する正しい知識
や意識が欠如しているが故に，津波襲来危険時の漁船の沖出し判断が正しく行われて
いないものと考えられる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3-3 過去の地震における漁船の沖出し状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3-4 過去の地震における漁船沖出し時の避難海域の水深 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3-5 過去の地震における漁船沖出し時の避難海域 
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3-3-2 現状における漁船損壊と命の危険性に対する意識の関係 
ここで，図 3-6 より，漁船を沖出しした場合の命の危険性と沖出し意向の関係をみ
ると，命の危険性が大きいと認識しているにもかかわらず，漁船を沖出しすると回答
した漁民が約 61%に及んでいる．このことから，命の危険性が大きいと認識するほど
漁船を沖出ししない傾向は見られるものの，『正常化の偏見』によって命の危険を過少
評価し，漁船を沖出ししようと考えている漁民が多いことがわかる．また，図 3-7 よ
り，漁船を沖出しした場合の命の危険性と漁船を沖出ししなかった場合の漁船損壊の
危険性の関係における漁船の沖出し意向をみると，漁船損壊の危険性を大きく，命の
危険性を小さく認識するほど漁船を沖出ししようと考える傾向が見られる．これは，
漁民は基本的に漁船損壊の危険性を受け入れないが，命の危険性との選択問題の中で，
特に命の危険性が大きい場合について漁船損壊の危険性を受け入れ，漁船を沖出しし
ない傾向にあることを示している．さらに，図 3-8 より，漁船を沖出しした場合の命
の危険性と漁民の津波に対する知識の関係をみると，命の危険性が大きいと認識する
ほど津波に対する正しい知識を有していることがわかる．このことから，漁民に対し
て，津波や漁船の沖出しに関する正しい知識を付与すれば，命の危険性を正しく認識
し，適切な漁船の沖出し判断ができることを示している．なお，津波に関する知識は，
「岬の先端では津波は高くなる」や「島影では津波は低くなる」など，津波現象や津
波情報に関する問いで構成されている． 
以上の結果に基づき，現状における漁船損壊の危険性と命の危険性に対する意識の
関係について整理する．表 3-1 に示す通り，現状の漁民は，漁船損壊による負の効用
が大きいほど，すなわち漁船損壊による経済的負担が大きいほど漁船損壊の危険性を
受け入れず，その一方で，漁民は命の危険性も受け入れられないはずだが，津波や漁
船の沖出しに関する正しい知識や意識の欠如や『正常化の偏見』により命の危険性を
過少評価し，結果として漁船沖出し時の命の危険を受け入れてしまう傾向にあると推
察される． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3-6 漁船を沖出しした場合の命の危険性と漁船の沖出し意向 
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図 3-7 漁船損壊の危険性と命の危険性との関係における漁船の沖出し意向 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3-8 命の危険性と津波知識（正解率）との関係 
表 3-1 漁船損壊と命の危険性の関係【現状】
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このように，現状における漁民の津波沖出し行動をみると，漁船損壊の危険性も命
の危険性も受け入れたくない状況の中，両者の葛藤の末，漁船損壊の危険性を受け入
れず，命の危険性を過小評価し，漁船を沖出ししている状況にあるといえる．漁民の
命を最優先に考えるならば，この現状を回避しなければならない． 
そこで，次節では，現状における漁船損壊の危険性と命の危険性に対する意識の関
係を踏まえ，漁船沖出し時の意思決定プロセスについて整理する． 
 
3-4 漁船の沖出し判断における意思決定プロセス 
前節で示した漁民の現状を踏まえ，津波襲来危険時の漁船の沖出し判断における意
思決定プロセスについて考える．図 3-9 に示す通り，漁民は地震発生時の揺れの大き
さや継続時間などの体感震度，震度や震源位置などの地震情報，津波高さや到達時間
などの津波情報，避難勧告や避難指示などの避難情報や，自宅の位置などの個人属性，
所有する漁船の特性や従事している漁業の種類，過去の地震における漁船の沖出し経
験や津波による被害経験などに基づき，以下の【判断 1】から【判断 5】に示すプロセ
スを経て，漁船の沖出し可否を判断していると考えられる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3-9 漁船の沖出し判断の意思決定プロセス 
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【判断 1】津波襲来の可能性とその大きさに関する意識 
【判断 2】陸上滞在時の津波による命の危険性意識 
【判断 3】漁船非沖出し時の漁船損壊の危険性意識 
【判断 4】漁船沖出し時の漁船損壊と命の危険性意識 
【判断 5】漁船非沖出し時の漁船損壊の危険性と漁船沖出し時の命の危険性に対す
る意識 
地震発生時，漁民は体感震度や各種情報から津波襲来の可能性や襲来する津波の大
きさを想起し，津波が来ないまたは来ても軽微と判断した場合は，漁船を沖出ししな
いと判断するものと思われる．一方，津波が来るあるいは軽微でない津波が来ると判
断した場合は，陸上に滞在していた場合に自分の命に危険が及ぶかどうかを考える．
ここで，自分の命に極めて大きな危険が及ぶと判断した場合は，高台などの安全な場
所に避難し，自分の命に極めて大きいほどの危険は及ばないと判断した場合は，漁船
損壊の危険性を考えるものと推察される．ここで，漁民が漁船を沖出ししなくても漁
船損壊の危険がないと判断すれば沖出ししないが，漁船損壊の危険があると判断すれ
ば，沖出しした場合の自分の命の危険との選択問題の中で，最終的に漁船を沖出しす
るか否かを判断すると考えられる． 
このような段階を経て，津波襲来危険時の漁船の沖出し判断を行っていることが想
定されるが，前述の通り，最近の漁民の沖出し状況をみると，津波や漁船の沖出しに
関する正しい知識の欠如や『正常化の偏見』等の災害時の心理特性によって命の危険
性を過少評価し，適切な判断に基づく漁船の沖出しを行っているとは言い難い状況に
ある．そこで，次節では，現状における漁船損壊の危険性と命の危険性に対する意識
の関係や漁船沖出し時の意思決定プロセスを踏まえ，漁民の津波沖出し行動による犠
牲者ゼロを実現するための方策について考察する． 
 
3-5 漁民の津波沖出し行動による犠牲者ゼロを実現するための方策  
 
3-5-1 現状の漁船損壊の危険性と命の危険性に対する目標 
表 3-2 に示す通り，漁民の現状に対する目標は，漁民が漁船を沖出ししなかった場
合の漁船損壊の危険性を受け入れることができる状況を整え，漁船を沖出しした場合
の命の危険性を過小評価せず正しく認識し，その下で正しい判断ができる漁民をつく
ることである．そのためには，前節で整理した意思決定プロセスにおいて，津波や漁
船の沖出しに関する正しい知識が欠如している漁民を教育し，「正常化の偏見」等の心
理特性を排除することによって，命の危険性を受け入れないようにする必要がある．
また，漁船に対する十分な保障や休業保障の付与などの漁船保険の充実化によって，
漁船損壊の危険性を受け入れるようになれば，今後，漁船を損壊し命に危険が及ぶよ
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うな大きな津波が襲来した場合でも，漁民の津波沖出し行動による犠牲者ゼロを実現
することができると考える． 
 
表 3-2 漁船損壊と命の危険性の関係【目標】 
葛藤の発生沖出しする受け入れない
沖出ししない－受け入れる
沖出ししなかった場合
の漁船損壊に伴う損失
受け入れない受け入れる
沖出しした場合の命の危険性
漁業保険や休業補償等に
よる施策
津波に関する知識の付与
や正常性バイアスの排除  
 
3-5-2 漁民の津波沖出し行動による犠牲者ゼロを実現するための方策 
表 3-2 の目標を踏まえ，津波襲来時の漁民の津波沖出し行動による犠牲者ゼロを実
現するための方策を以下に検討する．前述の通り，津波による犠牲者ゼロを実現する
ためには，漁民の教育や効果的な施策の実施が必要不可欠である．前節までに整理し
た漁船損壊の危険性と命の危険性に対する意識の関係や意思決定プロセスから，犠牲
者ゼロを実現する方策について，図 3-10 に示す以下の 3 つのフェーズが考えられる． 
【フェーズ 1】教育による沖出し行動の回避 
【フェーズ 2】正しい知識の付与による適切な沖出し行動の促進 
【フェーズ 3】保険制度の充実化など施策による沖出し行動の回避 
まず，フェーズ 1 は，体感震度や各種情報から，絶対に漁船を沖出ししてはいけな
い地震を適切に判断できる漁民をつくる方策である．この方策では，地震発生や津波
発生のメカニズムをはじめとして，地震の揺れが長いなどの大津波発生の条件や今後
想定される大地震・大津波などについて漁民を教育し，地震発生から早い段階で漁船
を沖出ししない判断ができる漁民をつくることを目的としている． 
次に，フェーズ 2 は，気象庁から発表される津波情報に応じて，漁船の沖出し可否
を適切に判断し行動できる漁民をつくる方策である．津波襲来危険時の漁船の沖出し
は，気象庁発表の津波高さや津波到達までの余裕時間と漁船の沖出しに必要な時間の
関係において，所定の条件を満たす場合に限り可能である．この方策では，漁船が海
上で津波の被害を受ける条件や避難海域に求められる条件など，津波や漁船の沖出し
に関する正しい知識を漁民に付与し，漁船の沖出し可否を適切に判断できるように，
漁船の沖出しに関する具体的なルールを検討することを目的としている． 
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図 3-10 漁民の津波沖出し行動による犠牲者ゼロを実現するための方策 
 
最後に，フェーズ 3 は，漁民が漁船損壊の危険性を受け入れる状況を整える方策で
ある．水産庁のガイドライン 1)では，津波襲来危険時の港内漁船の沖出しを禁止して
いる．しかし，漁船の沖出しを禁止するのであれば，漁船が損壊した場合の漁業保険
制度の充実化が必要不可欠であり，そうでなければ，漁民の命が最優先のため沖出し
は禁止と言われても，漁船が損壊し大きな経済的損失を被ることに対して，漁民が納
得するはずもない．そのため，漁業保険制度の充実化は，津波襲来危険時に漁民が漁
船を沖出ししない判断を促すための重要な方策といえる．このように，漁業保険制度
の見直しが必要であるが，休業保障の考え方や再保険のあり方など解決すべき困難な
問題があり，その実現には長時間を要することが想定される． 
そのため，前述の方策のうち，フェーズ 1 の「教育による沖出し行動の回避」とフ
ェーズ 2 の「正しい知識の付与による適切な沖出し行動の促進」が漁民の津波沖出し
行動による犠牲者ゼロを実現するための有効な方策と考えられる．これらの方策では，
知識の習得や意識の変容を促すという観点において，防災教育に関する取り組みが重
要といえる．しかし，近年の災害をみると，多くの住民が行政からの情報に依存して
いるにもかかわらず，情報を取得しても，適切な行動をとっていないことが確認され
ている 16)21)22)．このような態度の変容を促すためには，住民とのリスク・コミュニケ
ーションが重要であり，自らの意思で主体的に災害に備える意識を持つことを促すた
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めの効果的かつ具体的なコミュニケーョン手法の構築が必要不可欠である． 
そこで，次節では，漁民の津波沖出し行動の適正化に関する取り組みにおいて，漁
民の主体的態度の形成を促すコミュニケーション手法の検討を行う． 
 
3-6 漁民の主体的な態度の形成を促すコミュニケーション手法の検討 
 
3-6-1 漁民の命と漁船を守るための漁船の沖出し体制の確立 
津波災害は，四方を海で囲まれている我が国において，近年でも時折，甚大な被害
をもたらす自然災害である．2011 年の東北地方太平洋沖地震では，日本観測史上最大
規模のマグニチュード 9.0 の巨大地震の発生に伴い，想定を超える大津波が襲来し，
死者・行方不明者が約 1 万 9 千人に及ぶ未曾有の被害となった 29)．我が国の沿岸地域
では，近い将来，巨大地震に伴う大津波の襲来が想定されている．地震調査研究推進
本部による海溝型地震の長期評価 30)によると，今後 30 年以内の発生確率が東海地震
で 88%，東南海・南海地震で 60～70%程度，500 年間隔地震などの日本海溝・千島海
溝周辺海溝型地震で発生が切迫している等，我が国において，津波災害は防災対策を
喫緊に推進すべき自然災害といえる． 
このような状況の中，津波災害に対して，防潮堤等の施設整備などによって災害の
発生を未然に防ぐことを目的としたハード対策だけでなく，津波情報の伝達体制や避
難場所の整備など，津波襲来時における住民の迅速な対応行動を促し，津波による人
的被害の最小化を図ることを目的としたソフト対策が実施されている．具体的には，
津波襲来危険時の情報提供として，気象庁から迅速に津波情報を発表することや，平
常時からの情報提供として，津波浸水予測図に基づき津波ハザードマップの作成を推
進し，住民に津波襲来時の危険性を周知することなどの対策を実施している．しかし，
津波は海底地形や沿岸地形など様々な要因によって波高が局所的に高くなる極めて不
確実性の高い現象である．それ故，気象庁から発表される津波情報も不確実性の高い
情報であり，津波予測にも限界があるため，ハザードマップで示されている通りの津
波が来るとは限らないといえる． 
一般に，津波襲来危険時に住民に求められる行動は，自分の命を守るために津波襲
来前に避難することである．これに対して，津波襲来危険時の漁船の沖出しにおいて
漁民に求められる行動は，津波から自分の命と漁船の両方を守ることである．津波襲
来時に港内の漁船を沖出ししなかった場合，津波により漁船が損壊し経済的に大きな
損害を被ることになる．そのため，漁民は漁船を沖出ししなかった場合の“漁船損壊
に伴う経済的な損失”と漁船を沖出しした場合の“命の危険性”という両者について，
極めて重大な判断を求められることになる．このように，津波襲来危険時の漁船の沖
出しは，漁民の財産であり生活の糧である漁船と命に関わる漁民自身にとって重大な
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問題であり，土砂災害などの他の自然災害に比べて，より一層，行政などの他者に委
ねられるべき問題ではないといえる．その一方で，前述の通り，漁船を沖出しする際
には，“正常化の偏見”だけでなく，災害時における様々な人間特有の心理特性によっ
て，命の危険性を過少評価し，漁船を守るために沖出しを行っている状況にある． 
このような状況を改善し，漁民の津波沖出し行動による人的被害を軽減するために
は，防災教育によって漁民に津波や漁船の沖出しに対する知識を付与し，行政からの
情報に頼らず，漁民自らが主体的に漁船の沖出し可否を判断して行動できる体制を構
築する必要があると考えられる．漁民の津波沖出し行動において，津波襲来危険時に
漁民が判断に活用できる情報として，体感する地震の揺れや気象庁から発表される津
波情報などが挙げられる．これらの体感震度や各種情報に基づき，漁民自らが所有す
る漁船の特性や営んでいる漁業の種類などに応じて，津波襲来危険時に漁船の沖出し
可否を適切に判断し行動できる体制の構築が不可欠といえる． 
そこで，以降に，行政に依存せず，漁民が主体となった具体的な防災対応として，
体感する地震の揺れや不確実性を有する津波情報を活用して，漁民自身で漁船の沖出
し可否を判断する，漁民の主体的な態度に基づく漁船の沖出し体制の構築に着目し，
その実行を促すためのコミュニケーション・プロセスを検討する． 
 
3-6-2 漁船の沖出しに関するリスク・コミュニケーション手法の検討 
前項で提案した津波襲来危険時の漁船の沖出し体制を構築するためには，漁民に対
して，地域の津波災害リスクに対する理解を促し，その対応策に対する主体的態度の
形成を促すことが必要不可欠である．すなわち，津波襲来危険時における漁船の沖出
しを対象としたリスク・コミュニケーション手法を構築する必要がある．そこで，本
節では，片田・金井 4)が土砂災害を対象に提案している手法を参考に，漁民の津波沖
出し行動の適正化のための具体的なコミュニケーション・プロセスを検討する．以下
に，Roman31)が提案している CAUSE Model を示す．Roman はリスク・コミュニケー
ションの目標を以下に示すように段階的にまとめたモデルを提案している． 
1) 信頼の確立（Credibility） 
2) リスクに気づかせること（Awareness） 
3) 理解を深めること（Understanding） 
4) 解決に合意を得る（Solution） 
5) 行動を引き起こす（Enactment） 
このモデルでは，リスク・コミュニケーションの実施によって何らかの成果を得る
ことを目標としている．漁民の津波沖出し行動の適正化を対象としたリスク・コミュ
ニケーションにおいても同様に，結果として何らかの対応策を見いだす必要がある．
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そのため，Roman が提案する CAUSE Model のように，最終的な目標を達成するため
にコミュニケーションの段階別に明確な目標を定める必要がある．以上を踏まえ，本
節では，漁民の主体的な態度を促し，漁船の沖出し体制を構築のためのリスク・コミ
ュニケーションとして，以下のような段階的な目標を設定した． 
 
Phase.1：津波災害リスクへの理解を促す 
当該地域に存在する津波襲来危険時の漁船の沖出しを含めた津波災害リスクへ
の理解を促し，それに対する対策状況や漁民の津波沖出し行動の現状など，自ら
置かれている状況に対して認識を持つことを促す．そのためには，地域の津波災
害リスクに関する情報を提供し，漁民の津波沖出し行動の現状やその際の心理特
性に関する情報を提供するとともに，津波現象やそのメカニズムと津波情報に関
する情報を提供することが必要となる． 
Phase.2：対策の実行への主体性を促す 
行政による対応の限界への理解を促すとともに，漁民自らが自主的に対応する
ことが，津波から自分の命を守り，自らの漁船を守るための実効性ある対策であ
ることへの理解を促し，津波襲来危険時の漁船の沖出しに備えることに対する主
体的な態度の形成を促す．そのためには，行政による対応の限界に関する情報を
提供し，津波襲来危険時の漁船の沖出し可否の判断が行政などの他者へ委ねられ
るべき問題ではないことへの気づきを与え，そのような対応の実行が可能である
ことを示す必要がある． 
Phase.3：対策の実行を促す 
津波災害リスクを軽減する具体的な対策を漁民自らで実行することを促す．そ
のためには，具体的かつ実行可能な対応策を漁民に提示し，それが実行すること
ができるように，漁民との調整を行い，漁民の合意を得ることが必要となる． 
Phase.4：対策の継続を促す 
漁民の主体的な態度に基づき構築した漁船の沖出し体制をその地域の文化とし
て，漁民を通じて，それ以外の住民や次世代に継承することを促す．そのために
は，この地域で津波災害が発生する危険性は未来永劫変わらないことを伝え，漁
民以外の住民や次世代に継承するための具体的な方法を提案し，その実行を促す
ことが必要となる． 
 
この 4 つの段階を経て，漁民が主体的に当該地域における津波襲来危険時の漁船の
沖出し対策を検討し，その対策を実行することが漁民の津波沖出し行動による人的被
害の軽減に向けて必要と考える．ここで示した 4 段階の目標は，漁民の津波沖出し行
動の適正化に関する対策を当該地域に根付かせるために必要なコミュニケーションの
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枠組みであり，各段階で検討すべき内容は対象とする地域の自然・社会条件によって
異なる．そのため，情報の送り手は，情報の受け手である漁民とのやり取りの中で，
その地域に必要なことは何か，その地域でできることは何かを常に考え，それらを考
慮した情報を漁民に提示していくことが求められる．そこで，4 つの段階的な目標を
踏まえて実践した根室市落石地区での取り組み内容について，次節から詳述し，漁民
の津波沖出し行動の適正化に関するコミュニケーション・プロセスを検討する． 
ここで示したリスク・コミュニケーションの目標は，津波襲来危険時の漁船の沖出
しに対する漁民の主体的な態度の形成を促し，具体的な対応策の実行と継続を促すこ
とである．そのため，情報の送り手として筆者らのような専門家を想定し，情報の受
け手として漁民を想定している．しかし，リスク・コミュニケーションを通じて構築
された対応策を実施・継続していく段階においては，漁民が送り手，受け手の双方の
役割を担うような仕組みを促した．この詳細については，次節において述べる． 
また，情報の送り手となる専門家は，津波防災などの様々な専門知識を有している
ことが必要であり，行政と漁民の中立的な立場から漁民に主体的な対応の実行を促す
役割を担う必要がある．Keeney32)と Roman が指摘しているように，情報の送り手と
受けての間で信頼関係を確立することは，コミュニケーションを成立させるために必
要不可欠である．この信頼関係の構築については，後述の取り組み結果の中で述べる． 
 
3-6-3 根室市落石地区における取り組みの概要 
本取り組みは，漁民の津波沖出し行動の適正化について，漁民の主体的態度に基づ
く検討を促すことを目的として，落石漁協に所属する漁民を対象に 1～2 ヶ月に 1 回の
ペースで“漁民ワーキンググループ（以下，漁民 WG）”を開催してきた．この漁民
WG は，落石漁協に属する 12 名の漁民代表から構成されている．その構成員は，漁民
が様々な沖出し状況に対応できるよう，居住する地区や漁業の種類，所有する漁船の
種類やトン数などが異なる漁民とした．図 3-11 に根室市落石地区でこれまで実践して
きた漁民の主体的態度の形成を促すための取り組みの概要を示す．これまでに，漁民
WG を 8 回，津波防災講演会を 2 回，根室地域の防災関係機関による研究会を 3 回な
ど，多数の取り組みを行ってきた．また，漁民 WG では，漁民の主体的な意見に基づ
き，避難海域までの所要時間や漁船沖出し時の課題を把握するための「漁船避難の実
態調査」や海上滞在時に津波警報が発表された場合の陸上の避難先を確認するための
「現地調査」を実施している．以下に，これまでの取り組みについて概要を述べる． 
 
(1)講演会の開催 
筆者らは，取り組み開始前（図 3-11：講演会①）と第 8 回漁民 WG 終了後（図 3-11：
講演会②③）に，講演会を開催した．取り組み開始前の講演会では，当該地域で想定
48 
される津波災害リスクや防災を他人に任せず主体的に取り組む必要性への理解を促し
た．その中で，筆者らは，参加者に対して，津波現象やそのメカニズムに関する知識
を提供し，津波が不確実性を有する現象であること，それ故に発表される津波情報も
不確実性を有することへの理解を促した．その上で，そのような津波情報を自らの命
や漁船の保全に活かし行動すること，すなわち，津波情報リテラシー醸成の必要性へ
の理解を促した．また，第 8 回漁民 WG 終了後の講演会では，漁民代表からなる漁民
WG において，主体的な態度の形成を促し検討を行った漁船の避難ルールについて，
落石漁協に所属する漁民全員にリーフレットを配布するとともに，漁民全体への説明
を行い，当該地域において今後津波襲来の危険性がある場合には，検討した避難ルー
ルに基づき，自主的に漁船の沖出し可否を判断し行動することを周知し，漁民の総意
を確認した．さらに，漁民以外の住民へ波及するための講演会を開催した． 
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(2)津波 WG における検討 
漁民 WG では，前項で述べた 4 つの段階的な目標を踏まえて，漁民とのリスク・コ
ミュニケーションを実施した．片田・金井 4)が土砂災害を対象に実践しているリスク・
コミュニケーションは，避難しなかった場合の“命の危険性”のみを考え，住民自ら
が主体的に検討を行ったものである．これに対して，漁民の津波沖出し行動の適正化
を目的としたリスク・コミュニケーションは，漁船を沖出ししなかった場合の“漁船
損壊の危険性”と高台等へ避難せず漁船を沖出しした場合の“命の危険性”の両者を
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考える，漁民の財産であり生活の糧である漁船と命に関わる極めて重大な問題である
ため，漁民の主体的態度の形成をより一層促すリスク・コミュニケーションが必要不
可欠であるといえよう． 
以下に，漁民の津波沖出し行動の適正化を実現するための体制構築に向けて，漁民
の主体的な態度の形成を促すリスク・コミュニケーションの具体的な内容を示す．な
お，漁民 WG での議論の取りまとめや漁民自らの具体的な漁船の沖出し対応の検討を
促す役割（ファシリテータ）は，筆者らが行っている．漁民 WG では，4 段階の目標
を達成するために必要な情報を漁民の反応を見ながら順次に提供し，最終的には漁船
の沖出し体制を構築した． 
 
Phase1：津波災害リスクへの理解を促す 
当該地域における過去の津波災害や想定地震による津波浸水予測図等の情報を提示
し，当該地域で想定される津波について漁民の理解を促した．次に，津波襲来危険時
の漁船の沖出しによるリスクや対策の実施状況についての情報を提示し，漁民の現状
における漁船の沖出し状況やその際の心理特性によるリスクへの理解を促した．さら
に，津波現象やそのメカニズムに関する知識を提供し，津波現象の不確実性とそれ故
に津波情報が不確実性を有することへの理解を促すとともに，そのような津波情報を
自らの命や漁船の保全に活かし行動すること，すなわち，津波情報リテラシー醸成の
重要性への理解を促した．その結果，漁民は当該地域の津波災害リスクを理解した上
で，津波は局所的に大きくなることや想定通りの高さや時間で襲来するとは限らない
ことなど，津波現象の不確実性に対する理解を深めた． 
Phase2：対策の実行への主体性を促す 
筆者らは，津波襲来危険時の漁船の沖出しについて，津波現象が不確実性を有する
が故に情報の送り手である行政が責任を負いきれないことへの理解を促した．その上
で，漁船の沖出し対応は，漁民の財産であり生活の糧である漁船と命に関わる極めて
重大な問題であり，その判断は他人に委ねられるべき問題ではないことへの理解を促
した．その結果，漁民は，漁船の沖出し対応について，漁民自身の問題であることを
改めて認識し，主体的な態度で検討を行い，実際の津波警報発表時に自らの判断で適
切に行動しなければならないことへの理解を深めた． 
Phase3：対策の実行を促す 
漁船の沖出し対応について，具体的な検討を行うことを促した．まず，避難海域に
求められる条件について，津波の流速と漁船の航行速度との関係，津波の砕波条件等
に関する知識を提供し，安全な避難海域への理解を促した．その上で，気象庁から発
表される津波の予想高さに応じた避難海域について検討するとともに，地震発生から
避難海域に至るまでの一連の状況を確認できる漁船の避難シミュレーション 33)を活用
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して，漁船の沖出し対応や情報伝達方法について，漁民の主体的な検討を促した．そ
の結果，漁民は津波警報発表時の滞在場所（陸上・海上，浅瀬・沖合），漁業や漁船（動
力船・船外機船）の種類など，地震発生時の状況や漁民各々の特性に応じた漁船の沖
出し対応や情報伝達方法を主体的に検討し，漁民自身で受け入れ可能な漁船の避難ル
ールを検討した． 
Phase4：対策の継続を促す 
今後の適切な漁民の津波沖出し行動の実現に向けて，漁民 WG で検討した内容を落
石漁協の漁民全員で共有するための対策と，本取り組みの成果を漁民以外の落石地区
の住民に波及させるための対策を以下に示す 3 段階で実施した． 
第 1 段階として，検討した漁船の沖出し対応を「漁船の避難ルール」としてとりま
とめ，リーフレットを作成した．そして，漁民 WG に参加していない漁民に配布し，
その内容の周知を促した． 
第 2 段階として，漁民 WG に参加していない漁民に対して，漁民 WG で検討した「漁
船の避難ルール」の内容を説明する機会を設けた（図 3-11：講演会②）．その際，漁
民の総意のもとでこの「漁船の避難ルール」を運用することへの了承を得た．そして，
「漁船の避難ルール」を参考に，最終的には漁船の沖出し可否を自ら判断し，対応す
る必要があることを確認した． 
第 3 段階として，本取り組みの成果を漁民の家族を含む漁民以外の住民へ波及させ
ることを目的として，落石漁協婦人部など漁民以外を対象とした説明会を開催した（図
3-11：講演会③）．この説明会では，これまでの取り組みについて周知するとともに，
津波警報発表時の迅速かつ適切な避難の必要性を促した．この説明会の開催により，
地域全体への波及に向けた足がかりを構築した． 
以上の段階を経て，漁民 WG で検討した「漁船の避難ルール」を漁民全体に周知し，
漁民の総意を確認することで，今後の津波警報発表時の対応に向けた準備が整った． 
 
このような津波災害を対象とした複数回にわたるリスク・コミュニケーションを通
じて，当初，海を知っているのは自分たちの方だと言わんばかりの態度であった漁民
も，回を重ねるごとに，津波や漁船の沖出しに対する理解を深め，筆者らとの協働の
もとで，津波襲来危険時の漁船の沖出しについて主体的に検討するようになった．こ
のようなプロセスを経て，漁民 WG に参加した漁民は，地域全体の津波防災を推進す
ることのできる地域の防災リーダーの担い手としての素養を身につけることができた
と考えられる． 
 
(3) 研究会による支援 
本取り組みでは，漁民の主体的な検討や今後の漁船の沖出し対応の円滑な運用を支
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援するため，根室市をはじめとする根室地域の防災関係機関で構成される研究会を立
ち上げた．研究会では，漁民が主体的に検討を行うための効果的な条件を提示すると
ともに，漁船の沖出し対応や情報伝達方法の運用に関する様々な議論を行い，支援策
を検討した． 
 
3-7 漁民ワーキンググループを通じて実践したコミュニケーション 
 
本節では，根室市落石地区の漁民を対象に実践した取り組みを踏まえて，まず前述
したコミュニケーションの第 1 段階である“津波災害リスクへの理解を促す”と第 2
段階である”対策の実行への主体性を促す“ことを目的に実践したコミュニケーショ
ン・プロセスについて述べる．さらに漁民とのコミュニケーションを通じて，漁船の
沖出しに対する主体的な態度を形成した漁民に対して，第 3 段階の具体的な”対策の
実行を促す“ことと第 4 段階の”対策の継続を促す“ことを目的に実践したコミュニ
ケーションの内容と本取り組みにおいて検討・実施した具体的な内容を示す． 
 
3-7-1 津波災害リスクへの理解と主体的な態度を促すコミュニケーションの内容 
根室市落石地区の漁民を対象に実践した対話型コミュニケーションを踏まえて，津
波災害リスクへの理解を促し，漁民の主体的な態度の形成を促すコミュニケーショ
ン・プロセスを以下に示す．なお，(1)から(6)までが“津波災害リスクへの理解を促す”
ためのプロセスであり，(7)が“対策の実行への主体性を促す”ためのプロセスである． 
 
(1)津波の想定と過去に襲来した津波の提示 
津波災害に備えるためには，当該地域に今後どのような津波が想定されているかに
ついて，理解する必要がある．そこで，国や自治体で公表している津波浸水予測図を
漁民に提示し，当該地域において大津波の襲来が想定されていることへの理解を促す．
津波は他の災害に比べ発生頻度が低く，津波が襲来しても津波予報の特性から多くの
漁民にとって「空振り」と受け止められる状況が多く見受けられる．そのため「そん
な大津波は来るわけがない．今まで来たことがないし，最近それ程大きい津波は来て
ない」という意見が大半であることが想定される．津波想定について漁民と議論する
場合，過去の経験や「オオカミ少年効果」などの要因により，津波襲来の可能性や襲
来する津波の大きさについて低く見積もることが想定される．これに対して，過去の
地震において，繰り返し大津波が襲来している事実や港内の漁船に被害が及んでいる
事実を提示するとともに，当該地域は未来永劫津波が繰り返し襲来する地域であるこ
とに対する理解を促す．このように，当該地域で今後想定される津波や過去に津波が
襲来した事実に対する共通認識を促す過程で，津波現象やその発生のメカニズム，発
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生した場合に想定される被害や発表される津波情報などの情報を提供することにより，
当該地域で想定される津波災害への深い理解を促す． 
(2) 津波現象やそのメカニズムに対する正しい知識の付与 
津波襲来危険時に漁民が漁船の沖出し可否を適切に判断し行動するためには，漁民
へ津波現象やそのメカニズムに対する正しい知識の付与が必要不可欠である．そこで，
漁民に対して，津波は「湾奥や島影，岬の突端などで波高が高くなる」など，海底地
形や沿岸地形など様々な要因により，局所的に波高が高くなる極めて不確実性の高い
現象であることへの理解を促す．さらに「地震の揺れが長く継続した場合，大津波が
襲来する恐れがある」「地震の揺れがなくても大津波が襲来する場合がある」「第 1 波
が最大波とは限らない」「津波は何時間にもわたって繰返し襲来する」など，津波に対
する正しい知識を付与し，津波は不確実性の高い現象であることへの理解を促す必要
がある．津波が不確実性の高い現象であることについて，湾奥や島影，岬の突端など
で波高が高くなるなど，各事象をわかりやすくイメージできるよう，個別の津波シミ
ュレーションによる動画を提示するなどして，効果的に漁民の理解を促す必要がある． 
(3) 津波現象の不確実性とそれ故の津波情報の不確実性の提示 
行政から発表される津波情報は，予想通りの津波が来ない場合がある，時には想定
を超える大津波が襲来する場合があるなど，津波が極めて不確実性の高い現象である
が故に，津波情報が不確実性の高い情報であることへの理解を促す．さらに，行政か
ら発表される津波情報には，技術的な限界があることを漁民に伝えるとともに，この
ような津波情報であっても，その情報を自らの命や漁船の保全に活かす能力，すなわ
ち，津波情報リテラシーを醸成することが重要であることへの理解を促す． 
(4)漁船の沖出しによるリスクの提示 
過去の津波災害において，津波から漁船を守るために，漁船を沖出しした漁民が，
その最中に流されるという人的被害が多く発生している事実を提示する．その上で，
津波襲来危険時の漁船の沖出しは，漁民の命に危険が及ぶ恐れがある非常に危険な行
動であることに対する理解を促す．漁民は「そんなこと言っても，沖出ししなかった
ら，漁船がだめになってしまう」という意見が大半であることが想定される．これに
対して，過去の津波災害の事例から，津波襲来時に港内の漁船を沖出ししなかった場
合，衝突・沈没・座礁等によって，漁船に甚大な被害が及んでしまう事実を提示し，
ひとまず漁民の意見に同意する．その上で，津波襲来危険時の漁船の沖出しは，漁船
を沖出ししなかった場合の“漁船損壊の危険性”と漁船を沖出しした場合の“命の危
険性”の両者に関わる極めて重大な問題であることを漁民に強く自覚させる． 
(5)対策の実施状況と適切な沖出し行動の必要性の提示 
過去の津波災害において，津波襲来時の漁船の沖出しにより，人的被害が多く発生
している事実を踏まえて，水産庁のガイドライン等では，津波警報発表時における港
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内漁船の沖出しが禁止されていることを漁民に提示する．漁民は「沖出し禁止と言わ
れても，漁船が被災した場合の十分な保障がない．だから，禁止と言われても，受け
入れることはできない」という意見が大半であることが想定される．これに対して，
現行の漁業保険制度では，津波により漁船が被災した場合，残存価値に対する保証し
かされないこと，修理期間中の休業保障がないことなどによって，漁民が経済的に大
きな損失を被ることになるため，現状のままでは沖出し禁止を受け入れられないとい
う漁民の意見に同意する．その上で，津波の予想高さが大きく短時間で襲来する場合
など，明らかに命に危険が及ぶ恐れがある津波の場合は，漁船の沖出しを思いとどま
る必要があり，その一方で，津波到達までの時間に余裕がある場合は，適切なタイミ
ングで安全な海域まで漁船を沖出しする必要があることへの理解を促す．つまり，津
波襲来危険時の漁船の沖出しは，漁民の命が担保される限りにおいて可能であり，漁
船の沖出し可否を適切に判断できる基準やルールを作成すれば，漁船も命も守ること
ができることを提示する． 
(6) 漁船の沖出し状況とその際の心理特性によるリスクの提示 
最近の津波災害事例から，漁民の沖出し状況について，依然として多くの漁民が沖
出ししていることに加えて，安全な海域まで沖出ししてないことや津波警報解除前に
帰港していることなど，適切な沖出し行動がとられていない事実を提示する．さらに，
津波襲来危険時，漁民は，漁船を沖出しした場合の“命の危険性”と漁船を沖出しし
なかった場合の“漁船損壊の危険性”の両者を考えながら，漁船の沖出し可否を判断
しているが，多くの漁民が「正常化の偏見」と呼ばれる“危機や脅威を無視したり，
認めようとしない信念”によって“命の危険性”を過小評価し，漁民の命に危険が及
ぶような津波の場合でも，漁船を沖出ししようとする傾向にあり，現状のままでは，
当該地域から漁船の沖出しにより犠牲者が出てしまう恐れがあることへの理解を促す．
その上で，津波襲来危険時の漁船の沖出しに当たっては，津波やそのメカニズムに対
する正しい知識を習得するとともに，「正常の偏見」といった災害時における人間特有
の心理特性を払拭し，漁船の沖出し可否を適切に判断し行動できるように備えること
が必要不可欠であることへの理解を促す． 
(7) 漁船の沖出し問題への主体的態度に基づく検討の必要性の提示 
津波襲来危険時に漁船の沖出し可否を適切に判断し行動する必要があることを提案
された漁民は，「漁船の沖出し可否を判断するための情報がほしい」，「漁船の沖出し可
否は気象庁から発表される津波情報がないと判断できない」，「スピーカーなどの情報
提供設備を設置してほしい」など，漁船の沖出し可否の判断を行政からの情報に依存
する．しかし，津波現象が極めて不確実性の高い現象であり，津波予測にも限界があ
るため，行政からの津波情報に依存した対応には限界があることに対する理解を促す．
情報の送り手である行政は，津波現象が不確実性を有するが故に，津波襲来危険時の
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漁船の沖出しに対して責任を負えない側面があり，そもそも，津波襲来危険時の漁船
の沖出しは漁民の財産であり生活の糧である漁船と命に関わる漁民自身の重大な問題
であるため，漁船の沖出し可否の判断は他者（行政）に委ねられるべき問題ではない
ことへの理解を促す．このように，津波襲来危険時の漁船の沖出しは，住民避難と比
べて，より一層，他者（行政）へ委ねられるべき問題ではなく，漁民が主体的に検討
し対応すべき問題であることへの理解を促す． 
 
以上のコミュニケーション・プロセスによって，漁民自らが津波沖出し可否を判断
し対応することの必然性を理解し，漁船の沖出しに対する主体的な態度の形成を促し
ている．そして，このような主体性が漁民に形成された上で，具体的な対策を議論す
る第 3 段階の“対策の実行を促す”と第 4 段階の“対策の継続を促す”リスク・コミ
ュニケーションを行っている． 
 
3-7-2 津波災害リスクへの理解と主体的な態度を促すコミュニケーションの留意点 
根室市落石地区の漁民を対象に実践した取り組みをもとに，前項で詳述した“津波
災害リスクへの理解を促す”段階と“対策の実行への主体性を促す”段階のリスク・
コミュニケーションについて，どのような点を踏まえて構築したのかについて述べる． 
 
(1)対話型コミュニケーションの構築 
根室市落石地区の取り組みでは，“津波災害リスクへの理解を促す”ことと“対策へ
の理解を促す”ことを対話型のコミュニケーションにより行った．すなわち，情報の
送り手である筆者らが提供した情報に受け手である漁民が反応する機会を設けた．対
話型でコミュニケーションを行うメリットは，送り手の情報に対する受け手の様々な
反応を得ることができるという点である．例えば，送り手の発した「水産庁のガイド
ライン等では，津波警報発表時における港内漁船の沖出しが禁止されている」という
メッセージに対して，賛成・反対という二者択一の反応ではなく，「沖出し禁止と言わ
れても，漁船が被災した場合の十分な保障がない．だから，禁止といわれても，受け
入れることはできない」などの理由まで把握できる．送り手は最終的な目標達成に向
けて，次にどのようなメッセージを発すれば良いかのか，コミュニケーションを取り
ながら検討を行うことができる．その一方で，対話型のコミュニケーションの過程で，
強い不満や反対意見を出してしまった場合，その人がその後どのようなメッセージを
受け取ったとしても態度を変容することが困難となることが想定される．そのため，
対話型コミュニケーションにおいては，コミュニケーションに長時間を要する傾向に
あり，強い不満や反対意見を緩和するようなリスク・コミュニケーションが重要とい
える． 
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(2)問題の構造を捉え直す 
前述の通り，多くの漁民は，防災に対して少なからず行政依存の状態にあるといえ
る．そのため，漁民に何らかの防災対応を求めるメッセージを発した場合，まず行政
がやるべきという意識があり，合意を得ることができない．それは情報の送り手がど
のような表現を用いたとしても，回避することが困難である．このことは，社会言語
学の知見であるフレーム理論 34)により説明することができる．“防災は行政がやるべ
き“というフレームをもつ漁民に対して，自主的な防災対応に対するネガティブな反
応を批判したり，一方的に説得したりすることはコミュニケーションの失敗を招くこ
とになる．そこで，筆者らが構築したコミュニケーションでは，漁民が従来持ってい
るフレームのもとでできた反応を否定するのではなく，一度は同意し，理論的にメッ
セージを受け取ることができる状況をつくるようにしている．例えば，前項(5)に示す
通り，津波警報発表時の漁船の沖出しは禁止であるというメッセージを提示された漁
民に対して，現行の漁業保険制度では保障が十分ではないため沖出し禁止は受け入れ
られないという漁民の心理に理解を示し，その上で，短時間で津波が襲来する場合な
ど明らかに命に危険が及ぶ恐れがある津波の場合には，漁船の沖出しを思いとどまる
必要があることを提示している．このようなメッセージの提示により，”漁船の沖出し
は禁止“というフレームから，”漁船の沖出しは漁民の安全が担保される限りにおいて
可能“というフレームを再構築し，漁船の沖出し可否を適切に判断できる基準やルー
ルの作成する，すなわち，漁民の津波沖出し行動の適正化に対する主体的な態度を引
き出すようにコミュニケーションを構築した． 
(3)情報の受け手の“同意の連続”から信頼を得る 
対話型コミュニケーションにおいては，情報の送り手からのメッセージに対して，
受け手である漁民が反応する機会が多く存在する．そのため，情報の送り手は，受け
手にメッセージを伝えるだけでなく，そのメッセージに対する漁民の反応に対して理
解を示す．この繰り返しにより，漁民から“自分たちのことを理解してくれている”
という認識を得ることにより，信頼関係を構築した． 
(4)実行可能な具体的な行動の提示 
漁民の漁船の沖出しに対する主体的な態度を引き出すためには，漁民にとって実行
可能と認識できる具体的な行動を提示することが必要となる．これは，ある行動の実
行が容易であると認識されるほど，行動意図が形成されやすくなるという予定行動理
論 35)の知見に基づいている．そのため，前項(5)に示したように，漁船の沖出し可否を
適切に判断できる基準やルールを作成するという案を提示することで，漁民自らで対
応しようという意識を引き出した． 
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3-7-3 対策の実行を促すコミュニケーションの意義と内容 
主体的な態度を形成した漁民に，具体的な対策の実行を促すためのコミュニケーシ
ョンを効果的に実践するために必要とされるメッセージは，漁民にとって具体的で実
行可能と考えられる対策案を提示することである． 
災害発生時の状況を想定し，その対策を検討する簡便な方法として，DIG36)（災害
図上訓練）が提案されており，全国で実施されている．DIG とは，災害発生時に自分
たちの住む地域がどのような状況になるのかを，地域の白地図を用いて検討するもの
であり，複数人で地図を囲んで災害時の様々な状況を書き込んでいくことにより，災
害発生時に何が起こり得るのか，またその場合にはどのような対策を取るべきなのか
を事前に検討するものである．しかし，牛山ら 37)が指摘するように，地域の災害危険
箇所について，専門家の意見を反映せず，自分たちの経験のみに基づいて判断してし
まっている事例が多いことや，DIG を通じて地域の災害危険性を理論しただけで，特
に何も実施していないにもかかわらず，災害に備えて何かを行ったという意識に住民
をさせてしまうなど，問題点も少なくない．そこで，本取り組みでは，海域の水深や
津波襲来時の流速が示されたマップを用いて，DIG の手法を取り入れつつも，このよ
うな問題点を踏まえた漁民の津波沖出し行動を対象とした場合の手法を検討し実践し
た．具体的には，避難海域の選定や避難ルールの検討には専門家の助言を仰ぎ，地図
に取りまとめた内容を漁船の避難ルールに活用するようにした． 
 
3-7-4 対策の継続を促すコミュニケーションの意義と内容 
自然災害リスクは，当該地域に居住することによって顕在化するリスクである．ま
た，漁船の沖出しは，漁業を営むことによって顕在化するリスクである．つまり，沿
岸部に居住しているが故に，また漁業を営んでいるが故に，津波の危険性にさらされ
ることになるといえる．そのため，本取り組みの対象地域に住み続ける限り，未来永
劫津波災害リスクにさらされ続けることになり，漁業の営みを続ける限り，漁船の沖
出しによるリスクを持ち続けることになるといえる．しかし，本取り組みで得た知識
や構築した体制を地域の災害文化として醸成することにより，次世代の漁民はそのよ
うに津波災害や漁船の沖出しに備えて生活することが当たり前の日常の中で生活して
いくことになる．そうすることで次世代の漁民は津波災害から自分の命や漁船を守る
すべを無意識のうちに身につけることが可能になると考えられる．これこそが対策の
継続を促す，災害文化を地域に醸成することの意義といえる．本取り組みでは，漁民
を通じて，漁民の家族や漁民以外の住民へ伝え，漁民や住民の子孫の世代の安全や安
心を担保するための取り組みであることを伝えるようにした．以下に，対策の継続を
促すコミュニケーションにおいて，具体的に検討・実施した内容を以降に示す． 
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(1)海上滞在時の避難マップ作成 
本取り組みでは，海上滞在時の避難ルールにおいて，漁業の種類（昆布漁やタコか
ご漁など）や漁船の種類（動力船・船外機船）に応じて，漁民自らが自主的に判断し
行動できるよう，漁民全員で海上での情報を共有し，津波襲来危険時の行動イメージ
を促すマップを作成した．作成に当たっては，前項の DIG の手法を用いて，漁民 WG
で議論しながら，津波襲来危険時の対応行動に必要な情報を地図にとりまとめた．ま
た，前述の通り，漁民の知識だけでなく，専門家による助言も踏まえ，避難海域や陸
上の避難先の選定を行い，マップに反映した．本取り組みを通じて作成したマップを
図 3-12,13 に示す．このマップには，動力船と船外機船による漁業の漁場と避難海域
など，漁民各々が自主的に行動するために必要な情報が記載されている． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3-12 動力船による漁業の種類と海上滞在時の避難海域 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3-13 船外機船による漁業の種類と海上滞在時の避難海域 
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図 3-14 根室市落石漁協 漁船の避難ルール 
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危険なので沖出ししないことが望ましい 赤
②１５分以上２０分未満の場合、
直ちに出港すれば、
避難海域まで沖出しできる可能性がある
黄
③２０分以上の場合、
速やかに出港すれば、
避難海域まで安全に沖出しできる可能性がある
青
津波
注意報
0.5m － ■各自判断とする※津波警報解除後に帰港することを原則とする。 黄
３.避難海域
○津波の流速、破波の条件、漁船の航行速度から、安全な避難海域の水深を下表の通り設定。
○津波警報・注意報の種類と避難海域の関係、津波に関する注意点を踏まえた対応が必要。
○漁船の沖出し時は、まず下表の避難海域へ避難し、その後より深い海域へ沖出しするよう心掛けること。
４.陸上滞在時の避難ルール（案）
津波警報
津波注意報
津波の
予想高さ
避難
海域 津波に関する注意点
大津波警報
6m以上 50m以深 ■津波は予想より高くなることがある
■津波は第一波が最大であるとは限らない
■海上にいても津波襲来時に危険な海域がある
○浅瀬
○湾奥（狭さく部）
○島影付近
○岬の先端付近など
■津波は長時間にわたって繰り返し到達する
3m ・ 4m 40m以深
津波警報 1m・ 2m 30m以深
津波注意報 0.5m －
○出港時点の津波予想到達時刻までの残り時間に応じた漁船の避難ルール（案）は下表の通り。
○下表を参考に、自分の判断で漁船の沖出し可否を判断すること。
○なお、船外機船は、小型で危険を伴うため、沖出ししないこと。（漁民WGにて確認済み）
※水産庁ガイドラインを踏まえて設定
５.海上滞在時の避難ルール（案）
津波警報
津波注意報
予想
津波高さ
避難
海域
動力船の
避難ルール（案）
船外機船の
避難ルール（案）
大津波警報
6m以上 50m以深
①避難海域より浅いところ
にいる場合は、直ちに全
速力で沖合へ避難するこ
とが望ましい
②ただし、港内や港口付近
など、明らかに港に戻った
方が早い場合は、直ちに
港へ避難することが望ま
しい
①操業中に津波情報を聞いたら、アン
カー等を切って、直ちに避難すること
②港に近い沖合の船は、速やかに帰
港すること
③港が遠い沖合の船は、陸に乗り上
げて避難すること
④島の周辺にいる船は、島へ上がっ
ても良い
⑤陸上に上がったら、高台等の安全
な高い場所へ避難すること
⑥なお、港内で係留中または作業中
の船は、沖出ししないこと
3m・4m 40m以深
津波警報 1m・2m 30m以深
津波
注意報 0.5m
30m以深 ■各自判断とする
※津波警報解除後に帰港することを原則とする。
○海上滞在時の海域の水深や漁船の種類（動力船・船外機船）に応じた避難ルール（案）は下表の通り。
○なお、港内の船外機船は、小型で危険を伴うため、沖出ししないこと。（漁民WGにて確認済み）
(1)動力船の避難先
○動力船について、漁業の種類や操業場所、操業時期などの漁業の特徴を考慮し、避難先を整理。
○動力船の避難先：沖合操業中の場合－避難海域、港の近くで操業中の場合－各港。
○ホッキ漁は、漁具の特徴からアンカー等の切断が困難、避難に当たっては注意が必要。
○落石漁協に所属する漁船の約7割は船外機船、漁業の種類はコンブ漁、ツブ漁、養殖、一部刺し網漁
○操業海域の水深が浅いため、近くの港、前浜、島などへ避難
○ただし、操業中の場合はアンカーや網を上げるのに時間を要する。 ※波が高いときの上陸に注意。
○避難の際はアンカー等を切って、近くの港、浜、島に上陸し、速やかに高台へ避難。
(2)船外機船の避難先
落石漁協
７.情報伝達方法・手段・内容
(1) 伝達方法
指導船
各部会
代表船また
は副代理船
各漁船
【海上】
(2) 伝達手段
(3) 伝達内容
・携帯電話、固定電話、直接伝達
○漁船の沖出し、近傍の沿岸や安全な高台等への避難に関すること
○港内に注射中の車両の移動に関すること
○沖合や安全な高台等への待機継続、帰港や帰宅に関すること
○陸上の状況に関すること
【陸上】
【海上】 （漁協）・漁業無線、携帯電話
（動力船）・漁業無線、船内電話、携帯電話
（船外機船）・携帯電話、赤旗 ※漁業無線、船内電話なし
※携帯電話は使用不可の場合が有り
動力船
動力船 船外機船
家族
地域
(4) 情報伝達・
取得時の留意点
○携帯電話が通じない
○停電でテレビなどが使用できない
○サイレン等の設備がほとんどない、聞き取れない
○夜間・休日・就寝時の情報取得の遅れ
○携帯電話が通じても操業中で気づかない
○メールの自動配信が届かない、遅れる など
！
情報伝達
取得不可
.
情報伝達
取得方法
複数想定
・テレビ
・ラジオ
・サイレン
・携帯
・メール
・無線など
６.その他のルール（案）
○大津波警報・津波警報発表中の操業及び荷受は禁止。
○長時間の沖合待機の可能性があるため、飲料水等の必要な非常持ち出し品を各自で事前に準備。
○こんぶ船（船外機船）は情報をとりにくいので、情報を取得した組合員は他の組合員へ情報を伝達。
※アマチュア
無線の活用
※連絡網は
別途整理
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(2) 漁船の避難ルールの作成 
漁民 WG において，漁民の津波沖出し行動の適正化について検討し，漁民の総意を
得て何らかの形にすることは，漁民 WG で得られた知識を漁民全体へ伝え，さらに次
世代に残すことに大きく貢献するものといえる．そのため，漁民 WG で作成した“漁
船の避難ルール”はリーフレットとしてとりまとめ，落石漁協に所属する漁民全員に
配布している．根室市落石地区においては，漁民の代表 12 名からなる漁民ワーキング
が中心となって漁船の避難ルールを作成した（図 3-14）．具体的には，地震発生時の
漁民の滞在場所（陸上・海上），漁業の種類，漁船の種類（動力船・船外機船）に応じ
て，津波警報発表時にどのような行動をとるのかをとりまとめている．特に，陸上滞
在時の漁船の避難ルールについては，漁港での津波到達までの残り時間に応じて漁船
の沖出し可否を判断できる基準を津波警報発表区分毎に明示している．なお，この基
準は，筆者らが理解を促した津波現象や津波情報の不確実性を踏まえて，ある程度の
時間的な余裕をとり，漁民自身で主体的に決めたものである． 
表 3-3 漁民 WG における段階的な目標と各段階のリスク・コミュニケーションの内容 
段階的な目標 各段階のリスク・コミュニケーションの内容 
■想定津波，津波現象や津波情報の不確実性，漁船の沖出し状況やその
際の心理特性への理解を促す 
Phase1： 
津波災害リスクへの理
解を促す ・当該地域で想定される津波への理解 
・津波現象やそのメカニズムに対する理解 
・津波現象の不確実性とそれ故の津波情報の不確実性への理解 
・津波情報リテラシーが極めて重要であることへの理解 
・漁船の沖出しによるリスクへの理解 
・漁船の沖出しに対する対策の実施状況への理解 
・漁船の沖出し状況やその際の心理特性によるリスクへの理解 
■漁船の沖出しに対する主体的な検討と対応の必要性への理解を促すPhase2： 
対策の実行への主体性
を促す 
・津波現象が不確実性を有するが故の行政対応の限界への理解 
・漁船の沖出しが他人に委ねられるべき問題でないことへの理解 
・漁船の沖出しへの主体的態度に基づく検討の必要性への理解 
■具体的な漁民の津波沖出し行動の検討を促す Phase3： 
対策の実行を促す ・避難海域への理解と検討 
・漁業や漁船の種類及び滞在場所に応じた避難ルールの検討 
・漁船の避難信号の検討 
・情報伝達体制の検討 
■今後の継続的な対策実施を促す Phase4： 
対策の継続を促す ・漁民が得た知識や構築した体制を地域の災害文化として漁民以外の
住民や次世代に継承することへの理解 
・漁船の避難ルールに関するリーフレットの作成・配布 
・漁民全体への周知と総意の確認 
・漁民以外（漁民の家族や地域住民）への周知と波及 
・漁船の沖出し訓練（所要時間と課題の把握）や現地調査（漁船の避難
信号やサイレン等設置の模索）等の実施 
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(3)漁船の沖出し訓練の実施 
如何に漁船の避難ルールをというものを残したとしても，時間の経過とともにその
意識も風化してしまう可能性が高い．漁民 WG では，主体的な態度を促すコミュニケ
ーションの結果として，漁民からの提案により漁船避難の実態調査（漁船の沖出し訓
練）を行った．この実態調査では，漁港までの移動，出港準備から避難海域に至るま
での所要時間を把握するとともに，漁船の沖出しに当たって留意すべき課題を抽出す
るために行ったものである．今後も漁民の総意に基づき作成した“漁船の避難ルール”
に基づき，代表船から各漁船への情報伝達，避難海域までの漁船の沖出しを行う「漁
船の沖出し訓練」の実施を促している． 
 
3-8 結語 
 
本章では，漁民の津波沖出し行動の適正化に向けた段階的な目標を設定した上で，
根室市落石地区の漁民を対象に実践した取り組みを踏まえて，取り組みを実践してい
く中で生じる漁民と研究者などの専門家との間で行われるリスク・コミュニケーショ
ンの重要性に着目し，そのコミュニケーション・プロセスの構築を試みた．その詳細
は表 3-3 に示す通りである． 
この漁民とのリスク・コミュニケーションでは，①津波災害リスクへの理解を促す，
②対策の実行への主体性を促す，③対策の実行を促す，④対策の継続を促す，4 段階
のプロセスを経て，漁民が主体的に津波襲来危険時の漁船の沖出し対策を検討し，そ
の対策を継続することが重要と考えられる．①の津波災害リスクへの理解を促す段階
では，当該地域で今後想定される津波への理解を促し，津波現象やそのメカニズムへ
の理解を促すとともに，津波現象や津波情報の不確実性への理解を促し，津波情報リ
テラシーが極めて重要であることへの理解を促す．さらに，漁船の沖出しが非常に危
険な行動であることへの理解を強く促した上で，漁船の沖出し状況やその際の心理特
性への理解を促し，漁船の沖出し問題が漁船と漁民自身の命に関わる極めて重大な問
題であることへの理解を促す．②の対策の実行への主体性を促す段階では，現状にお
いて漁民自身が少なからず行政依存状態であることを指摘した上で，行政対応の限界
やそもそも漁船の沖出し問題が行政等の他者へ委ねられるべき問題でないことへの理
解を促し，漁民の主体的な態度に基づく検討と対応の必要性への理解を促す．③の対
策の実行を促す段階では，漁民の適切な津波沖出し行動を促す具体的な対策として，
安全な避難海域への理解と検討を促し，漁業や漁船の種類及び漁民の滞在場所に応じ
た漁船の避難ルールの検討を促す．さらに，漁民の適切な津波沖出し行動を支援する
対策として，漁船の避難信号や情報伝達体制等の検討を促す．④の対策の継続を促す
段階では，③で検討した漁船の避難ルールについて，その地域における継続的な実施
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を実現するため，リーフレットの作成と配布を促し，漁民 WG 以外の漁民への周知と
総意の確認を促すとともに，漁民以外の住民（漁民の家族やそれ以外の地域住民）へ
の周知と波及を促し，継続的な漁船の沖出し訓練の実施を促すプロセスを構築した． 
このように構築したコミュニケーション・プロセスは，漁民の津波沖出し行動の適
正化に関する対策を当該地域に根付かせるために必要なコミュニケーションの枠組み
であり，各段階で検討すべき内容は対象地域の自然・社会条件によって異なることが
想定される．そのため，情報の送り手は，受け手である漁民とのやり取りの中で，そ
の地域に必要なことやできることを常に考え，漁民に情報を提示していくことが求め
られる．しかし，対策の実施と継続を促す段階においては，地域全体に災害文化とし
て永続的に醸成するよう，漁民が送り手，受け手の双方の役割を担うような仕組み，
すなわち，漁民が漁民以外の地域住民とのコミュニケーション・チャンネルとしての
役割を担い，漁民 WG 以外の漁民や漁民の家族，さらには漁民以外の地域住民へ波及さ
せることが必要不可欠といえる． 
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第 4 章 漁民の津波沖出し行動の適正化を実現するための避難ルー
ルの検討 ～北海道根室市落石地区における取り組みを事例に～ 
 
4-1 概説 
 
過去の地震をみると，津波警報発表時に多くの漁民が漁船を守るため漁船の沖出し
を行っている 1)．しかし，1983 年の日本海中部地震津波において漁船の沖出しに伴う
漁船の転覆によって 10 名の死者行方不明者が発生するなど 2)，我が国では漁船の沖出
しに伴う人的被害や漁船被害が多く発生している． 
このような背景を踏まえ，水産庁では，津波襲来時の船舶の避難行動についてガイ
ドラインを提示し，人命を第一に考え，津波警報発表時の港内漁船の沖出しを禁止し
ている 3)．しかし，最近の沖出し状況をみると，依然として多くの漁民が漁船を沖出
ししていることに加え，安全な海域へ避難していないことや津波警報解除前に帰港し
ていることなど，漁民の津波に対する知識が不十分であるが故の課題が散見された． 
このようにガイドラインと実際の対応に大きな乖離がある．これは田中・河田ら 1)
が指摘している通り，現行の漁業保険制度では，津波により漁船が被災した場合，減
価償却後の残存価値に対する保障しかされず，修理期間中の休業保障がないなど，漁
民が経済的に大きな損失を被るためと考えられる．そのため，漁民は自分の財産であ
り生活の糧である漁船を守るため，命の危険を冒してまでも漁船を沖出ししようとす
るのであろう．現状のままでは，命に危険が及ぶような大津波が襲来する場合でも，
多くの漁民が漁船の沖出しを行い，甚大な被害を受けることが容易に想像できる． 
一方，津波襲来危険時の漁船の沖出しは，漁民が営む漁業や所有する漁船の種類に
よって，求められる対応が異なることが想定される．漁業の種類をみると，底びき網
漁業，刺網漁業，定置網漁業，採貝・採藻漁業など多岐に及んでいる 4)．また，漁船
の種類をみると，無動力船，船外機船，動力船に大別され，動力船が約 9 万 9 千隻と
最も多く全体の約 53%を占め，船外機船が全体の約 44%を占めている 5)．このように，
漁業や漁船の種類が多岐にわたり，操業する海域や時間帯，漁業の方法なども異なる
ことから，各漁民が自分の営む漁業の種類や所有する漁船の種類に応じて，漁船の沖
出し可否を適切に判断し行動できる避難ルールの作成が必要不可欠といえる．  
そこで，本章では，前章で示した PHASE3・4 の対策の実行と継続を促すプロセス
に基づき，漁船避難の実態調査を実施するとともに，各漁民が漁船の沖出し可否を適
切に判断し，危険な状況下における漁船の沖出しを回避するための避難ルールを検討
する．また，漁民の滞在場所，漁業や漁船の種類に応じた具体的な避難ルールを検討
するとともに，迅速な対応を実現するための情報伝達方法の検討を行う． 
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4-2 実態調査で明らかになった漁船避難の課題 
 
4-2-1 漁船避難の実態調査の概要 
落石漁協は，落石港，浜松港，昆布盛港の 3 港を有し，動力船 107 隻，船外機船 184
隻の計 291 隻を所有している．本調査は，出港準備から避難海域までの所要時間と漁
船避難の課題把握を目的として実施した．また，本調査では，4.9t から 19t までの動
力船 24 隻が 3 港から出港し，水深 50m まで避難することとした．なお，調査に当た
っては，避難の所要時間や航行速度，航行ルートなどの詳細を把握するため，参加し
た全船に携帯用 GPS を所持させた． 
 
4-2-2 漁船避難の所要時間と明らかになった課題 
表 4-1 より，実態調査結果に基づく所要時間をみると，出港準備に 2～3 分，出港か
ら港口までの移動に 2～3 分を要し，港口から水深 50m までの移動に 18～20 分を要
した．この所要時間と GPS で計測した航行距離から漁船の航行速度を算出すると，港
内で 10 ノット，港外で 18～20 ノットとなり，港内の航行速度が港外の半分程度であ
ることを把握できた．また，本調査では，調査終了後，実態調査を踏まえた意見交換
会を実施し，漁船沖出し時の課題について検討した．その結果，漁船の沖出しに関す
る以下の課題が明らかとなった． 
・一斉に全力で出港した場合，輻輳によって後続の漁船の離岸や航行に影響する． 
・地震発生時の乗船可能人数によって，出港準備時間に大きく影響する． 
・大地震により被害が大きい場合や冬期・夜間・休日の地震の場合，漁港までの所
要時間に大きく影響する． 
・無線設備の無い漁船の情報の取得方法や伝達方法の検討が不可欠である． 
表4-1 漁船避難の実態調査結果に基づく所要時間（単位：分） 
地区 
出港 
準備 
出港から 
港口まで 
港口から 
水深30mまで
水深30mから
40mまで 
水深40mから
50mまで 
3.1 4.5 3.6 9.0 
落 石 2.4 
(3.1) (7.6) (11.2) (20.2) 
1.9 5.0 3.3 7.6 
浜 松 2.1 
(1.9) (6.9) (10.2) (17.8) 
1.5 7.3 3.5 7.7 
昆布盛 2.0 
(1.5) (8.8) (12.3) (20.0) 
※括弧内の数値は出港からの所要時間を示す． 
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本調査で得られた所要時間や航行速度と明らかになった課題を踏まえて，危険な状
況下における漁船の沖出しを回避するための避難ルールや情報伝達方法の検討を行う
必要がある．また，本調査の結果は，地震や天候等による影響のない理想状態におけ
る結果であるため，津波警報発表時における避難時間や猶予時間等の設定に当たって
は，その点に留意した検討を行う必要がある． 
 
4-3 危険な状況下における漁船の沖出しを回避するための避難ルールの検討 
 
第 3 章では，津波襲来時の漁船の沖出しが漁船と命に関わる漁民自身の重大な問題
であり，漁船の沖出し判断が他者に委ねられるべき問題ではないため，漁民自身で主
体的に検討し，危険な状況下における漁船の沖出しを回避するための避難ルールの構
築が必要であることを述べた． 
そこで，漁民 WG の検討では，まず津波知識の根拠となる津波シミュレーションを
提示し，時々刻々と変化する現象や沿岸地形によって局所的に津波高さが高くなる状
況から津波現象の不確実性について説明し，漁民自身で検討する必要性を確認した． 
本取り組みでは，漁民 WG で計 8 回の検討を行い，漁民の津波現象や津波情報の不
確実性に関する知識を付与し，ガイドラインの漁船避難に関する考え方を提示しなが
ら，危険な状況下における漁船の沖出しを回避するための避難ルールや迅速な対応を
実現するための情報伝達方法の検討を進めた．以下にその内容について述べる． 
 
4-3-1 危険な状況を回避するための避難ルールの検討 
(1) 安全な漁船の沖出しの実現に向けた避難海域の設定 
津波襲来時の避難海域は，漁船が操船不能となったり，津波に遭遇し転覆等の被害
に遭わない条件を満足する必要がある．ガイドラインでは，以下の 2 つを示している． 
①流速条件：津波流速によって漁船等の船舶が操船不能となる限界流速以下である
こと（船速が津波流速の 5 倍以上あれば保針可能である） 
②砕波条件：砕波が発生しない水深であること 
・孤立波の場合：h（水深）=H/0.827（波高） 
・砕波の場合：h（水深）≦2H（波高） 
・水深 25ｍ以深であれば砕波が起きないこと，津波波高が水深 7 割前後のところ
で砕波に至ること（日本海中部地震津波において砕波に遭遇した漁民の体験談
より） 
前節の調査結果と上記の流速条件と砕波条件を踏まえて避難海域を設定した．ガイ
ドラインでは，気象庁の津波予想高さに応じて避難海域を簡易的に設定する方法が示
されている 6)．しかし，漁船避難の問題が漁民自身の財産であり生活の糧である漁船
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と命にかかわる重大な問題であることから，当該地域の海底地形や地形条件を反映し
た津波シミュレーションを実施し，詳細な検討を行った． 
まず，中央防災会議で想定している地震規模を参考に気象庁の津波予想高さに応じ
た津波シミュレーションを実施し，図 4-1 の津波流速分布図を漁民に提示した．ガイ
ドラインでは，漁船の航行速度を 10 ノットと仮定し，その 5 分の 1 である 2 ノット
を操船不能となる流速条件としている 7)．しかし，漁民 WG では，落石漁協の漁船が
いずれも 15 ノット以上で航行可能であることから，港内及び港口付近では操船不能に
なった場合の岸壁や漁船同士の衝突を考慮し流速条件を 2 ノットに設定し，港外では
操船不能となっても衝突の影響が少ないことから 3 ノットに設定した．なお，砕波条
件による避難海域は，砕波に遭遇すると漁船が転覆する恐れがあることから，ガイド
ラインの基準を遵守し水深 30m 以深とした．以上より，流速条件や砕波条件と津波シ
ミュレーション結果に基づく流速分布図を活用して，津波予想高さ毎の避難海域につ
いて，津波予想高さが 1～2m の場合を水深 30m 以上，3～4m の場合を 40m 以上，6m
以上の場合を 50m 以上に設定した．但し，過去の地震における避難状況を考慮し島影
や岬の突端，狭窄部など，局所的に津波高さが高くなる恐れのある海域は除外した． 
40
落石港
昆布盛港
浜松港
流速２～３ノット未満
40
根室沖･釧路沖地震津波【津波高さ3～4m程度】
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3.0 - 4.0
4.0 - 5.0
5.0 - 6.0
6.0 - 7.0
7.0 - 8.0
8.0 - 9.0
9.0 - 10.0
10.0 -
最大流速（ﾉｯﾄ）
　　　　等水深線
凡例
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図 4-1 津波の予想高さに応じた流速分布図 
 
(2) 危険な状況下における漁船の沖出しを回避するための避難ルールの構築 
前項の避難海域に基づき，危険な状況下における漁船の沖出しを回避するための避
難ルールを検討した．漁民 WG の検討では，落石漁協における漁業の特徴等から，検
討において留意すべき事項として以下が挙げられた． 
・陸上滞在時と海上滞在時の検討が必要である． 
・陸上滞在時，津波の予想高さが 6m 以上の場合は，時間がなく命に危険を伴うた
め，漁船を沖出ししない． 
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・陸上滞在時，津波の予想高さが 4m 以下の場合は，漁船避難の実態調査に基づく
所要時間に猶予時間を加味した時間に応じて，漁船を沖出ししない． 
・海上滞在時は，動力船と船外機船で漁業の種類や操業場所が異なるため，それに
応じて検討する必要がある． 
・コンブ漁等，沿岸の浅瀬で操業している船外機船は，港に戻る時間がないため，
地震発生後すぐに漁を止め，アンカー等を切って上陸し速やかに高台に避難する． 
・島の周辺にいる場合，島へ避難する方法もある． 
・動力船によるホタテ漁は漁具の特性から切断時間を要するなど避難が困難である． 
・津波注意報発表時は，自己判断に基づき判断する． 
これらの漁民 WG での意見に基づき，危険な状況下における漁船の沖出しを回避す
るための避難ルールを検討した．避難ルールは，陸上滞在時と海上滞在時の 2 つに分
けて整理した．まず，図 4-2 に示す通り，陸上滞在時の検討に当たって，避難海域へ
の津波到達時間と避難海域までの所要時間の関係から表 4-2 に示す猶予時間を整理し
た．まず，気象庁からの津波の予想高さが 6m 以上の場合は，襲来する津波高さが高
く，避難海域への津波到達時間も早いことから，漁船を沖出ししないこととした．次
に，津波の予想高さが 4m 以下の場合は，表 4-2 に示す猶予時間に対して，津波現象
や津波情報の不確実性について漁民の理解を促し，余裕時間を漁民自身に検討させて，
表 4-3 に示す通り，出港時点での津波予想到達時刻までの残り時間に応じて，漁船を
沖出ししないこととした． 
漁港
沿岸での
津波予想
到達時刻
港口
津波
避難海域から沿岸まで
津波が進むのに要する時間
出港から港口
までの移動時間
避難海域に
津波が到達する
時刻
津波
避難海域
海域
水深
○○m
出港時刻
津波が
避難海域水深に
到達するまでに
避難すること！
●●●
漁港に信号を設置
し、避難海域まで
間に合わなければ
●信号を灯す
港口から避難海域まで
の移動時間
 
図 4-2 陸上滞在時の漁船避難の考え方 
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表 4-2 陸上滞在時における漁船避難の猶予時間 
出港から避難海域までの 
所要時間 
漁船避難 
の 
猶予時間 
 
津波 
警報 
 
 
避難 
海域 
 
避難海域 
から 
津波が 
進む時間 港口まで 避難海域 合計 計 
大津波 
3m・4m 
40m 
以深 
6分 3分 8分 11分 17分 
津波 
1m・2m 
30m 
以深 
4分 3分 5分 8分 12分 
 
表 4-3 漁船の避難ルール（陸上滞在時） 
津波警報等 予想高さ 避難海域
漁船の避難ルール 
（出港時点の残り時間） 
避難信号 
（参考） 
6m 以上 50m 以深  ■沖出ししないことが望ましい 赤 
 ①20 分（15 分）未満の場合 
  危険なので沖出ししない 
  ことが望ましい  
赤 
 ②20 分（15 分）以上  
   25 分（20 分）未満の場合，
  直ちに出港すれば， 
  避難海域まで沖出しできる  
  可能性がある  
黄 
大津波警報 
 
・ 
 
津波警報 
 
 
 
 
 
4m 
3m 
2m 
1m 
40m 以深
(30m 以深)
 
 ③25 分（20 分）以上の場合，  
  速やかに出港すれば，  
  避難海域まで安全に 
  沖出しできる可能性がある  
青 
津波注意報 0.5m － 
 ■各自判断 
  ※津波警報解除後に帰港 
   することを原則． 
黄 
次に，図 4-3 に示す通り，海上滞在時は，地震発生時に滞在していた漁場や漁船の
種類（動力船または船外機船）により，その対応が異なることが想定される．そのた
め、海上滞在時の漁船の避難ルールは，動力船と船外機船の 2 つに分けて整理した．
動力船は操業場所の水深が深いため沖合へ避難し，船外機船は操業場所の水深が浅い
ためアンカー等を切り上陸し高台へ避難か近くに島や最寄の港へ避難することとした．
なお，海上滞在時は，漁業の種類によって操業海域が異なることから，表 4-4 及び図
4-4,5 のように漁業の種類別に避難ルールを整理した． 
なお，避難ルールをとりまとめるまでの取り組み内容の詳細については，第 3 章を
参照されたい． 
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漁港
沿岸での
津波予想
到達時刻
漁場
津波
避難海域から沿岸まで
津波が進むのに要する時間
避難海域に
津波が到達する
時刻
津波
避難海域
海域
水深
○○m
出発時刻
津波が沿岸に
到達するまでに
避難すること！
津波が
避難海域水深に
到達するまでに
避難すること！
漁場から帰港
までの所要時間
漁場から避難海域まで
の移動時間
漁港から避難場所
までの移動時間
帰港作業時間
 
図 4-3 海上滞在時の漁船避難の考え方 
表 4-4 漁船の避難ルール（海上滞在時） 
 
津波警報等 予想高さ 
避難海域
動力船の避難ルール 船外機船の避難ルール
6m 以上 50m 以深
大津波警報 
 
・ 
 
津波警報 
 
 
 
 
 
 
 
4m 
3m 
2m 
1m 
40m 以深
(30m 以深)
 
・避難海域より浅いと
ころにいる場合は，直
ちに全速力で沖合へ
避難することが望ま
しい 
 
・ただし，港内や港口
付近など，明らかに港
に戻った方が早い場
合は，直ちに港へ避難
することが望ましい 
・操業中に津波情報を聞
いたら，アンカー等を
切って，直ちに避難す
ること 
・港に近い沖合の船は，
速やかに帰港すること
・港が遠い沖合の船は，
陸に乗り上げて避難す
ること 
・島の周辺にいる船は，
島へ上がっても良い 
・陸上に上がったら，高
台等の安全な高い場所
へ避難すること 
・なお港内で係留中  
または作業中の船は，
沖出ししないこと 
津波注意報 0.5m － 
 ■各自判断 
  ※津波警報解除後に帰港することを原則．
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落石港
浜松港
昆布盛港
長節
外浜三里浜フレシマ
初田牛
ガッカラ
浜
ウニ移植(6月)
ウニ漁(12月)
ウニ移植(6月)
ウニ漁(12月)
水深40m
以深
ホッキ漁(4～5月)
各種刺し網漁
（通年）
沖合いへ避難
沖合いへ避難
40m以深で操業
タコかご漁，毛がに漁，
サケ・マス流し網漁，サ
ンマ流し網漁，メジカ延
縄漁等
ハナサキガニ漁
(5～9月)
ヒトデ駆除(6月)
 
図 4-4 海上滞在時の避難ルール（動力船） 
落石港
浜松港
昆布盛港
長節
外浜三里浜フレシマ
初田牛
昆布
(6～10月)
昆布(10月)
昆布(6～8月)
昆布( 7～8月)
ツブ漁
(4～5月・9～12月)
昆布(6月・9月)
ガッカラ浜
アンカー等を切り
直ちに上陸し高台へ
アンカー等を切り
直ちに上陸し高台へ
昆布(6月・10月)
昆布
(7～8月)
島へ上陸
し高台へ
 
図4-5 海上滞在時の避難ルール（船外機船） 
 
4-3-2 漁船避難の判断支援システムの構築  
漁船の避難ルールが構築されても運用方法が確立されなければ，危険な状況下にお
ける漁船避難を回避することはできない．津波襲来時の漁船の沖出しが，漁民の財産
であり生活の糧である漁船と命に関わる重大な問題であるため，人為的な操作によら
ない避難ルールの運用が望まれる．また，落石漁協による運用を考えた場合，夜間・
休日に対応ができないなどの課題がある．これらを考慮すると，極力人為的な操作に
依らない自動制御による一連のシステム構築が不可欠と言える． 
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そこで，本章では，検討した避難ルールのうち，陸上滞在時の危険な状況下におけ
る漁船避難を回避する方策として，図 4-2 に示すような避難ルールと連動した自動制
御による信号を漁港等に設置し，出港前に漁民が漁船避難の可否を判断できるシステ
ムの構築を進めることとした． 
 
4-3-3 迅速な行動を実現するため情報伝達方法の検討  
津波襲来危険時の漁船の沖出しにおいて，迅速な対応を実現するためには，情報伝
達方法の検討が不可欠である．そこで，漁民 WG では，検討に当たって留意すべき事
項として以下を整理した．  
・海上では漁業無線の活用が有効である． 
・船外機船のほとんどに無線設備がない． 
・通常の場合，携帯電話を使用している． 
・大地震の場合，携帯電話の輻輳が想定される． 
・携帯電話が通じても操業中は気付かない場合がある． 
・沖合では場所によって携帯電話が通じない． 
・沿岸に情報伝達設備がほとんどない． 
・防災無線やサイレンは風向きによって聞こえない． 
・漁業の種類や操業場所，動力船や船外機船に応じた情報伝達方法の検討が必要で
ある． 
・夜間，休日，就寝時の情報取得が懸念される． 
・停電でテレビや電話が使用できない恐れがある． 
・船外機漁で使用している赤旗が有効である． 
漁民 WG での意見に基づき，迅速な対応の実現に向けた情報伝達方法を検討した．
海上滞在時の情報伝達は，田中・河田ら 1)も指摘しているように，漁業無線の活用が
有効である．しかし，落石漁協では船外機船のほとんどに無線設備が無いため，無線
設備のない漁船の情報伝達方法の検討が不可欠である．現状では，海上滞在時に携帯
電話が使用されているが，大きな地震を伴う場合は，携帯電話の輻輳が想定されるた
め，情報伝達方法として複数の手段を想定する必要がある．また，漁民 WG での意見
から，無線設備のない漁船の情報伝達に有効な方法の一つとして，船外機船で日常の
合図に使用している「赤旗」の活用が考えられる．さらにアドレス登録が不要な広域
メール配信の活用や沿岸にサイレン等の情報設備がないため新設するなど，複数の情
報手段の想定した．なお，陸上滞在時の情報伝達方法は，漁業無線と「赤旗」を除い
て海上滞在時とほぼ同様である．また，情報伝達体制の整備に当たっては，海上操業
時の漁民の命を守る観点において，行政との協力体制の構築が不可欠といえる． 
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4-4 結語 
 
本章では，漁船の沖出し問題が漁民の生活の糧である漁船と命に関わる漁民自身の重大
な問題であることを念頭に置き，漁民の主体的態度の形成を促し，具体的な対策の実
行と継続を促すコミュニケーション・プロセスに基づき，以下を実施した． 
 
(1) 陸上滞在時に津波の予想高さが 6m 以上の場合は漁船を沖出ししないなど，危険
な状況下における漁船の沖出しを回避するための避難ルールを構築した． 
(2) 無線設備がない漁船に有効な情報伝達方法として「赤旗」を採用した． 
(3) 陸上滞在時に危険な状況下における漁船の沖出しを回避する方法として，避難ル
ールと連動した自動制御による信号の設置と一連のシステム構築を進めることと
した． 
(4) 上記の検討を通じて，漁民の津波に対する正しい理解を促進し，不確実性を有す
る津波現象とそれ故に不確実な津波情報を活用して自己の判断に基づき行動する
必要性を漁民自身が理解した． 
 
本章では，漁民代表からなる WG の検討を通じて，漁船の沖出しに関する避難ルー
ルや情報伝達方法の検討を行った．今後は，検討した避難ルールを漁民全体へ周知す
るとともに，実際の運用や漁船避難の判断支援システムの整備に向けて，落石漁協を
はじめとする根室地域の関係機関との調整を図るなど，漁船の沖出しに関する一連の
システム構築が不可欠であり，ルール策定効果の検証が必要と考えている． 
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第 5 章 漁民の津波沖出し行動に関するルール策定効果の検証 
～2010 年チリ地震津波時・2011 年東北地方太平洋沖地震津波時における
北海道根室市落石地区の対応を事例に～ 
 
5-1 概説 
 
津波襲来危険時には，漁船の被害軽減を目的として，多くの漁民が漁船を沖出しす
ることが知られている 1)．しかし，1983 年の日本海中部地震や 1993 年の北海道南西
沖地震など，過去の津波襲来時において，沖出しの途中で多くの漁民が被災している
2)．そのため，水産庁では，津波襲来危険時の船舶の避難行動についてガイドラインを
提示している 3)．このガイドラインでは，人命を第一に考え，津波警報発表時に港内
にいる漁船の沖出しを禁止している．このような漁船の沖出し問題については，行政
の定めた基準と漁民が抱える現実的な問題の間で，どのような検討を行うべきなのか，
その是非を見直す必要があると考えられる．このように，漁民の津波沖出し行動は，
漁民の生活の糧である漁船と命に関わる重大な問題である．そのため，津波襲来危険
時に，漁民の安全が確保される範囲において，漁民が自主的に漁船の沖出し可否を適
切に判断し，可能な限り沖出しができるように，現実的な対応方針の検討が不可欠で
ある． 
このような認識の下，筆者らは，北海道根室市落石地区を対象に，漁民の津波沖出
し行動を適正化する取り組みを通じて，その家族や取り組みに直接参加していない漁
民を巻き込んだ地域全体の防災力を向上させることを目的とした「津波災害に強い漁
業地域の安全・安心プロジェクト」を実施している．このプロジェクトは，直接コミ
ュニケーションをとることが可能な漁民を通じて，それ以外の住民に対して，何らか
の防災上の効果を期待するという，コミュニケーション・チャンネルの開拓を試みた
取り組みである．この取り組みでは，漁民の主体的な態度を促すリスク・コミュニケ
ーションを通じて，“地震の揺れが小さければ津波は来ない”，“沿岸から離れていれば
水深が浅くても安全である”，“島影では津波は低くなる”，など，漁民の津波に対する
間違った知識を是正しつつ，津波襲来危険時に漁民が漁船の沖出し可否を適切に判断
し行動できる具体的な対応策として，漁民自身で受け入れ可能な避難ルールを検討し
てきた． 
このような中，2010 年 2 月 27 日 15 時 34 分頃，チリ中部沿岸を震源とするマグニ
チュード 8.8 の地震が発生した（以下，チリ地震津波）．この地震は，震源が遠地のた
め，地震の揺れはなく，津波警報発表から津波到達までの時間に余裕があり，甚大な
被害が及ぶような津波は襲来しなかった 4)． 
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さらに，2011 年 3 月 11 日 14 時 46 分頃，東北地方太平洋沖を震源として，わが国
の地震観測史上最大規模となるマグニチュード 9.0 の巨大地震が発生した（以下，東
北地方太平洋沖地震津波）．この地震では，場所によって地震発生後まもなく第 1 波が
到達するとともに，想定を超える大津波が襲来し 5)，日本の沿岸各地で 2 万 9 千隻に
及ぶ漁船が被災した．特に岩手県と宮城県では，大津波の襲来により，県内の漁船が
ほぼ壊滅的な被害を受けた 6)．一方，このように甚大な被害をもたらした地震におい
ても，多くの漁民が漁船の沖出しを行っていることが確認されている 7)．その事例を
みると，岩手県大船渡市のように，迅速な行動で沖出しに成功したケースや陸上に避
難し難を逃れたケースがある一方で，宮城県山元町のように，安全海域までの距離が
長く沖出しの途中に引き潮の影響で身動きが取れなくなり命を落としたケースが確認
されるなど，沖出し行動の実態は多様であったことが，地元漁民の証言から明らかに
なっている 8)．このような事例を踏まえ，今後の漁民の津波沖出し行動においては，
地震発生からの津波到達時間，安全海域までの距離や所要時間，地震発生時の漁民の
滞在場所や所有する漁船の特性など，様々な津波や状況に応じて，各地域で各漁民が
漁船の沖出し可否を適切に判断できるよう，事前に避難ルールを策定し，その策定効
果を検証することが必要といえる． 
また，2011 年の東北地方太平洋沖地震では，揺れが大きく長く継続し，2010 年チ
リ地震津波に比べ，地震発生から比較的短時間で想定を超える大津波が襲来した．さ
らに，気象庁からの情報をみると，当初発表された地震の規模や津波の予想高さは実
際を大きく下回り，津波の予想高さが段階的に引き上げられ，津波警報が長時間にわ
たって継続するなど，漁船の沖出し可否を判断する上で留意すべき特徴を有していた．
そのため，このような特徴を有する地震においても，漁民が適切な沖出し行動をとる
ことができたか否か，その検証が不可欠といえる． 
そこで，本章では，津波の特徴が異なる遠地津波である 2010 年チリ地震津波襲来
時と近地津波である 2011 年の東北地方太平洋沖襲来時の，北海道太平洋沿岸の漁協と
根室市落石地区の漁民における津波沖出し行動を把握することで，“漁船の避難ルー
ル”の策定効果を検証する．そして，その検証結果から，漁民の津波沖出し行動の適
正化を通じた取り組みの効果として，漁民を防災に対して興味・関心のない住民との
コミュニケーション・チャンネルと位置付けた場合の地域への波及効果について，漁
民とその家族の対応行動から確認する． 
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5-2 落石地区におけるチリ地震津波と東北地方太平洋沖地震津波の概要 
 
5-2-1 調査の概要 
(1) チリ地震津波における調査の概要 
2010 年のチリ地震津波襲来時に行われた漁船の津波沖出し行動の実態を把握する
ため，2010 年 6 月に，落石漁協に所属する組合員 166 名を対象に調査（落石漁民アン
ケート）を実施した．調査概要は，表 5-1 に示す通りである．この調査では，当日の
漁民の対応行動を詳細に把握するため，津波警報発表時の滞在場所によって“海上で
操業していた漁民”，“陸上に滞在し漁船を沖出しした漁民”，“上架のため漁船を沖出
しできなかった漁民”の 3 パターンを想定し，それらに応じた 3 種類の調査票を作成
した．なお，配布・回収は落石漁協の協力を得て行い，回収率は約 92%（配布：166
人／回収：153 人）であった．本調査では，津波警報発表から津波注意報解除までの
漁民とその家族が行った対応を詳細に把握することを目的とした．そのため，調査票
は，漁民の沖出し行動とその意思決定に影響を与えたと思われる要因（津波襲来や漁
船損壊の可能性意識，自分の命の危険性意識，沖合待機時の意識など）に加えて，沖
出しできなかった漁民や家族の避難対応，津波情報や漁協の対応に対する意識，津波
に対する知識や意識に関する項目により構成されている． 
 
(2) 東北地方太平洋沖地震津波における調査の概要 
2011 年の東北地方太平洋沖地震津波襲来時の落石漁協における避難ルールの策定
効果を検証するため，2 つのアンケート調査を実施した．調査概要は，表 5-1 に示す
通りである． 
一つは，各漁協の沖出し状況を把握するため，2011 年 6 月に，北海道太平洋沿岸で
大津波警報が発表された漁協を対象に調査（漁協アンケート）を実施した．配布・回
収は郵送により行い，回収率は約 67%（配布：41 組合／回収：27 組合）であった．
調査票は，漁船の係留や沖出し，被害の状況などに関する項目により構成されている． 
もう一つは，津波襲来危険時における漁船の津波沖出し行動の実態やルール遵守の
阻害要因を把握するため，2011 年 6 月に，落石漁協組合員を対象に調査（落石漁民ア
ンケート）を実施した．配布・回収は落石漁協の協力により行い，回収率は約 98%（配
布：175 人／回収：171 人）であった．落石漁民アンケートでは，当日の対応行動を
詳細に把握するため，“漁船を沖出しした漁民”と“陸上へ上架していたため漁船を
沖出しできなかった漁民”の 2 つに分けて調査票を作成した．調査票は，漁船を沖出
しした海域の水深，沖出しや帰港のタイミングなどの漁民の沖出し行動に加えて，沖
合待機中の連絡状況や意識などに関する項目により構成されている． 
 
79 
表 5-1 アンケート調査の概要 
 2010 年チリ地震津波 2011 年東北地方太平洋沖地震津波 
調 査 名 
落石 
漁民アンケート 
漁協 
アンケート 
落石 
漁民アンケート 
実施時期 2010 年 6 月 2011 年 6 月 2011 年 6 月 
調査対象 
根室市落石漁協 
の組合員 
北海道太平洋沿岸に
位置する漁協 
根室市落石漁協 
の組合員 
配布方法 
落石漁協を経由した
訪問配布 
郵送配布 
落石漁協を経由した
訪問配布 
回収方法 
落石漁協を経由した
訪問回収 
郵送回収 
落石漁協を経由した
訪問回収 
配 布 数 166 票 41 票 175 票 
回 収 数 
153 票 
(回収率 92.2%) 
27 票 
(回収率 65.9%) 
171 票 
(回収率 97.7%) 
 
5-2-2 地震津波の概要 
(1) チリ地震津波の概要 
2010 年 2 月 27 日 15 時 34 分頃，チリ中部沿岸を震源とするマグニチュード 8.8 の
地震が発生した 4)．この地震では震源が遠地だったため，地震のゆれがない中，地震
発生から 21 時間以上の時間を経て，日本の沿岸に津波が到達した．我が国では，2 月
28 日 12 時 43 分頃，南鳥島に第 1 波到達後，沿岸各地に津波が繰返し襲来し，各地の
検潮所では，須崎港・久慈港で 1.2m，根室花咲港で 1.0m の最大波を観測した 9)．こ
のチリ地震津波では，津波警報が発表され，高いところで 2～3m 程度の大きな津波が
襲来し，養殖施設等の物的被害は生じたものの，幸いにも人的被害は発生しなかった．
しかし，地震のゆれを伴わず津波警報が発表された 2010 年のチリ地震津波は，日本
の沿岸各地に甚大な被害を及ぼした 1960 年のチリ沖地震津波と同様に，人的被害が
生じるような津波襲来の危険があったといえる．なお，チリ地震津波は，津波到達ま
でに十分な時間があったため，安全に漁船の沖出しが可能な状況であれば沖出しを行
った方が望ましい津波であったと考えられる． 
 
(2) 東北地方太平洋沖地震津波の概要 
2011 年 3 月 11 日 14 時 46 分頃，東北地方太平洋沖を震源とするマグニチュード 9.0
の巨大地震が発生した．この地震では揺れが長く続き，岩手県宮古市で最大遡上高
40.5m を観測するなど 10)11)，想定を超える大津波が襲来した．一方，落石地区が位置
する北海道太平洋沿岸東部では，根室市で震度 1～2 と小さかったが，根室市花咲港で
は地震発生から約 48 分後の 15 時 34 分頃に微弱の第 1 波が到達し，約 71 分後の 15
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時 57 分頃に 2.8m の最大波が観測された．なお，漁協アンケートの対象地域である北
海道太平洋沿岸中部では震度 3～4 程度であったが，えりも町庶野で地震発生から約
32 分後の 15 時 18 分頃に 0.1m の第 1 波が到達し，約 58 分後の 15 時 44 分頃に 3.5m
の最大波が観測された．また，北海道太平洋沿岸西部では同じ震度 3～4 程度であった
が，函館で地震発生から約 85 分後の 16 時 11 分頃に 1.9m の第 1 波が到達し，約 248
分後の 18 時 54 分頃に 2.8m の最大波が観測された． 
ここで，表 5-2 に北海道太平洋沿岸に位置する根室市落石地区における 2010 年の
チリ地震津波と 2011 年の東北地方太平洋沖地震津波の概要を示す．両者を比べると，
後者の方が津波情報発表から津波到達予想時刻までのリードタイムが 41 分と短く，津
波の高さにおいても，後者の方が予想される津波の高さが 6m と大きく，実際に到達
した津波の高さも 2.8m と大きいことが確認できる．既往の調査より，津波の高さと
漁船の被害の関係をみると，津波の高さが 2m を超えると漁船の被害が急激に増加す
ることが確認されている 12)．以上より，2010 年のチリ地震津波に比べて，2011 年の
東北地方太平洋沖地震津波の方が，港内の漁船を沖出ししなかった場合に大きな被害
を及ぼす恐れがある地震であったといえる． 
 
表 5-2 2010 年チリ地震津波と 2011 年東北地方太平洋沖地震津波の概要 4)5) 
地 震
項 目 
2010 年 
チリ地震津波 
2011 年 
東北地方太平洋沖地震津波
地 震 発生日時 
2 月 27 日 
15 時 34 分頃 
3 月 11 日 
14 時 46 分頃 
 震源の位置 チリ中部沿岸 三陸沖 
 規模（マグニチュード） 8.6 9.0※1 
 震度（根室市） なし 1～2 
津波情報 発表日時（第 1 報） 
2 月 28 日 
9 時 33 分頃 
3 月 11 日 
14 時 49 分頃 
 津波到達予想時刻 
（北海道太平洋沿岸東部）
2 月 28 日 
13 時 00 分頃 
3 月 11 日 
15 時 30 分頃 
 発表から津波到達予想時刻
までの時間（リードタイム）
3 時間 27 分 41 分 
 津波警報の種類 
（北海道太平洋沿岸東部）
津波警報（津波） 津波警報（大津波） 
 予想される津波の高さ 
（北海道太平洋沿岸東部）
2m 6m※2 
 到達した津波の高さ 
（北海道根室市花咲港） 
第 1 波：0.3m（13:47）
最大波：1.0m（19:27）
第 1 波：微弱（15:34） 
最大波：2.8m（15:57） 
※1.2011 年東北地方太平洋沖地震の規模は，モーメントマグニチュードを示す． 
※2.2011 年東北地方太平洋沖地震の予想される津波の高さは，最終的に発表された高さを示す． 
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5-2-3 情報伝達の概要 
北海道沿岸における津波警報等の発表状況と北海道太平洋沿岸東部に位置する根室
市落石地区における情報伝達の状況について，図 5-1 と表 5-3 に 2010 年のチリ地震
津波の概要を，図 5-2 と表 5-4 に 2011 年の東北地方太平洋沖地震津波の概要を示す． 
 
(1) チリ地震津波における情報伝達の概要 
表 5-3 より，2010 年のチリ地震津波では，地震発生後数分で発表される震源が近地
の地震に比べて遅く，地震発生から約 18 時間後の 2 月 28 日 9 時 33 分頃に，気象庁
から津波警報が発表された．当該地域の津波警報では，津波の予想高さ 2m，予想到達
時刻 2 月 28 日 13 時 00 分頃，満潮時刻 2 月 28 日 14 時 38 分頃と発表された．また，
この津波情報を受けて，根室市では 9 時 40 分に避難指示を発令し，防災行政無線や広
報車などを通じて避難情報が根室市民に伝達された．その後，津波の予想到達時刻よ
り 1 時間程度遅れた 13 時 47 分頃，第 1 波が根室花咲港に到達し，そのことが 14 時 7
分頃に気象庁より発表された．さらに，15 時 47 分頃に根室花咲港へ 0.9m の津波が到
達し，そのことが 16 時 5 分頃に気象庁より発表されるとともに，根室花咲港の冠水の
様子がテレビで報道された．なお，落石港においてもほぼ同じ時間帯に，港内の冠水
が観測されている．その後，津波は繰返し襲来し，19 時 27 分頃に 18 時 23 分頃の 1.0m
の最大波到達が発表され，3 月 1 日 1 時 7 分頃に津波警報の解除，8 時 40 分頃に津波
注意報の解除が，それぞれ気象庁より発表された．この間，落石漁協では，津波警報
発表後の 2 月 28 日 11 時頃に操業中の漁船への待機指示と，港内に係留中の漁船に水
深 50m 以深への避難指示を行った．そして，潮位の干満を踏まえて 19 時 15 分頃に待
機中の漁船へ帰港指示を行うなど，漁民への適切な情報伝達を行っていた． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5-1 北海道沿岸における津波警報の発表状況（2010 年チリ地震津波）4) 
（気象庁ＨＰ津波予報区の図に追記） 
津波注意報
0.5m
根室市落石地区
津波情報
無し
大津波警報
２ｍ
(9時33分）
大津波警報
２ｍ
(9時33分）
大津波警報
１ｍ
(9時33分）
えりも町庶野
函館市
津波注意報
0.5m
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表 5-3 根室市落石地区における情報伝達・津波到達の概要 4) 
（2010 年チリ地震津波） 
番号 発表日時 災害情報・避難情報 
① 2/28  9:33 頃 津波警報（津波） 
② 2/28  9:35 頃 予想高さ・到達時刻（2m，13:00） 
③ 2/28  9:37 頃 満潮時刻（14:38） 
④ 2/28  9:40 頃 避難指示発令（根室市）※1 
2/28 11:00 頃 操業船の待機指示（落石漁協） 
⑤ 
2/28 11:00 頃 50m 以深への避難指示（落石漁協） 
⑥ 2/28 14:07 頃  第 1 波到達（13:47）※2 
⑦ 2/28 16:05 頃 最大波（0.9m）到達①（15:48） 
⑧ 2/28 19:15 頃 待機船への帰港指示（落石漁協） 
⑨ 2/28 19:27 頃 最大波（1.0m）到達②（18:23） 
⑩ 3/1   1:07 頃 津波警報解除⇒津波注意報へ移行 
⑪ 3/1   1:07 頃 避難指示解除（根室市） 
⑫ 3/1   8:40 頃 津波注意報解除 
※1．避難指示発令 3,363 世帯 8,840 人． 
※2．その後，繰返し襲来． 
 
(2) 東北地方太平洋沖地震津波の概要 
表 5-4 より，2011 年の東北地方太平洋沖地震津波では，地震発生から 3 分後の 3 月
11 日 14 時 49 分頃に，気象庁から津波注意報が発表され，その後，津波注意報 0.5m
から大津波警報 6m に至るまで，予想津波高さが段階的に引き上げられたことがわか
る．しかし，地震発生 3 分後の第一報では，「予想高さ 0.5m，津波到達は約 40 分後」
と発表されたため，前章に示した漁船の避難ルールに従うならば，漁船の沖出しを行
っても良い津波であった．そのため，この地震では，漁船と後背地の被害軽減を考え
ると，可能であれば漁船を沖出しすべき状況であったといえる．また，大津波警報の
解除まで約 23 時間，津波警報解除まで約 30 時間と，長時間にわたって津波警報が発
表され続けていた点もこの地震における津波警報の特徴といえる．なお，図 5-2 に示
す通り，漁協アンケートの対象地域である北海道太平洋沿岸中部では「予想高さ 8m，
津波到達は約 40 分後」，北海道太平洋沿岸西部では「予想高さ 6m，津波到達は約 50
分後」の大津波警報が発表された．特に，北海道太平洋沿岸中部では，地震発生 3 分
後の第一報で東部・西部の津波注意報と異なる「予想高さ 1m，津波到達は約 40 分後」
の津波警報が発表された．この間，落石漁協では，地震発生すぐに，港内に係留中の
漁船に水深 50m 以深への避難指示を行っていた． 
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図 5-2 北海道沿岸における津波警報の発表状況（2011 年東北地方太平洋沖地震津波）5) 
（気象庁ＨＰ津波予報区の図に追記） 
 
表 5-4 落石地区における情報伝達・津波到達の概要 5) 
（2011 年東北地方太平洋沖地震津波） 
番号 日時 地震・津波情報，避難情報 
① 3/11 14:46 頃 地震発生 
② 3/11 14:49 頃 津波注意報（0.5m，到達時刻 15:30） 
③ 3/11 14:53 頃 地震情報（Ｍ7.9，震度：根室 1,2) 
④ 3/11 15:14 頃 
津波警報（1m，到達時刻 15:30） 
避難勧告発令（根室市）※1 
⑤ 3/11 15:30 頃 
大津波警報（3m，既に到達と推測） 
避難指示発令（根室市）※1 
⑥ 3/11 15:34 頃 第 1 波到達（15:49 発表）※2 
⑦ 3/11 15:57 頃 最大波到達（16:13 発表） 
⑧ 3/11 16:08 頃 大津波警報（6m，既に到達） 
⑨ 3/11 17:30 頃 地震情報（Ｍ8.8） 
⑩ 3/12 13:50 頃 大津波警報解除⇒津波警報へ移行 
⑪ 3/12 20:20 頃 
津波警報解除⇒津波注意報へ移行 
避難指示解除（根室市） 
⑫ 3/13 17:58 頃 津波注意報解除 
※1．避難勧告・指示発令 3,318 世帯 8,620 人． 
※2．その後，繰返し襲来． 
津波注意報
0.5m
根室市落石地区
津波注意報
0.5m
津波警報
１ｍ 大津波警報６ｍ
(15時30分）
大津波警報
８ｍ
(15時30分）
大津波警報
６ｍ
(15時40分）
えりも町庶野
函館市
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5-2-4 漁船被害の概要 
(1) チリ地震津波における漁船被害の概要 
前述の通り，2010 年のチリ地震津波 9)では，最大波が須崎港と久慈港で 1.2m，根
室花咲港で 1.0m 程度にとどまり，養殖施設に被害が生じたものの，漁船に甚大な被
害は及ばなかった．しかし，このチリ地震津波では，津波高さが数 10cm から 1m 程
度の津波でさえも，漁船が転覆する被害が生じたことが報告されており 9)，各地で津
波から漁船を守るために，漁民が漁船を沖出しする様子が確認されている 13)14)． 
 
(2) 東北地方太平洋沖地震津波の概要 
2011 年の東北地方太平洋沖地震津波における北海道沿岸の漁船の被害状況をみる
と，793 隻が被災したことが確認されている 6)．ここで，漁協アンケート結果より，
図 5-3 に各漁協における漁船の被災状況を，図 5-4 に各漁協における漁船の沖出し状
況を示す． 
【各漁協の漁船の被災状況】 
 
 
 
 
 
 
 
 
【港内係留船の被災状況】 【陸上上架船の被災状況】 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5-3 各漁協の漁船の被災状況 
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【各漁協の漁船の沖出し状況】 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5-4 各漁協の漁船の沖出し状況 
図 5-3 より，各漁協における漁船の被災状況をみると，津波により被害を受けた漁
協は，約 63%（17 漁協）に及んだ．そのうち，港内係留中の漁船に被害を受けたのは
約 65%（11 漁協）で，その漁船数は比較的少なかった．この要因として，予想高さ 6
ｍまたは 8m の大津波警報が発表されたが，実際に襲来したのは最大で 3.5m（えりも
町庶野）と予想よりも小さく，さらに図 5-4 に示す通り，約 96%（26 組合）の漁協で
漁船の沖出しが行われていたためと考えられる．一方，上架船が被災した漁協は，図
5-3 より約 53%（9 漁協）で，特に船外機船の被害が多かったことが確認された．そ
の中で，根室市落石漁協では，港内に係留中の漁船は全船が沖出しを行っていたため，
被害を受けなかった．さらに，上架中の漁船のうち 7 隻が被害を受けたが，落下に伴
う船底の軽微な損傷にとどまった． 
 
5-3 漁船を沖出しした漁民の対応行動とルール策定効果の検証 
 
ここでは，チリ地震津波襲来時と東北地方太平洋沖地震津波襲来時の北海道太平洋
沿岸各漁協及び根室市落石漁協における漁民の津波沖出し行動を分析する．そして，
その結果から，根室市落石漁協における漁船の避難ルール策定効果を検証する． 
 
5-3-1 漁船を沖出しした漁民の対応 
(1) チリ地震津波における漁民の沖出し状況 
落石漁民アンケート結果より，落石漁協における漁船の沖出し開始タイミングを図
5-5 に，津波警報発表時の漁船の滞在場所と漁船沖出し後の海域の水深を図 5-6 に，
沖合に待機していた漁船の帰港タイミングを図 5-7 に示す．落石漁民アンケート結果
より，チリ地震津波襲来時において港内に係留中だった漁船の沖出し状況をみると，
上架船及び無回答を除く全ての漁船（45 隻）が沖出ししていたことが確認された． 
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以下に，前章で示した漁船の避難ルールに関連する項目として，a)漁船の沖出し開
始タイミング，b)漁船沖出し後の海域の水深，c)漁船の帰港タイミングの 3 項目につ
いて，落石漁協における漁船の沖出し状況を整理する． 
 
a) 漁船の沖出し開始タイミング 
図 5-5 より，落石漁協における沖出し開始タイミングをみると，13 時の第 1 波予想
到達時刻前に約 91%（39 隻）が沖出しを行い，13 時 47 分の第 1 波到達前にはほぼ全
船が沖出ししていたことが確認された． 
 
b) 漁船沖出し後の海域の水深 
図 5-6（右上・右下）より，落石漁協における漁船沖出し後の海域の水深をみると，
無回答を除く全ての漁船（45 隻）が水深 30m 以上の海域へ沖出ししていたことが確
認された． 
 
c) 漁船の帰港タイミング漁船 
図 5-7 より，落石漁協の漁船の帰港タイミングをみると，津波警報が解除された 3
月 1 日 1 時 7 分前後まで沖合で待機していた漁船の割合は約 5％（2 隻）であったこ
とが確認された． 
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※図中の①～⑥の番号は表 5-3 の番号を示す。 
図 5-5 落石漁協における漁船の沖出しタイミング 
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図 5-6 津波警報発表時の漁船の滞在場所と上架船を除く漁船の沖出し状況 
【漁船を沖出しした漁民の帰港タイミング】
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※図中の⑥～⑪の番号は表 5-3 の番号を示す。 
図 5-7 漁船の沖出し及び帰港タイミング 
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(2) 東北地方太平洋沖地震津波における漁民の沖出し状況 
漁協アンケート結果より，各漁協に所属する漁船の沖出し開始タイミングを図 5-8
に，漁船沖出し後の海域の水深を図 5-9 に，沖合に待機していた漁船の帰港タイミン
グを図 5-10 に示す．同様に，落石漁民アンケート結果より，落石漁協における漁船の
沖出し開始タイミングを図 5-11 に，漁船沖出し後の海域の水深を図 5-12 に，沖合に
待機していた漁船の帰港タイミングを図 5-13 に示す．なお，漁協アンケート結果より，
各漁協では，地震発生時に沖合で操業中の漁船はほとんどなく港内に係留中であり，
漁船の沖出し対応にあたっては各漁協とも概ね同じ条件であったことが確認されてい
る．また，落石漁民アンケート結果より，東北地方太平洋地震発生時において港内に
係留中だった漁船（48 隻）の沖出し状況をみると，全ての漁船が沖出ししていたこと
が確認された． 
以下に，前章で示した漁船の避難ルールに関連する項目として，a)漁船の沖出し開
始タイミング，b)漁船沖出し後の海域の水深，c)漁船の帰港タイミングの 3 項目につ
いて，各漁協と落石漁協における漁船の沖出し状況を整理する． 
 
a) 漁船の沖出し開始タイミング 
図 5-8 より，各漁協の沖出し開始タイミングをみると，他の漁協では約半数の 48%
（13 組合）しか予想津波到達時刻前に沖出しを開始しておらず，残りの 52%（14 組
合）は予想津波到達時刻の 15 時 30 分以降に沖出しを開始していたことが確認された． 
一方，図 5-11 より，落石漁協における沖出し開始タイミングをみると，15 時 34 分
の第 1 波到達前に約 89%（42 隻）が沖出しを行い，15 時 57 分の最大波到達前にはほ
ぼ全船が沖出ししていたことが確認された． 
b) 漁船沖出し後の海域の水深 
図 5-9 より，各漁協における漁船沖出し後の海域の水深をみると，他の漁協では約
34％（9 組合）しか水深 50m 以上の海域へ沖出ししておらず，約 35%（9 組合）は津
波襲来時に危険が想定される水深 30m未満の浅瀬へ沖出ししていたことが確認された． 
一方，図 5-12 より，落石漁協における漁船沖出し後の海域の水深をみると，約 88%
（41 隻）が水深 50m 以上の海域へ沖出していたことが確認された． 
c) 漁船の帰港タイミング 
図 5-10 より，各漁協の帰港タイミングをみると，大津波警報が解除された 3 月 12
日 13 時 50 分前後まで沖合で待機していた漁協の割合は約 22%（6 組合）であったこ
とが確認された． 
一方，図 5-13 より，落石漁協の帰港タイミングをみると，大津波警報が解除された
3 月 12 日 13 時 50 分前後まで沖合で待機していた漁船の割合は約 56％（25 隻）であ
ったことが確認された． 
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※図中の①～⑨の番号は表 5-4 の番号を示す。 
図 5-8 各漁協における漁船の沖出し開始タイミング 
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図 5-9 各漁協における漁船沖出し時の海域の水深 
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※図中の①～⑪の番号は表 5-4 の番号を示す。 
図 5-10 各漁協における漁船の帰港タイミング 
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※図中の①～⑨の番号は表 5-4 の番号を示す。 
図 5-11 落石漁協における漁船の沖出し開始タイミング 
N=48
10%
(5)
10%
(5)
2%
(1)
30ｍ以上40ｍ未満
40ｍ以上
50ｍ未満
無回答
70ｍ以上
49%
(23)
50m以上
60m未満
27%
(13)
60m以上
70m未満
2%
(1)
 
図 5-12 落石漁協における漁船沖出し時の海域の水深 
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※図中の①～⑪の番号は表 5-4 の番号を示す。 
図 5-13 落石漁協における漁船の帰港タイミング 
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5-3-2 漁船の避難ルール策定効果の検証 
前節で示した漁船を沖出しした漁民の対応行動から，落石漁協における避難ルール
の策定効果の検証を行う．検証は，前項と同様に3項目について行った．なお，沖出し
が適切に行われたか否かを判断するためには，安全海域に到達したタイミング（沖出
し完了タイミング）が適切であったどうかを検証することが考えられる．しかし，本
節では，以下の理由により，沖出し完了タイミングではなく，沖出し開始タイミング
を遵守できたか否かを確認することから，検証を試みる． 
・漁船の沖出し可否の判断は，漁船出港時に行う必要があるため，策定した避難ルー
ルは沖出し開始タイミングについて基準を設定（前章表4-3参照）している 
・その沖出し開始タイミングは，各漁民の漁船までの移動時間や各漁船の出港準備時
間などによらず，漁民全員が共通で判断できる指標として，沖出し開始時点の津波
到達までの余裕時間を目安に設定している 
・その余裕時間については，避難ルールを遵守した場合には，津波到達前に沖出しを
完了できるよう，避難海域から沿岸までの津波到達時間，出港準備時間・出港から
港口までの移動時間・港口から避難海域までの移動時間の合計に対して，余裕を見
込み（安全側で）設定している 
・出港から港口まで，港口から避難海域までの移動時間については，津波襲来時を想
定して，全速航行をせずに行った実働訓練の際の計測値を用いている 
すなわち，避難ルール策定の際に，沖出し開始から完了までの所要時間を十分な余裕
時間をもって算定し，沖出し開始タイミングをルール化しておいたため，沖出し開始
タイミングを遵守できたか否かを検証項目とした． 
 
(1) チリ地震津波におけるルール策定効果の検証 
a) 漁船の沖出し開始タイミング 
前章の表 4-3 より，落石漁協で策定していた漁船の避難ルールでは，9 時 35 分に発
表された“予想津波高さ 2m の場合，予想津波到達時刻までの余裕時間が 15 分未満の
場合には，沖出ししないことが望ましい”としていた．つまり，気象庁より発表され
た津波情報では，予想到達時刻が 13 時であったことから，12 時 45 分以降は沖出しし
ないことが望ましかったといえる．図 5-5 より，この津波襲来危険時に避難ルールを
遵守した漁船は，12 時 45 分以前に沖出しした約 91%（39 隻）であったことが確認で
きる． 
b) 漁船沖出し後の海域の水深 
前章の表 4-3 より，落石漁協で策定していた漁船の避難ルールでは，避難海域につ
いて，9 時 35 分に発表された“予想津波高さ 2m の場合，水深 30m 以深まで”沖出し
することと定めていた．図 5-6 より，この津波襲来危険時に避難ルールを遵守した漁
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船は，無回答を除く水深 30m 以上の海域へ沖出しした全ての漁船（45 隻）であった
ことが確認できる．第 3 章で述べた通り，本取り組みを実施する以前は，津波警報発
表時に，落石漁協に所属する多くの漁民が，津波の波高が局所的に大きくなる恐れが
ある島影や岬の突端，狭窄部などに漁船を沖出ししていた．それに比べると，2010 年
チリ地震津波時における落石漁協の漁民の沖出し対応のうち，漁船沖出し後に待機し
ていた海域の水深については，大きな改善が図られたといえる． 
c) 漁船の帰港タイミング 
前章の表 4-3 より，落石漁協で策定していた漁船の避難ルールでは，帰港タイミン
グについて，“津波警報解除後に帰港すること”と定めていた．図 5-7 より，帰港タイ
ミングについて，避難ルールを遵守した漁船はほとんどいなかったことが確認できる．
聞き取り調査によると，海上で潮位の変化がなく，沿岸に襲来した津波もそれ程大き
くなかったことから，警報解除前であったが帰港したとのことであった．ここで，2010
年チリ地震津波襲来時の他地域における漁民の沖出し行動について，都司ら 14)や鈴木
15)によって報告されている．それによると，北海道の太平洋沿岸において，津波に備
えて沖に出て待機する漁船がどこの港でも見られたが，多くの漁船が 15 時から夕方ま
でに帰港していることが確認されている 14)．また，紀伊半島沿岸部においても，津波
警報発表後，津波に備えて一旦は沖出ししたものの，第 1 波の到達後に帰港したケー
スが多かったことが確認されている 15)．この結果と比較して，図 5-7 に示した落石漁
協の漁民の沖合から帰港タイミングを改めてみてみると，1 度目の最大波到達時刻
（15:48）直後においても約 82%（36 隻）の漁民が安全海域に留まっていたことが確
認できる．以上の結果から，厳密に言えば，策定した避難ルールを遵守できなかった
ものの，沿岸の潮位変化が見られなくなるまで長時間にわたって沖合へ待機していた
という点で，落石漁協の漁民は他地域の漁民に比べて，沖合からの帰港タイミングが
良好であったといえる． 
a)～c)の検証結果より，震源が遠地のため地震の揺れがなく，津波警報発表から津
波到達までの時間に余裕があったチリ地震津波襲来時において，避難ルールを策定し
ていた落石漁協における漁船の津波沖出し行動をみると，漁民自らが定めた避難ルー
ルの遵守状況には不十分な点も見られた．その一方で，他の地域の沖出し行動と比較
すると，“早いタイミングで安全な海域まで沖出しを行い，津波襲来の危険性が低くな
るまでそのまま沖合に待機する”という適切な行動がとられていたことが確認された． 
 
(2) 東北地方太平洋沖地震津波におけるルール策定効果の検証 
a) 漁船の沖出し開始タイミング 
前章の表4-3より，落石漁協で策定していた漁船の避難ルールでは，15時14分に発
表された“予想津波高さ1mの場合，予想津波到達時刻までの余裕時間が15分未満の場
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合には，沖出ししないことが望ましい”としていた．つまり，気象庁より発表された
津波情報では，予想到達時刻が15時30分であったことから，15時15分（図5-11中の④）
以降は沖出ししないことが望ましかったといえる．図5-11より，この津波襲来危険時
に避難ルールを遵守した漁船は，15時15分以前に沖出しした約64%（31隻）であった
ことが確認できる．一方，図5-11より，予想到達時刻の15時30分（図5-11中の⑤）以
前に約89%（42隻）の漁船が沖出ししていたことが確認できる．ここで，他の漁協に
おける沖出し開始タイミングをみると，図5-8より，予想到達時刻以前に約48%（13
組合）の漁船しか沖出しを開始していなかったことが確認されている．以上の結果か
ら，厳密に言えば，策定した避難ルールを遵守できなかったものの，多くの漁民が避
難ルールを遵守し，予想到達時刻以前に大部分の漁民が沖出しを開始していたという
点で，落石漁協の漁民は他漁協の漁民に比べて，沖出し開始タイミングが良好であっ
たといえる． 
b) 漁船沖出し後の海域の水深 
前章の表4-3より，落石漁協で策定していた漁船の避難ルールでは，避難海域につい
て，16時8分に発表された“予想津波高さ6mの場合，水深50m以深まで”沖出しする
ことと定めていた．図5-12より，この津波襲来危険時に避難ルールを遵守した漁船は，
水深50m以上の海域へ沖出しした約88%（41隻）であったことが確認できる．表5-4
に示した通り，東北地方太平洋沖地震では，津波警報が段階的に引き上げられた．そ
のため，15時14分に発表された“予想津波高さ1mの場合，水深30m以深まで”の沖出
しは全船が遵守できたが，それ以降に発表された予想津波高さに対して約12%（6隻）
が遵守できない結果となった．ここで，他の漁協における漁船沖出し後の海域の水深
をみると，図5-9より，約34％（9組合）しか水深50m以上の海域へ沖出ししておらず，
約35%（9組合）は津波襲来時に危険が想定される水深30m未満の浅瀬へ沖出ししてい
たことが確認されている．以上の結果から，厳密に言えば，策定した避難ルールを遵
守できなかったものの，多くの漁民が安全と思われる海域まで沖出ししていたという
点で，落石漁協の漁民は他漁協の漁民に比べて，漁船沖出し後に待機していた海域は
良好であったといえる． 
c) 漁船の帰港タイミング 
前章の表 4-3 より，落石漁協で策定していた漁船の避難ルールでは，帰港タイミン
グについて，“津波警報解除後に帰港すること”と定めていた．しかし，図 5-13 より，
帰港タイミングについて，避難ルールを遵守した漁船はいなかったことが確認できる．
一方，図 5-13 より，地震発生から約 23 時間後の大津波警報が解除された 3 月 12 日
13 時 50 分（図 5-13 中の⑩）まで約 56%の漁船が沖合に待機していたことが確認でき
る．漁民に聞き取りを行ったところ，海上で潮位の変化が見られず，港内においても
潮位の変動がないことを確認できたため，警報解除前であったが帰港したとのことで
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あった．ここで，他の漁協における漁船の帰港タイミングをみると，図 5-10 より，大
津波警報が解除された 13 時 50 分（図 5-10 中の⑩）まで沖合に待機していた漁協は
約 22%しかなかったことが確認されている．以上の結果から，厳密に言えば，策定し
た避難ルールを遵守できなかったものの，沿岸の潮位変化が見られなくなるまで長時
間にわたって沖合へ待機していたという点で，落石漁協の漁民は他漁協の漁民に比べ
て，沖合からの帰港タイミングが良好であったといえる． 
a)～c)の検証結果より，震源が近地で揺れが大きく長く継続し，地震発生から比較
的短時間で大津波が襲来した東北地方太平洋沖地震津波襲来時において，避難ルール
を策定していた落石漁協における漁船の津波沖出し行動をみると，漁民自らが定めた
避難ルールの遵守状況には不十分な点も見られた．その一方で，他の漁協の沖出し行
動と比較すると，“早いタイミングで安全な海域まで沖出しを行い，津波襲来の危険
性が低くなるまでそのまま沖合に待機する”という適切な行動がとられていたことが
確認された． 
なお，2011 年の東北地方太平洋沖地震では，想定を超える巨大地震が発生し，表 5-4
に示したように，段階的に予想津波高さが引き上げられていった 5)．今後運用が予定
されている気象庁の新たな津波警報の発表基準に従えば，第一報の時点では予想津波
高さは発表せずに，定性的な表現の“巨大”という情報だけになる 16)17)．そのため，
第一報の時点で巨大津波の襲来が予想された場合に，策定した避難ルールにあるよう
に漁船を沖出しせずに避難することができるような体制を今後も継続して検討してい
く必要があるといえる． 
 
5-4 漁船を沖出ししなかった漁民と漁民の家族の対応行動 
 
5-4-1 漁船を沖出ししなかった漁民の対応 
図 5-14 は根室市落石地区の津波浸水予測区域と高台の様子を示している．これより，
落石地区は断崖絶壁が多く高台が広く存在することがわかる．そのため，落石地区の
住民の多くは津波に対して安全な高台に居住しており，そもそも津波警報発表時に避
難を必要としない住民が多く存在するといえる．そこで，落石地区の避難状況を把握
する際には，図 5-14 に点線枠で示した北海道想定の 500 年間隔地震津波 18)による浸
水予測区域内に居住する漁民やその家族についてのみ行うものとする． 
以下に，2010 年チリ地震津波襲来時と 2011 年東北地方太平洋沖地震津波襲来時に
おける漁船を沖出ししなかった漁民の対応について検証する． 
 
(1) チリ地震津波における漁船を沖出ししなかった漁民の対応 
図 5-15 に上架のため漁船を沖出しできなかった漁民の避難状況を，居住地の位置別
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（津波浸水想定区域内か外）に示す．これより，津波浸水予測区域に居住する漁民の
うち，約 54%の漁民が避難していたことがわかる．次に漁船を沖出しできなかった漁
民の避難タイミングと帰宅タイミングを図 5-16,17 に示す．これより，避難開始タイ
ミングをみると，約 87%の漁民が第 1 波予想到達時刻の 13 時頃までに避難していた
ことがわかる．また，帰宅タイミングをみると，約 54％の漁民が 1.0m の最大波到達
の発表があった 19 時 30 分頃まで避難先にとどまり，約 30%の漁民は 3 月 1 日 1 時頃
の津波警報解除まで避難先に留まっていたことが確認された． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ここで，2010 年チリ地震津波襲来時の他地域に居住する住民の避難行動について触
れる．まず，大津波警報が発表された青森・岩手・宮城県の住民の避難状況について
は，避難率が約 38%であった．また，その避難タイミングをみると，第 1 波予想到達
時刻までに約 90%が避難しており良好であったが，帰宅タイミングについては，大津
波警報が津波警報に切り替わった 19 時頃までに約 85%の住民が帰宅していたことが
確認されている 19)．一方，落石地区と同じく 2m の予想高さが発表された静岡県住民
浸水予測区域内
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図 5-14 根室市落石地区の津波浸水予測区域と高台の様子 
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図 5-15 漁船を沖出しできなかった漁民の避難状況 
（居住地の位置別：津波浸水想定区域内外） 
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の避難状況については，避難率が約 19%であった．また，避難タイミングをみると同
様に良好であったが，帰宅タイミングについては，19 時頃までに約 77%の住民が帰宅
しており，津波警報解除まで避難先にとどまっていた住民はほとんどいなかったこと
が確認されている 20)． 
以上の結果より，2010 年チリ地震津波襲来時における落石漁協で上架のため漁船を
沖出しできなかった漁民の避難状況は，避難率だけでなく，避難継続時間についても，
他地域の住民よりも良好であったものと考えられる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【漁船を沖出しできなかった漁民の避難タイミング】
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図中の①～⑥の番号は表 5-3 の番号を示す。 
図 5-16 漁船を沖出しできなかった漁民の避難タイミング 
【漁船を沖出しできなかった漁民の帰宅タイミング】
待機率(%)
帰宅率(%)
14 11
22 24
30
100 87
76
54
30
14:00 15:00 16:00 17:00 18:00 19:00 20:00 21:00 22:00 23:00 0:00 1:00 2:00
0
10
20
30
40
50
60
70
80
90
100
⑥ ⑦ ⑪⑩⑨
⑧
N=37
待機率
(%)
帰宅率
(%)
 
図中の⑥～⑪の番号は表 5-3 の番号を示す。 
図 5-17 漁船を沖出しできなかった漁民の帰宅タイミング 
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(2) 東北地方太平洋沖地震津波における漁船を沖出できなかった漁民の対応 
同様に，図 5-18 に，東北地方太平洋沖地震津波襲来時において，上架のため漁船を
沖出しできなかった漁民の避難状況を居住地の位置別（津波浸水想定区域内か外）に
示す．これより，津波浸水予測区域に居住する漁民のうち，約 77%の漁民が避難して
いたことがわかる．次に漁船を沖出しできなかった漁民の避難タイミングと帰宅タイ
ミングを図 5-19,20 に示す．これより，避難開始タイミングをみると，約 67%の漁民
が第 1 波予想到達時刻の 15 時 30 分頃までに避難し，2.8m の最大波が到達した 16 時
頃までに約 95%の漁民が避難していたことがわかる．また，帰宅タイミングをみると，
避難したほぼ全ての漁民が 2.8m の最大波が到達した 16 時頃まで避難先にとどまり，
大津波警報発表中であったが，3 月 12 日の 0 時頃までにすべての漁民が帰宅している
ことが確認された． 
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図 5-18 漁船を沖出しできなかった漁民の避難状況 
（居住地の位置別：津波浸水想定区域内外） 
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※図中の①～⑨の番号は表 5-4 の番号を示す． 
図 5-19 漁船を沖出しできなかった漁民の避難タイミング 
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※図中の①～⑪の番号は表 5-4 の番号を示す． 
図 5-20 漁船を沖出しできなかった漁民の帰宅タイミング 
 
ここで，他地域における住民の避難行動について確認する．東北地方太平洋沖地震
における北海道民の避難行動について，田中 21)が調査している．その調査結果による
と，根室市落石地区と同じく津波高さ 6m の大津波警報が発表された函館市・釧路市・
苫小牧市・室蘭市の 4 市における住民の避難状況をみると，津波危険地域に指定され
ていた場所にいた人の避難率が約 21%にとどまっていたことが報告されている．また，
同様の大津波警報が発表された隣接する浜中町における住民の避難状況をみると，避
難率が約 45%にとどまっていた．その避難タイミングをみると，最大波が到達した 16
時頃までに約 20%しか避難しておらず，帰宅タイミングをみても，大津波警報発表中
であったが，3 月 12 日の 0 時頃までに約 90%の住民が帰宅し，約 10%しか避難先に
とどまっていなかったことが確認されている 22)．さらに，図 5-21 に示す通り，根室
市における落石地区以外の住民の避難状況をみると，落石地区の住民より避難率が低
く約 28%にとどまっていた．その帰宅タイミングをみると，落石地区の住民より早く，
22 時頃までに約 80%の住民が帰宅していたことが確認されている 23)． 
以上の結果より，2011 年東北地方太平洋沖地震津波襲来時における落石漁協で上架
のため漁船を沖出しできなかった漁民の避難状況は，帰宅タイミングなど改善すべき
点は見られるものの，避難率だけでなく，避難タイミングについても，他地域の住民
よりも良好であったものと考えられる． 
これらの結果から，2010 年チリ地震津波襲来時及び 2011 年東北地方太平洋沖地震
津波襲来時ともに，落石漁協で上架のため漁船を沖出しできなかった漁民の避難状況
は，改善すべき点はみられるものの，避難率だけでなく，避難タイミングや避難継続
時間についても，他地域の住民よりも良好であったものといえる． 
99 
0.4%(4)※
5%(55)※
53%
(555)
53%
(555)
73%
(766)
36%
(379)
36%
(379)
39%
(409)
0.3%(24)
4%(360)※
9%(1202)
11%
(1410)
28%
（2853） 21%
(1989)
20%
(1907)
20%
(1886)
0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%
100%
3/11 16.00 16.30 17.00 17.30 18.00 18.30 19.00 19.30 20.00 20.30 21.00 21.30 22.00
73%
(766)
73%
(766)
73%
(766)
39%
(409)
39%
(404)
28%
（2853）
28%
（2853）
28%
（2836） 21%
(1989)
21%
(1989)
落石地区の
避難率
落石地区以外の
避難率
大津波警報
６ｍ
(16:08)
避難指示対象人数
全 体 8,620人
落石地区 1,047人
その他地区 7,573人
 
 
図 5-21 根室市における住民の避難状況 
5-4-2 漁民の家族の対応 
以下に，2010 年チリ地震津波襲来時と 2011 年東北地方太平洋沖地震津波襲来時に
おける漁民の家族の対応について検証する． 
 
(1) チリ地震津波における漁民の家族の対応 
図 5-22 は漁民の家族の避難状況を，居住地の位置別（津波浸水想定区域内か外）に
示している．これより，津波浸水予測区域内に居住する漁民の家族うち，約 51%の家
族が避難していたことがわかる．次に，避難した家族の避難タイミングと帰宅タイミ
ングを図 5-23,24 に示す．これより，避難タイミングをみると，約 91%の家族が第 1
波予想到達時刻の 13 時頃までに避難していたことがわかる．また，帰宅タイミングを
みると，約 61％の家族が 1.0m の最大波到達の発表があった 19 時 30 分頃まで避難先
に留まり，約 36%の家族が 3 月 1 日 1 時頃の津波警報解除まで避難先に留まっていた
ことが確認された． 
以上の結果より，2010 年チリ地震津波襲来時の落石地区における漁民の家族の避難
状況は，避難率だけでなく，避難タイミングや避難継続時間についても，前項で示し
た漁船を沖出ししなかった漁民と同様に，他地域の住民よりも良好であったものと考
えられる． 
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図 5-22 漁民の家族における避難状況 
（居住地の位置別：津波浸水想定区域内・外） 
【漁民の家族の避難タイミング】
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図中の①～⑥の番号は表 5-3 の番号を示す． 
図 5-23 漁民の家族における避難及び帰宅タイミング 
【漁船の家族の帰宅タイミング】
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図中の⑥～⑪の番号は表 5-3 の番号を示す． 
図 5-24 漁民の家族における避難及び帰宅タイミング 
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(2) 東北地方太平洋沖地震津波における漁民の家族の対応 
図 5-25 は漁民の家族の避難状況を，居住地の位置別（津波浸水想定区域内か外）に
示している．これより，津波浸水予測区域内に居住する漁民の家族うち，約 80%の家
族が避難していたことがわかる．次に，避難した家族の避難タイミングと帰宅タイミ
ングを図 5-26,27 に示す．これより，避難タイミングをみると，約 68%の家族が第 1
波予想到達時刻の 15 時 30 分頃までに避難し，2.8m の最大波が到達した 16 時頃まで
に約 92%の家族が避難していたことがわかる．また，帰宅タイミングをみると，避難
したほぼ全ての家族が 2.8m の最大波到達の発表があった 16 時頃まで避難先に留まり，
約 21%の家族が 3 月 12 日 13 時 50 分頃の大津波警報解除まで，約 14%の家族が 3 月
12 日 20 時 20 分頃の津波警報解除まで避難先にとどまっていたことが確認された． 
以上の結果より，2011 年東北地方太平洋沖地震津波襲来時の落石地区における漁民
の家族の避難状況は，避難率だけでなく，避難タイミングや避難継続時間についても，
前項で示した漁船を沖出ししなかった漁民と同様に，他地域の住民よりも良好であっ
たと考えられる． 
 
 
 
 
 
 
 
図 5-25 漁民の家族における避難状況 
（居住地の位置別：津波浸水想定区域内・外） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※図中の①～⑨の番号は表 5-4 の番号を示す． 
図 5-26 漁民の家族の避難タイミング 
避難した 避難しなかった 無回答
落石地区全体
５００年間隔地震津波
浸水予測区域内
（津波高さ６ｍ以上）
５００年間隔地震津波
浸水予測区域外
51%
80%
32%
49%
20%
68%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
(484)
(189)
(295)
21
2
11
31
4 1
19
2
7
0
10
20
30
40
50
60
70
80
90
100
0 3
23 25
36
68 72 73
92 93 93
100
N=201
避難率(％)
【漁民の家族の避難タイミング】
避難率
(%)
①②③ ④ ⑤
⑦ ⑧
⑥
⑨
14:46
50
15時
10 20 30 40 50
16時
10 20 30 40 50
17時
10 20 30 40 50
18時
3/11
102 
34
0
10
20
30
40
50
60
70
80
90
100
14:46 15時18時21時
3/12
3時 6時 9時 12時
13:50
15時18時
20:20
21時
3/13
100 100
66
4
14
0
N=175
待機率
(%)
帰宅率
(%)
3/11
0時 0時
① ⑥ ⑦ ⑩ ⑪
2 0 1
27
1 3
38
11
27
待機率(％)
【漁民の家族の帰宅タイミング】
帰宅率(％)
26
1 2
23 21 21 20 18 14
27
0
 
※図中の①～⑪の番号は表 5-4 の番号を示す． 
図 5-27 漁民の家族の帰宅タイミング 
 
これらの結果から，2010 年チリ地震津波襲来時及び 2011 年東北地方太平洋沖地震
津波襲来時ともに，漁民の家族の避難状況は，避難率だけでなく，避難タイミングや
避難継続時間についても，他地域の住民よりも良好であったものといえる． 
 
5-4-3 沖合で待機していた漁民とその家族の対応 
以下に，2010 年チリ地震津波襲来時と 2011 年東北地方太平洋沖地震津波襲来時に
おける沖合で待機していた漁民とその家族の対応について検証する． 
 
(1) チリ地震津波における沖合で待機していた漁民とその家族の対応 
図 5-28 は漁船の沖出し後に沖合で待機していた漁民とその家族との連絡状況を示
している．これより，約 98%の漁民が家族と連絡を取り合っていたことがわかる．次
に，沖合で待機していた漁民のうち，自宅から漁船まで車で移動した漁民に着目し，
そのような漁民とその家族との連携状況を図 5-29 に示す．これより，自宅から漁船ま
で車で移動していた漁民のうち，無回答を除く全ての漁民が家族と連絡を取り合って
いた．そして，その家族は港内に駐車していた車を自宅や高台に移動させていたこと
が確認された．さらに，そのタイミングは第 1 波予想到達時刻前であったことが，同
様の調査結果から確認されている． 
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図 5-28 海上待機中の家族との連絡状況 
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図 5-29 漁船までの移動方法と家族との連携状況 
 
(2) 東北地方太平洋沖地震津波における沖合で待機していた漁民とその家族の対応 
図 5-30 は漁船の沖出し後に沖合で待機していた漁民とその家族との連絡状況を示
している．これより，約 88%の漁民が家族と連絡を取り合っていたことがわかる．次
に，沖合で待機していた漁民のうち，自宅から漁船まで車で移動した漁民に着目し，
そのような漁民とその家族との連携状況を図 5-31 に示す．これより，港内に車を駐車
していた漁民のうち，一人を除く全ての漁民が家族と連絡を取り合い，その家族は港
内に駐車していた車を移動させていたことが確認された．また，そのタイミングは第
1 波予想到達時刻前であったことが，同様の調査結果から確認されている． 
以上の結果から，2010 年チリ地震津波襲来時及び 2011 年東北地方太平洋沖地震津
波襲来時ともに，漁民の家族は避難の対応だけでなく，沖合で待機中の漁民と連絡を
取り合い，被害軽減のための適切な対応をしていたものといえる．津波襲来時に港内
に車をそのまま放置しておくと，車が漂流物として後背地を襲い，家屋被害や人的被
害の増大に繋がる恐れがある．そのような観点においても，このような漁民と家族と
の連携は，適切な対応であったと考えられる． 
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図 5-30 海上待機中の家族との連絡状況 
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図 5-31 漁船までの移動方法と家族との連携状況 
 
5-5 これまでの取り組み実施効果 
 
ここで，筆者らがこれまで実施してきた取り組みの実施効果についてまとめる． 
 
5-5-1 漁民と家族の行動実態にみる取り組み実施効果 
前節までに詳述した 2010 年チリ地震津波襲来時と 2011 年東北地方太平洋沖地震津
波襲来時における津波警報発表時の漁民及びその家族の行動実態から確認された取り
組み実施効果を以下にまとめる． 
・漁船を沖出しした漁民については，ほぼその全員が，津波の予想高さに対して安
全と思われる海域へ沖出ししていた． 
・上架のため漁船を沖出しできなかった漁民については，多くの漁民が適切と思わ
れる津波避難行動をとっていた． 
・沖出しした漁民の家族については，多くの家族が適切と思われる津波避難行動を
とっていただけでなく，沖合で待機中の漁民と連絡を取り合い，港に駐車中の車
を自宅や高台まで移動するなどの被害軽減行動をとっていた． 
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以上の結果から，取り組みに参加し，直接コミュニケーションをとる機会のあった
漁民だけでなく，取り組みに参加していなかったその家族についても，少なからず防
災上の効果を確認することできた．このことから，第 3 章で詳述した漁民の主体的態
度を促すリスク・コミュニケーションを通じて，漁民が防災に対して興味・関心のな
い住民とのコミュニケーション・チャンネルとしての役割を果たし，地域への波及効
果が少なからず確認できたといえる． 
 
5-5-2 知識レベルにみる取り組み実施効果 
ここで，取り組み開始前に実施した調査（事前）と，前述の 2010 年チリ地震津波
後に実施した調査（事後）において把握した津波や漁船の沖出しに関する知識レベル
を図 5-32，33 に示す．これより，ここで把握したほぼ全ての項目において，事前より
事後の方が正しい知識を有した回答の割合が高くなっていることが見て取れる．この
結果より，これまでの取り組みを通じて漁民の津波や漁船の沖出しに対する理解が深
まり，その結果として，2010 年チリ地震津波襲来時や 2011 年東北地方太平洋沖地震
津波襲来時における漁民の津波沖出し行動の適正化につながったものと考えられる． 
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図 5-32 津波に関する知識レベル 
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図 5-33 漁船の沖出しに関する知識レベル 
 
なお，津波や漁船の沖出しに関する知識レベルについては，2010 年チリ地震津波襲
来時を対象とした調査時に把握したため，2011 年東北地方太平洋沖地震津波襲来時に
ついては知識レベルの調査は行わず，同様の知識レベルを有しているものと判断した． 
 
5-6 今後の課題  
 
前節までにおいて，津波警報発表から津波襲来までに時間的な余裕があった遠地津
波の 2010 年チリ地震津波襲来時と地震発生から比較的短時間で大津波が襲来した近
地津波の 2011 年東北地方太平洋沖地震津波襲来時における漁船の沖出し行動におい
て，これまでの取り組み実施効果が確認できた．一方，漁船の沖出し行動における実
態を詳細に分析した結果，沖出し開始タイミングや帰港タイミングにおいて，避難ル
ールの遵守を阻害する要因が明らかとなった．そのため，当該地域における津波によ
る人的被害を軽減するためには，今後も継続した取り組みを実施していくことが必要
と考えられる．以下に，ルール遵守を阻害する要因を整理するとともに，今後の沖出
し行動の適正化に向けた方策と地域全体への津波防災の波及に向けた課題をまとめる． 
 
5-6-1 ルール遵守を阻害する要因と今後の方策 
(1) 適切な沖出し開始を促すための今後の方策 
a) 地震の揺れに基づく沖出し基準のルール化 
落石漁協における漁船の避難ルールを策定する取り組みの中で，漁民は，今回の地
震ように“揺れが長く継続した場合，大津波が襲来する恐れがある”という知識を習
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得していた．そのため，図 5-11 に示す通り，落石漁協の漁民は，津波警報などの情報
ではなく，“長い揺れ”に基づいて対応したことにより，津波警報発表前に約 64％の
漁民が沖出しを行っており，他の漁協よりも早いタイミングで沖出しを開始していた
ことが考えられる．そこで，今後は，停電等により情報が必ずしも取得できない可能
性があることを考慮し，情報だけに依存せずに，地震の揺れに基づく沖出し可否の判
断基準をルール化していくことが必要と考える． 
b) 沖出し基準の周知徹底とルール遵守を促す整備 
前述の通り，落石漁協では，予め定めていた漁船の避難ルールで“沖出ししないこ
とが望ましい”状況下であったにもかかわらず，沖出ししてしまった漁船が少なくな
かった．津波到達後の漁船の沖出しは，漁民の命に危険が及ぶ恐れがある．そのため，
漁船の避難ルールに基づく沖出し基準を漁民全体へ改めて周知を徹底するとともに，
夜間・休日でも漁港で漁民の誰もが沖出し可否を判断できる『漁船の避難信号』を港
内に設置するなど，ルール遵守を促すような整備も必要と考える． 
 
(2) 帰港を早めた要因と今後の方策 
a) 継続的な情報提供と食料・飲料の備え 
沖合で待機中の漁民が不安に感じたことを図 5-34 に，不便に感じたことを図 5-35
にそれぞれ示す．図 5-34 より，多くの漁民は沖合待機中に十分に情報取得できず，い
つ帰港できるかわからなかったことに不安を感じ，図 5-35 より沖合待機が長期化した
際に食料や水がなくなってしまい，不便な思いをしていたことが確認できる．このこ
とは，沖合での長時間待機の妨げになることから，早期の帰港回避のためにも，沖合
待機中の漁船への継続的な情報提供や日頃からの食料・飲料の備えが必要であるとい
える． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5-34 沖合待機中に不安だったこと 
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図 5-35 沖合待機中に不便だったこと 
 
b) 海上操業中や沖合待機中の漁船との連絡体制の整備 
沖合待機中の携帯電話の使用状況を図 5-36 に示す．これより，約 40％の漁民が沖合
待機中に携帯電話を十分に使用できなかったことが確認された．図 5-34 に示す通り，
沖合待機中に情報を取得することができない不安は，早期の帰港に繋がる可能性があ
る．また，こんぶ漁など浅瀬で操業する船外機船は，そのほとんどが漁業無線を所有
していないため，現状のままでは携帯電話しか連絡手段がなく，地震発生時に沖出し
行動の判断に必要な情報を入手できない．そのため，動力船について漁業無線による
連絡体制を強化し，海上操業船（特に無線設備を有しない船外機船）へ津波襲来危険
時の情報を提供するためのサイレン等を整備するとともに，船外機船との連絡方法の
構築が不可欠といえる． 
c) 漁協の緊急時対応機能の確保 
2011 年の東北地方太平洋沖地震津波によって，漁港に隣接する落石漁協の組合建物
は浸水被害を受けた（図 5-37 参照）．このように漁協の組合建物は漁港に隣接して建
てられている場合が多く，津波襲来危険時に被害を受ける恐れがある．漁協が甚大な
浸水被害を受けた場合，漁船を沖出し後，沖合に避難した漁船への情報伝達機能が損
なわれることになる．そのため，津波の浸水により漁協の機能が損なわれることがな
いように，高台に緊急時の対応場所を確保し，そこで無線設備などの連絡体制を整備
する必要があるといえる． 
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【携帯電話の使用可否状況】
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図 5-36 携帯電話の使用可否状況 
 
図 5-37 落石漁協の浸水状況 
 
5-6-2 漁民ワーキンググループ以外への波及 
これまでの取り組みは，漁民 WG を中心に行ってきた．ルール策定効果は確認でき
たものの，漁民 WG 以外の漁民への波及は，十分とはいえない状況にある．そのため，
今後は漁民 WG 以外の漁民に対して，津波や漁船の沖出しに対する理解の促進と「漁
船の避難ルール」を周知徹底する必要がある．その手法の一つとして，筆者らのよう
な津波防災の専門家ではなく，漁民 WG のメンバーが中心となり，津波や漁船の沖出
しに関する知識を漁民 WG 以外の漁民に伝承する機会や仕組みを構築することも必要
であると考えられる． 
 
5-6-3 漁民から家族や漁民以外の世帯への波及 
前述の通り，取り組みに参加し，直接コミュニケーションをとる機会のあった漁民
だけでなく，取り組みに参加していないその家族についても，少なからず防災上の効
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果を確認することできた．しかし，漁民の家族について，これまでにも講演会等を通
じて津波に対する理解を促す機会をつくってきたが，まだ十分とはいえない状況とい
えよう．また，同居家族に漁民がいない世帯（漁民以外の世帯）については，漁民の
ようなコミュニケーション・チャンネルがなく，本取り組みの成果を波及する術がな
かったのが現状である．そのため，漁民の家族については，今後も継続的な取り組み
を行い，漁民とその家族が津波について話し合う機会を定期的に設けるなどして，津
波に関する知識を得る機会を増やす必要があると思われる．そして，漁民以外の世帯
については，漁民やその家族を通じた情報提供などの新たな取り組みを検討する必要
があると考えられる． 
 
5-6-4 地域における自主的かつ継続的な取り組みの実施 
これまでの漁民の津波沖出し行動の適正化について，漁民の主体的な態度を促し，
対策の実行と継続を促すリスク・コミュニケーションを通じて，落石漁協の漁民は津
波に対する理解を深めてきた．今後も筆者らが支援することは可能であるが，真に津
波災害に強い漁業地域を構築するためには，外部からの支援がなくても自主的かつ継
続的に取り組むことができる地域づくりが不可欠といえよう．そのため，津波に対す
る理解を深めてきた漁民 WG のメンバーが中心となって，漁船の避難訓練を行ったり，
定期的に津波や漁船の沖出しについて話し合う機会を設けるなど，自主的かつ継続的
な取り組みの実施が必要と考えられる． 
 
5-6-5 適切な対応行動を促すための必要最小限のハード対策の必要性とその実施 
前述の通り，2010 年チリ地震津波襲来時及び 2011 年東北地方太平洋沖地震津波襲
来時においては，概ね良好な沖出し行動がとられていた．しかし，漁協担当者の沖出
し可否の判断や，漁業無線の無い漁船への情報伝達などの点でいくつかの課題も確認
された．そのため，今後は，前述した漁民や住民が参加するソフト対策を実施してい
くとともに，そこで検討された対応策の実現を促すための必要最低限のハード対策の
実行も併せて検討していくことが必要であると考える．例えば，前述した漁業無線を
有しない漁船への情報伝達体制の確立や漁船の避難信号設置による漁船の沖出し可否
判断システムの構築（漁船の避難信号の設置），長時間の避難に耐えうる避難場所の環
境整備の充実などは，これまでの取り組みで検討された津波襲来時の適切な対応行動
の実行をさらに促進するものと期待できる． 
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5-7 結語 
 
本研究は，根室市落石地区を対象に実施している“漁民の津波沖出し行動の適正化
を通じた，直接リスク・コミュニケーションをとっていない住民（防災無関心層）に
対する防災効果の波及”を期待するコミュニケーション・チャンネル開拓に関する新
たな試みであり，本章では取り組みの実施効果を検証した．この効果検証では，津波
警報発表から津波襲来までに時間的な余裕があった2010年チリ地震と地震発生から
比較的短時間で大津波が襲来した2011年東北地方太平洋沖地震における漁民の津波
沖出し行動とその家族の対応行動を把握することから，“漁船の避難ルール”の策定
効果と地域への波及効果を確認した．その結果，今後の課題は残るものの，漁民の津
波沖出し行動の適正化と漁民を通じた地域への津波防災の波及について，これまでの
ところ，意図した成果をあげることができており，このような新たな試み（コミュニ
ケーション・チャンネル開拓）が防災を推進する一つの視点として有効であることが
確認できたと認識している．現状では，地震の規模や津波警報のレベルによらず，多
くの漁民が沖出しを行っているが，近い将来，東海・東南海・南海地震や500年間隔地
震などに伴い，大津波の襲来が想定されている24)-29)．このような大津波に伴う津波災
害による人的被害を軽減するためには，防災に対する関心が低く住民（防災無関心層）
の態度・行動変容は必要不可欠である．本研究での落石地区の漁民を対象とした漁船
の津波沖出し行動の適正化に向けた取り組みが全国に導入されることで，一部の住民
にとどまらず，地域全体の防災力向上が図られ，少しでも津波災害による人的被害の
軽減につながればと考えている． 
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第 6章 本研究のまとめと今後の展開 
 
本章では，本研究による成果を要約するとともに，今後の展開を示し，本研究のまとめ
とする． 
 
6-1 本研究のまとめ 
 
本研究では，実際の漁民とのリスク・コミュニケーションを踏まえ，漁民の津波沖出し
行動の適正化について，漁民の主体的な態度の形成を促し，具体的な対策の実行と継続を
促すコミュニケーション・プロセスを検討した．その上で，検討したコミュニケーション・
プロセスに基づき，具体的な対策として漁船の避難ルールを検討し，実際の津波襲来時に
おけるルール策定効果の検証を行った． 
以下に本研究で得られた成果を要約し，本論文のまとめとする． 
 
第 3 章では，漁船の沖出しを巡る現状や防災教育における課題を示すとともに，防災に
関する取り組みにおいて“主体的な自助意識”の形成を促すリスク・コミュニケーション
の必要性を示した．その上で，実際の漁民とのリスク・コミュニケーションを踏まえて，
漁民の津波沖出し行動の適正化に対して，漁民の主体的態度の形成を促し，具体的な対策
の実行と継続を促すコミュニケーション・プロセスの検討を行った． 
 
【第 3 章 漁民の津波沖出し行動の適正化に関するコミュニケーション・プロセスの検討】 
近年の漁民の対応行動をみると，依然として多くの漁民が漁船の沖出しを行っている．
さらに，安全な海域まで避難していないことや津波警報解除前に帰港していることなど，
津波に対する知識の欠如や“正常化の偏見”などの様々な心理特性によって，命の危険性
を過少評価し，漁船を守るために沖出しを行っている状況が確認されている． 
このような状況を改善し，漁民の津波沖出し行動による人的被害を軽減するためには，
防災教育によって津波に対する知識を付与し，行政からの情報に依存せず，漁民が主体的
に漁船の沖出し可否を判断し行動できる体制を構築する必要がある．すなわち，漁民の主
体的な態度の形成を促し，対策の実行と継続を促すコミュニケーション・プロセスの構築
が必要不可欠である．本章では，実際の漁民との対話型コミュニケーションを踏まえて，
①津波災害リスクへの理解を促す，②対策の実行への主体性を促す，③対策の実行を促す，
④対策の継続を促す，4 段階のコミュニケーション・プロセスを提示した．①は，津波や
漁船の沖出しに対する理解を促し，津波情報リテラシーが極めて重要であることや漁船の
沖出し問題が漁船と漁民自身の命に関わる極めて重大な問題であることへの理解を促すフ
ェーズである．②は，漁民自身が行政依存状態にあることや行政対応の限界，漁船の沖出
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し問題が行政等の他者へ委ねられるべき問題でないことへの理解を促し，漁民の主体的な
態度に基づく検討と対応の必要性への理解を促すフェーズである．③は，具体的な対策と
して，漁民自身で漁船の沖出し可否を自主的に判断できる漁船の避難ルールの検討を促し，
適切な行動支援策として漁船の避難信号や情報伝達体制等の検討を促すフェーズである．
④は，当該地域における対策の継続を促すため，リーフレットの作成と配布，漁民 WG 以
外の漁民への周知と総意の確認，漁民以外の地域住民への波及を促し，継続的な漁船の沖
出し訓練の実施を促すフェーズである．このコミュニケーション・プロセスは，漁民の津
波沖出し行動の適正化に関する対策を当該地域に根付かせるために必要なコミュニケーシ
ョンの枠組みである．しかし，各フェーズで検討すべき内容は対象地域の自然・社会条件
によって異なることが想定される．そのため，情報の送り手は，受け手である漁民が必要
な情報を常に考え提示することが求められる．また，対策の実施と継続を促すフェーズに
おいては，地域全体に災害文化として永続的に醸成できるよう，漁民がコミュニケーショ
ン・チャンネルとしての役割を担い，漁民 WG 以外の漁民やその家族，さらには地域住民
へ波及させることが必要不可欠であることを指摘した． 
 
第 4 章では，第 3 章で検討したコミュニケーション・プロセスのうち，対策の実行と継
続を促すプロセスに基づき，漁民の津波沖出し行動の適正化に関する具体的な対策として，
漁船の避難ルールを検討した．具体的には，漁船避難の実態調査を実施し，漁船沖出し時
の所要時間や課題を整理した．その上で，気象庁の津波警報区分に応じた避難海域や津波
到達までの残り時間に応じた漁船の沖出し可否を検討し，漁民の滞在場所や漁船の種類に
応じた具体的な“漁船の避難ルール”と迅速に対応するための情報伝達方法を検討した． 
 
【第 4 章 漁民の津波沖出し行動の適正化を実現するための避難ルールの検討】 
津波襲来危険時における漁船の沖出しでは，安全な避難海域へ津波が到達する前に，沖
出しを開始し避難海域までの移動を完了する必要がある．そのためには，事前に出港準備
から避難海域までの所要時間を把握し，漁船の沖出しに伴い起こり得る課題を整理してお
く必要がある．本章では，漁船避難の実態調査を実施し，避難の所要時間や航行速度など
の詳細を把握した上で，漁民に水産庁のガイドラインにおける漁船避難に関する考え方を
提示しながら，危険な状況下における漁船の沖出しを回避するための避難ルールや迅速な
対応を実現するための情報伝達方法の検討を行った．その結果，陸上滞在時に津波の予想
高さが 6m 以上の場合は漁船を沖出ししないなど，危険な状況下における漁船の沖出しを
回避する避難ルールを構築した．また，無線設備がない漁船に有効な情報伝達方法として
「赤旗」を採用し，海上で操業中の漁船に情報を伝達できる体制を構築した．さらに，陸
上滞在時に危険な状況下における漁船の沖出しを回避する方法として，避難ルールと連動
した自動制御による信号の設置と一連のシステム構築を進めることとした．この避難ルー
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ルの検討を通じて，漁民の津波に対する正しい理解を促し，不確実性を有する津波現象と
それ故に不確実な津波情報を活用して，漁民の自主的な判断に基づき行動する必要性につ
いて理解を促した．なお，本章では，今後，検討した避難ルールを漁民全体へ周知すると
ともに，実際の運用や漁船避難の判断支援システムの整備に向けて，落石漁協をはじめと
する根室地域の関係機関との調整を図るなど，漁船の沖出しに関する一連のシステム構築
が不可欠であり，ルール策定効果の検証が必要であることを指摘した． 
 
第 5 章では，第 4 章で検討した漁船の避難ルールについて，津波の特徴が異なる遠地津
波の 2010 年チリ地震津波襲来時と近地津波の 2011 年東北地方太平洋沖襲来時の，北海道
太平洋沿岸の漁協と根室市落石地区の漁民における津波沖出し行動を把握し，ルール策定
効果を検証した．さらに，漁民の津波沖出し行動の適正化に関する取り組みによる効果と
して，漁民を防災に対して興味・関心のない住民とのコミュニケーション・チャンネルと
位置付けた場合の地域への波及効果について，漁民とその家族の対応行動から確認した． 
 
【第 5 章 漁民の津波沖出し行動に関するルール策定効果の検証】 
本章では，津波警報発表から津波襲来までに時間的な余裕があった 2010 年チリ地震と
地震発生から比較的短時間で大津波が襲来した 2011 年東北地方太平洋沖地震における津
波警報発表時の漁民とその家族の行動実態から，本取り組みの実施効果を検証した．その
効果として，①漁船を沖出しした漁民について，ほぼ全員が津波の予想高さに対して安全
と思われる海域へ沖出ししていたこと，②上架のため漁船を沖出しできなかった漁民につ
いて，多くの漁民が適切な津波避難行動を取っていたこと，③沖出しした漁民の家族につ
いて，多くの家族が適切な津波避難行動をとっていただけでなく，沖合待機中の漁民と連
絡を取り合い，港に駐車中の車を移動する被害軽減行動をとっていたことが確認された．
このような結果から，漁民の津波沖出し行動の適正化に関する取り組みに参加し，直接コ
ミュニケーションをとる機会のあった漁民だけでなく，取り組みに参加していない漁民や
家族についても，少なからず防災上の効果があることを確認できた．このことから，今後
の課題は残るものの，漁民の主体的な態度の形成を促し，対策の実行と継続を促すリスク・
コミュニケーションを通じて，漁民が防災に対して興味・関心のない住民とのコミュニケ
ーション・チャンネルとしての役割を果たし，地域への波及効果が少なからず確認できた．
また，漁民の津波や漁船の沖出しに関する知識レベルをみると，調査で把握したほぼ全て
の項目において，取り組み開催前より取り組み開始後の方が正しい知識を有した回答の割
合が高くなっていることが確認された．この結果から，これまでの取り組みを通じて漁民
の津波や漁船の沖出しに対する理解が深まり，その結果として，2010 年チリ地震津波襲来
時や 2011 年東北地方太平洋沖地震津波襲来時における漁民の津波沖出し行動の適正化に
つながったものと考えられる． 
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6-2 今後の展開 
 
2011年3月11日に発生した東北地方太平洋沖地震では，想定を超える大津波が襲来し，
約 1 万 9 千人に及ぶ人的被害に加え，約 2 万 9 千隻に及ぶ漁船被害が発生するなど，未曾
有の大災害となった．この地震における教訓を踏まえて，国の防災基本計画では，発生頻
度は極めて低いものの，発生すれば甚大な被害をもたらす最大クラスの津波に対して，生
命を守ることを最優先とし，住民等の避難を軸としたソフト対策の推進が重要であること
が明記されている．その中では，自らの命は自らが守るのが基本であり，津波発生時に刻々
と変わる状況に臨機応変の避難行動を住民等が取ることができるよう，防災教育などを通
じた危機意識の共有，いわゆるリスク・コミュニケーションに努め，災害現象等への理解
の促進を図ることの重要性が謳われている．このような観点から，防災の取り組みにおい
て，防災に対して関心の低い住民とコンタクトすることすら困難な現状を踏まえて，筆者
らが根室市落石地区を対象に実施している，漁民を防災に対して関心のない住民とのコミ
ュニケーション・チャンネルとして，直接リスク・コミュニケーションをとっていない住
民（防災無関心層）に対して．何らかの防災上の効果を期待する本取り組みは，防災を推
進する上で有効な方策の一つの考えられる． 
本研究では，漁民の津波沖出し行動の適正化を通じて，漁民の主体的態度の形成を促し，
対策の実行と継続を促すコミュニケーション・プロセスを提示するとともに，具体的な対
策として “漁船の避難ルール”を提示し，そのルール策定効果と漁民をコミュニケーショ
ン・チャンネルとした地域への波及効果を確認し，本取り組みが津波災害による人的被害
軽減に向けた有効な一つの方策であることを示した． 
近年，地震の規模や津波警報のレベルによらず，多くの漁民が漁船の沖出しを行ってい
る様子が確認されているが，近い将来，東海・東南海・南海地震や 500 年間隔地震などの
発生に伴い，地震発生から短時間で大津波の襲来が想定されている．本研究のように，防
災に対して関心の低い住民とのコミュニケーション・チャンネルとして，漁船を保全対象
とする漁民の津波沖出し行動の適正化に向けた取り組みが全国の漁業地域で導入されれば，
今後の大津波襲来の際に，漁船の沖出しに伴う人的被害の軽減にとどまらず，漁民やその
家族を通じた地域住民への波及によって，地域全体の津波防災力が向上し，津波災害によ
る人的被害の軽減に繋がると考えられる．今後は，効果検証において残された課題の解決
に向けて，地域での継続的な取り組み実施を促すとともに，適切な対応行動を促す情報提
供や連絡体制等の整備を進めていく必要があると考えている．また，この方策について，
さらに実践的な取り組みを重ねて，他地域への波及に向けて，漁民とのリスク・コミュニ
ケーション手法の精緻化を図るとともに，漁民やその家族から地域住民への波及について
引き続き効果計測を行い，地域への波及に関する具体的方策の検討を行っていくことが必
要と考える． 
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